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まえがき
　本書は、筆者の学位論文（「自然公園における休暇村成立の意義と公園利用へ
の効果に関する研究」）をもとにして、それに若干の加筆修正を行なったもので
ある。
　筆者は、昭和35年（1960）４月に厚生省国立公園部（現環境省自然環境局）に
入省し、同年８月に国立公園部が構想した「国民休暇村」計画の発表に関わると
いう僥倖に恵まれた。入省三年後、休暇村第一号の近江八幡国民休暇村の整備を
担当することになり、さらに、平成９年（1997）から財団法人休暇村協会に在籍
し休暇村の運営管理に携わった。省みれば在職中多くの時間を休暇村とともに過
ごしてきたのである。この間、休暇村について総合的に考察した論文を書く必要
を痛感していたが実現することはなかった。しかし、論文作成のきっかけを与え
てくれたのは前千葉大学教授油井正昭氏であった。氏は、筆者の休暇村との関わ
りの経緯から休暇村の存在意義を社会に明らかにする責務を説かれ、論文作成に
あたっては数々の示唆を与えてくださった。氏のご助言とご指導がなければ、今
日にたどり着くことはできなかったと思う。深く感謝したい。
　筆者が学位論文の予備審査を受けるために千葉大学に論文を提出したのは平成
20年（2008）11月である。論文は、休暇村成立の背景、施設用地の確保と整備過
程、利用動向及び地域社会への影響と貢献について考察し、自然公園における休
暇村の意義と効果を明らかにしたものである。
　指導教授である千葉大学大学院赤坂信教授の懇切丁寧な指導と温かい励ましを
いただくとともに、論文審査では千葉大学大学院の小野佐和子教授、田代順孝教
授、藤井英二郎教授、大江靖雄教授の終始親切なご指導を賜りました。この機会
に、あらためて心から感謝の意をささげます。筆者は、この論文によって平成21
年（2009）３月、千葉大学から博士（農学）の学位が授与された。
　休暇村は厚生省国立公園部の中西哲郎管理課長、池ノ上容計画課長を中心に構
想し実現したものである。厚生省は昭和36年（1961）に休暇村の整備、運営管理
に当たる財団法人国民休暇村協会を設立したが、平成23年（2011）には設立50周
年を迎える。奇しくもこの年、協会は法律に基づいて一般財団法人又は公益財団
法人のいずれかに移行しなければならない。本書が新しい財団法人として休暇村
協会の運営にいささかでも貢献するとすれば、筆者にとって、これに過ぎる喜び
はない。
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序　章　研究の目的と方法
１．研究の目的と背景
　昭和37年（1962）７月、琵琶湖湖岸に初めて「国民休暇村」が開設されて以来
今日まで、休暇村はおよそ半世紀にわたって多くの公園利用者を受け入れてき
た。休暇村と同時代に建設された国民宿舎やユ−スホステルが一部廃止や利用の
減少が続いている中で、休暇村は一村の廃止もなく、ほぼ半世紀にわたって自然
公園の利用拠点として持続的に運営されてきた。その要因は何か。本研究の目的
は長期運営の要因を解明するとともに休暇村の特性を明らかにすることである。
　なお、国民休暇村は平成13年（2001）に「休暇村」と改称されている。したがっ
て、本研究では原則として「休暇村」を統一して用い、文献、資料、国の施策展
開時の名称などに関わる時には「国民休暇村」を使用することにする。
　休暇村に関する研究は、休暇村開設から28年を経るまで見られなかった。平成
２年（1990）に堀繁、植田明浩、篠原修１）らは「国民休暇村にみる自然公園集
団施設地区の計画思想」を発表し、休暇村計画について分析と考察を行なってい
る。この研究以外の事例報告として馬淵規行、橋本善太郎２）らは「国民休暇村」
を『観光』に、山本剛暎３）は「国民休暇村の新しい宿泊施設」、小嶋忠４）は「新
しいい国民休暇村の施設」、中島都志明５）は「国民休暇村の利用」をそれぞれ『国
立公園』に発表し、また、福永育江６）は「国民休暇村における自然とのふれあ
い事業」を『かんきょう』に発表している。これらの論文は、いずれも休暇村の
施設や事業を概括したもので、分析や考察はほとんど行なわれていない。
　平成８年（1996）に、油井正昭、古谷勝則、木曾次郎７）らは「国民休暇村に
おけるインタープリテーション活動に関する研究」を発表し、休暇村のインター
プリテーション施設と運営に関する分析と考察を行なった。平成12年（2000）に
は油井正昭、古谷勝則、赤坂　信、阪井由美子８）らは「日光国立公園湯元集施
設地区の発展と特徴」に関する研究を発表し、集団施設地区と休暇村との関連に
ついて言及している。平成16年（2004）に加治隆９）10）11）12）は「休暇村の立地過
程と野外レクリエーション空間構造及び利用形態の特徴」、「宮古・姉ヶ崎半島の
リゾート開発における国民休暇村の役割と貢献」、「国民休暇村における眺望景観
の形成とその特徴」、「国民休暇村における宿泊施設の形成と特徴に関する研究」
など、休暇村の施設形態、眺望景観について研究した。平成18年（2006）に加治
隆、油井正昭13）14）らは「自然公園の施設の充実に果たした国民休暇村の役割」
を発表、平成20年（2008）には「休暇村の景観構成の特徴とその評価に関する研
究─近江八幡と大山鏡ヶ成を事例に─」を発表し、休暇村施設の整備過程の考察
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や景観構成について論究している。
　以上のように、休暇村研究の歴史は浅く、かつ、発表件数は少なく、しかも研
究内容は計画、施設、景観に関するテーマが中心である。休暇村の成立や立地の
歴史的経緯、利用の動向については全く言及されていない。また、休暇村が地域
に及ぼした影響については概括的に言及している程度である。
　したがって、筆者は、これらの研究の空白を埋め、
①　休暇村の成立過程を究め、
②　施設整備過程の特徴を考察するとともに休暇村の立地が地域に与えた影響
を考察し、
③　休暇村の施設利用と自然との触れ合い活動の発展過程と動向を考察し、
④　その上にたって、半世紀におよび休暇村が存続してきた要因と休暇村の特
性を明らかにすることを目的とした。
２．研究の意義
　本研究の第１の意義は、これまでほとんど考察されていなかった休暇村成立の
歴史的過程を解明し、同時に休暇村以外の集団施設地区と比較検討し、自然公園
の利用における休暇村の特性を浮き彫りにすることである。第２の意義は、最
近、三位一体による地方分権化の推進によって自然公園の施設整備は補助金から
交付金に替わった。地方自治体が自然公園施設を自由に自主的に整備・運営する
にあたって、休暇村の研究成果は地方自治体の施設整備運営に有益な示唆を与え
ること。第３の意義は、休暇村は地域の社会、経済の振興に役立てる装置、素材
として活用できる可能性があることである。
３．「休暇村」の定義と名称
　休暇村は、自然公園法（法律第161号、昭和32年６月１日制定）第23条に規定
する集団施設地区である。すなわち、休暇村は集団施設地区制度を適用して施設
を集団的に整備し運営する公園利用の拠点である。しかし、施設の整備、運営の
方法は従来の集団施設地区の整備手法とは若干異なる。集団施設地区の利用施設
のうち公共施設は国又は地方自治体が整備し、有料施設は主に民間企業が整備し
てきた。これに対し、休暇村では公共施設は従来通り国又は地方自治体が整備す
るが、有料施設は全て（財）休暇村協会が整備するのである。この点が集団施設
地区と休暇村とでは異なり、休暇村はいわば新しい形態の集団施設地区と言える
のである。
　休暇村の名称は、当初「国民休暇村」とした。このうち休暇村という名称は
1960年代にヨーロッパを中心に起きた「ソーシャル・ツーリズム」によって生ま
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れたフランスのVVF（VillagesVacancesFamilies）や地中海クラブが用いた「休
暇村」を参考にし、一方、「国民」は休暇村が開設以前に建設され好評を得てい
た国民宿舎の名称を意識して「国民休暇村」にしたという15）。
　平成13年（2001）に財団法人国民休暇村協会は「国民休暇村」を「休暇村」に
改称し、法人名も「財団法人国民休暇村協会」から「財団法人休暇村協会」に変
更した。協会はその理由を「国民」は国の施設であるというイメージを利用者に
与えること、「国民宿舎」と混同される弊害が見られること、既に「休暇村」と
いう呼称が一般に定着していること、などを挙げている。
４．研究の方法
　研究対象は36ヵ所の休暇村を対象とした。開設第１号は、昭和37年（1962）７
月21日に滋賀県近江八幡市沖島町宮ヶ浜に開設した近江八幡国民休暇村（以後、
個別の休暇村表記は休暇村近江八幡又は近江八幡とする）である。以来、平成20
年（2008）現在、沖縄を除く日本列島の各地に存在し、休暇村が立地する道県は
27、市町村は36（平成19年４月現在）である。設置ヵ所を自然公園別にみると国
立公園に26ヵ所、国定公園（国立公園に準ずる自然の風景地）に10ヵ所である。
休暇村の立地分布及び所在地は図−１に示した。
　各章の研究方法は、次のとおりである。
　第１章の戦後における自然公園施設整備については環境省自然環境局、（財）
休暇村協会の資料、『国立公園』の論文等を収集し、主に国の施設整備予算の動
向を対象に分析し考察した。
　また、自然公園施設整備費の変遷、集団施設地区の所管換えの経緯について
は、環境省自然環境局環境整備担当参事官室及び関係道県の資料を収集し整理の
うえ分析と考察を行った。
　第２章の国民宿舎については環境省自然環境局及び（財）国民宿舎協会の資料
を基に、主に宿泊利用の動向と経緯を対象に分析を行った。ユースホステルは、
文部科学省及び国土交通省の行政資料及び（財）ユースホステル協会の資料を収
集し、整備の経緯と利用動向について分析した。また、海外における大衆的リ
ゾート整備の動向については、特にフランスのVVFを対象に実態を調査した。
　休暇村（集団施設地区）の指定や計画決定等については、環境省自然環境計画
課、国立公園課の公園計画書、図面等を基に策定の経緯、計画内容を把握した。
休暇村の立地状況や僻地性を明らかにするために、全休暇村を対象に最寄りの駅
又は港から休暇村までの到達距離を地図上から計測し、距離の比較検討を行っ
た。また、休暇村立地以前と以後の周辺地域における土地利用状況の変化をみる
ために、事例として休暇村岩手網張温泉等４ヵ所を対象に５万分１地形図によっ
序　章　研究の目的と方法
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休暇村 国立・国定公園 所在地
1 支笏湖 支笏洞爺国立公園 北海道千歳市支笏湖温泉
2 岩手網張温泉 十和田八幡平国立公園 岩手県岩手郡雫石町網張温泉
3 陸中宮古 陸中海岸国立公園 岩手県宮古市崎鍬ヶ崎18−25−３
4 田沢湖高原 十和田八幡平国立公園 秋田県仙北市田沢湖駒ヶ岳２−１（旧田沢湖町）
5 気仙沼大島 陸中海岸国立公園 宮城県気仙沼市外畑16
6 羽　黒 磐梯朝日国立公園 山形県鶴岡市羽黒町手向羽黒山８（旧羽黒町）
7 裏磐梯 磐梯朝日国立公園 福島県耶麻郡北塩原村桧原
8 那　須 日光国立公園 栃木県那須郡那須町湯本
7 日光湯元 日光国立公園 栃木県日光市湯元温泉
10 鹿沢高原 上信越高原国立公園 群馬県吾妻郡嬬恋村鹿沢温泉
11 館　山 南房総国定公園 千葉県館山市見物25
12 妙　高 上信越高原国立公園
新潟県妙高市関山（旧妙高村）
新潟県妙高市杉野沢笹ヶ峰（旧妙高高原町）
13 佐　渡 佐渡弥彦米山国定公園 新潟県佐渡市関（旧相川町）
14 乗鞍高原 中部山岳国立公園 長野県松本市安曇4307（旧安曇村）
15 南伊豆 富士箱根伊豆国立公園 静岡県賀茂郡南伊豆町港
16 富　士 富士箱根伊豆国立公園 静岡県富士宮市佐折634
17 伊良湖 三河湾国定公園 愛知県田原市中山町（旧渥美町）
18 茶臼山高原 天竜奥三河国定公園 愛知県北設楽郡豊根村
19 能登千里浜 能登半島国定公園 石川県羽咋市羽咋町オ70
20 越前三国 越前加賀海岸国定公園 福井県坂井市三国町崎15−45
21 近江八幡 琵琶湖国定公園 滋賀県近江八幡市沖島町宮ヶ浜
22 南淡路 瀬戸内海国立公園 兵庫県南あわじ市福良（旧南淡町）
23 竹野海岸 山陰海岸国立公園 兵庫県豊岡市竹野町竹野（旧竹野町）
24 紀州加太 瀬戸内海国立公園 和歌山県和歌山市深山483（旧加太町）
25 南紀勝浦 吉野熊野国立公園 和歌山県牟婁郡那智勝浦町宇久井
26 大山鏡ヶ成 大山隠岐国立公園 鳥取県日野郡江府町御机709−１
27 蒜山高原 大山隠岐国立公園 岡山県真庭市蒜山上福田（旧川上村）
28 大久野島 瀬戸内海国立公園 広島県竹原市忠海町大久野島
29 吾妻山 比婆道後帝釈国定公園 広島県庄原市比和町森脇（旧比和町）
30 帝釈峡 比婆道後帝釈国定公園 広島県庄原市東城町三坂（旧東城町）
31 讃岐五色台 瀬戸内海国立公園 香川県坂出市大屋冨町3042
32 瀬戸内東予 瀬戸内海国立公園 愛媛県西条市河原津（旧東予市）
33 志賀島 玄海国定公園 福岡県福岡市東区大字勝馬1803−１
34 雲　仙 雲仙天草国立公園 長崎県雲仙市小浜町諏訪の池（旧小浜町）
35 南阿蘇 阿蘇くじゅう国立公園 熊本県阿蘇郡高森町3219
36 指　宿 霧島屋久国立公園 鹿児島県指宿市東方10445
注）　所在地の（　）内の市町村名は合併以前の市町村名。
［平成19年（2007）４月1日現在］
図−１　休暇村の立地分布および所在地
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て実態を確認した。
　休暇村の土地所管換えの経緯、実績の検証は、環境省自然環境整備担当参事官
室、休暇村を管轄する環境省地方環境事務所の資料によって行なった。また、休
暇村用地の土地所有別形態、地方自治体の土地提供状況、土地の賃貸借関係を明
らかにするために、環境省自然環境整備担当参事官室、休暇村を所管する関係道
県、市町村及び（財）休暇村協会の資料を収集し整理し、分析を行なった。特に、
個人の土地の寄付については寄付の考え方、方針等について関係者から聞き取り
調査を行った。
　第３章の自然公園施設整備の仕組み、公共施設整備費の変遷については、環境
省自然環境局整備担当参事官室及び関係道県の資料を整理、分析し、有料施設に
関する設備投資の経緯は（財）休暇村協会の資料により分析を行った。また、公
共施設のうち地方自治体が単独で整備した公共施設整備費については関係道県及
び市町村の資料を参考とした。
　施設整備の達成状況の検討は、第１次指定休暇村10ヵ所を対象に事業計画と整
備実績の比較によって行った。
　第４章の休暇村の立地が地域に及ぼした影響や地域貢献については、休暇村陸
中宮古を対象に実態の把握を行なった。休暇村陸中宮古の立地経緯、施設整備、
利用動向については環境省自然環境局、岩手県、宮古市及び（財）休暇村協会の
資料を収集し、また、休暇村の雇用、食材調達等の地域経済への影響については
宮古市において聞き取り調査を行い、小中学生等への環境教育、自然との触れ合
い活動、地域の環境保全活動への参加等の地域貢献については休暇村陸中宮古の
資料によって実態を把握した。　
　民宿の整備や経営状況については、宮古市及び宮古市民宿協会の資料の収集と
民宿経営者からの聞き取り調査によって行い、その結果を分析した。
　第５章の利用動向については、まず、全休暇村を対象に施設の配置状況を確認
のうえ５千分の１の地形図にプロットし宿舎区、園地区、キャンプ・スキー場区
に区分し、施設の形態と構成を明らかにした。次に、施設ごとの利用者数を（財）
休暇村協会の利用統計資料から抽出し、それを図表化し、利用の推移、傾向を分
析した。宿舎の施設規模については、（財）日本交通公社や（社）国際観光旅館
連盟が統計調査上特定している「旅館」と比較し分析を行った。園地利用の度合
いを検証するために各休暇村園地の実態を調査し、規模、形態を確認のうえ園地
面積と利用者数との関連を分析した。
　また、休暇村の自然との触れ合い活動の経緯や実態については、（財）休暇村
協会の統計資料を基に分析するとともに、環境省の自然とのふれあい事業の調査
結果と比較検討、休暇村の自然との触れ合い活動の特徴を分析した。
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５．論文の構成と概要
　掲げた研究の目的を達成するために、本論は次に示す構成とした。
序　章　研究の目的と方法
第１章　戦後における自然公園施設整備の変遷と特徴
第２章　休暇村の成立と土地形成
第３章　休暇村の施設整備の変遷と施設の整備過程
第４章　休暇村陸中宮古の整備と地域貢献
第５章　休暇村の利用形態と利用動向
第６章　休暇村の特性
終　章　結論と課題
　なお、本論文の構成に関する概念図を図−２に示した。
　本論文の構成と概要は以下の通りある。
序 章
第 2 章
第 1 章
第 4 章
第 3 章
第 5 章
（休暇村成立と地域への影響）
第 6 章
終 章
既存研究及び事例報告レビュー
自然公園における休暇村の位置づけ
自然公園の施設整備の変遷と特徴
休暇村の施設整備費の変遷と施設の整備過程
休暇村の利用形態と利用動向
休暇村の特性
資　料
研究の目的
結論と課題
　休暇村の成立と土地形成
研究対象の設定
研究方法
　 休暇村陸中宮古の整備と地域貢献
( 陸中宮古を中心とする地域 ）
図−２　論文の構成に関する概念図
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　第１章では、戦後における自然公園施設の施設整備費の変遷を明らかにすると
ともに、太平洋戦争終結後の自然公園（国立公園及び国定公園）の施設整備の実
態と、急激に増加した自然公園利用に対し国は如何に対処したか、その動向を明
らかにすることを目的とした。
　昭和21年（1946）に戦後初めて伊勢志摩国立公園が指定され、わが国の国立公
園は13ヵ所となる。しかし、自然公園施設整備に対する国の予算は僅少な状態が
続き、見るべき施設は少なく、しかも貧弱であった。少ない予算を如何に効果的
に活用し公園利用の増大に対応するか、こうした模索の中で生まれた集団施設地
区の土地所管換制度の活用やモデル的施設整備等、「国民休暇村」計画の発想の
背景となる諸情勢を明らかにした。
　第２章では、休暇村の成立の背景となるリゾート施設整備の動向と休暇村立地
の基本的要件である施設用地の確保の経緯を明らかにすることを目的とした。
　昭和30年代にヨーロッパではソーシャル・ツーリズムが台頭し旅行は大衆化す
るとともに、わが国でも所得倍増による観光の大衆化を背景に国民宿舎、ユース
ホステルなどの宿泊施設の整備が進展した。中でも自然公園においては自然志向
の高まりによって公園利用は増加し国はその対応に迫られ、国は全国の国立公園
及び国定公園に「国民休暇村」を建設することになる。その休暇村創設の背景や
整備予算の経緯等、また、休暇村の立地に伴う休暇村施設用地の確保の経緯と実
態を明らかにした。国は休暇村１ヵ所の計画内容（表−１）の中で、設置ヵ所の
具備する条件の一つに「休暇村の土地は厚生省の所管地又は所管換え予定地」を
掲げているが、その条件を満たす候補地は少なく、最終的には休暇村の大部分の
土地は、立地した地方自治体の所有又は管理する土地に依存しなければならな
かった。
　第３章では、休暇村施設整備費の変遷と施設の整備過程の特徴を明らかにし
た。休暇村の施設は国又は関係地方自治体が整備する公共施設と（財）休暇村協
会が自己資金又は融資資金によって設備投資する有料施設があり、これらの整備
費及び設備投資額の投入状況を明らかにした。また、昭和37年（1962）から平成
15年（2003）までの公共施設及び有料施設の整備過程を整備の時期別に区分する
と、ほぼ、10年毎に整備の傾向は変り、その整備過程の特徴から確立期、拡大期、
再生期および転換期に区分した。
　第４章では、休暇村陸中宮古の立地が地域に及ぼした影響と貢献について明ら
かにした。休暇村の誘致にあたって市所有地の提供、休暇村関連道路の整備等、
宮古市の支援と協力関係、休暇村の雇用や食材の調達、地域環境教育への協力、
民宿整備の誘発など、休暇村が地域社会に果たした役割と貢献の実態を明らかに
した。
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　第５章では、休暇村の利用形態と利用動向を明らかにした。自然公園における
利用形態は見る、休む、泳ぐ等多様な形態があり、これらの形態と休暇村におけ
る形態とを比較検討し、休暇村の利用形態の特性を明らかにした。休暇村の利用
は「施設の利用」と「自然との触れ合い活動」に分けられ、自然との触れ合い活
動は国の「自然とのふれあい事業」の先駆的なものであったことを明らかにした。
　第６章は、前章までの個々の章節での考察を基に、全体を通じて総合的な考察
を行い、休暇村成立の歴史的特性、休暇村利用の特徴及び地域への影響等休暇村
の特性について明らかにした。
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表−１　休暇村１ヵ所の計画内容
国民休暇村の概要
（１）規　模
イ　面　積 50町歩～200町歩
ロ　事業費 ３～４億円
ハ　宿泊収容力 １日　800人～2,000人
ニ　年間延利用者数 35万人
（２）施設の種類等
・国民宿舎
300人収容のもの２～３棟、１泊２食付
500円
・ダイニングロッジ
・ケビン ８人収容のもの40～50棟、１泊150円
・野営場 100人～500人
・スキー場
・ロープウェイ
・スキーリフト
設置場所の具備
すべき条件
イ　付近一帯の自然景観がすぐれており、かつ地況が多衆を収容する
施設に適していること。
ロ　土地が厚生省の所管地であるか、または、所管換えが予定されて
いるところであること。
ハ　交通が便利で、大都市または地方基幹都市よりの利用が多数見込
まれること。
ニ　登山、キャンピング、温泉浴、スキー、舟遊等が可能であること。
ホ　施設の計画的整備が可能であること。
注）　厚生省（1960）：「国民休暇村─その計画の概要─　昭和35年９月」より作成。
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第１章　戦後における自然公園施設整備の変遷と特徴
　本章の目的は、太平洋戦争終結後の概ね昭和25年（1950）頃までの自然公園の
施設整備の実態を明らかにし、休暇村成立との関連を考察するものである。戦前
の自然公園行政は国立公園の指定に重点が置かれ、昭和20年（1945）の終戦時に
は全国に12ヵ所の国立公園が指定されていた。しかし、施設の整備は、その根拠
となる公園計画の策定が遅れていたこともあって公園利用の基盤となる施設はほ
とんど整備されず、主に案内標識等の整備にとどまっていた。戦後は、当時の社
会情勢から生活や住宅等の整備が優先され、自然公園の施設整備に振り分けられ
る国の予算は少なく、簡易施設の整備が中心で、しかも貧弱であった。一方、昭
和30年代に入って、国民の自然志向は高まり、自然公園の利用は急増するに及ん
で、国は公園施設の抜本的な整備の必要に迫られたのである。
　本章では、国立公園の指定と集団施設地区の制度、自然公園の利用状況、国の
施設整備に対する予算配分の過程、集団施設地区の土地所管換えによる公園専用
用地化の経緯等について分析し、「国民休暇村」誕生の背景を考察するものであ
る。
１．国立公園行政の進展と公園利用の動向
　（１）国立公園の指定と集団施設地区
　昭和６年（1931）に国立公園法が制定され、３年後の昭和９年（1934）に瀬戸
内海等の国立公園が指定されて公園利用が始まった。国立公園の行政は太平洋戦
争の終結を境に戦前、戦後を通じて三つの段階を経ていることが認められる１）。
　第１の時期は、昭和６年から昭和11年の間で、国立公園の法制化、国立公園候
補地の決定、調査、指定が終わり、わが国最初の12ヵ所の国立公園が成立した時
期で、利用施設の整備はほとんど見られない。第２の時期は昭和12年から昭和20
年までの間で、指定された12ヵ所の国立公園について公園計画を策定し、施設の
整備に入る段階であった。しかし、昭和12年に日光、富士箱根国立公園の道路改
修に国庫補助金10万円が投じられるなど、一部の施設整備に着手したのみで２）戦
争の激化に伴い国立公園行政は一時停止の状態となり、行政の空白時代を呈した
のである。次いで、第３の時期は昭和21年より昭和25年（1950）に至る間である。
昭和21年（1946）に国立公園の所管は厚生省衛生局保健課から厚生省公衆保健局
調査課に移る。昭和23年（1948）には厚生省公衆保健局内に設置された国立公園
部に移行した。翌年、昭和24年（1949）に国立公園部は厚生省大臣官房国立公園
部となり国立公園行政の素地は固まった。同年、国立公園法の改正が行なわれ、
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国立公園に準ずる自然の風景地を国定公園に指定する条項が新たに加えられ、国
定公園においても国立公園と同様に公園施設の整備を行うことができることに
なった。
　集団施設地区は国立公園および国定公園の公園計画に基づいてに設けられる。
自然公園法の従前旧法である国立公園法には集団施設地区に関する特段の規定は
無く（同法の施行令第14条「国有地の所管換」に若干の規定があったのみであ
る。）、単に行政上運用されていたが、昭和32年に制定された自然公園法の第23条
に集団施設地区が規定され、はじめて法律上に明確化された。なお、現行法で
は、平成14年（2002）４月の自然公園法改正によって第29条に繰り下がってい
る。集団施設地区の計画は「国立公園計画標準」補注 に基づいて作成される。計
画は集団施設地区の位置、区域、面積及び施設の種類と地割、施設の配置及び規
模を定め、審議会に諮問のうえ決定される。この計画の決定によって、はじめて
施設の整備が行われることになる。
　（２）集団施設地区における公園利用の集中化とその対応
　昭和30年代に入って国民の余暇時間の増大と都市生活環境の悪化から自然志向
が高まり、自然公園の利用は急激に高まった。当時の自然公園行政を担当してい
［１］　国立公園・国定公園利用者数増加状況
年　次
国立公園 国定公園
公園数
利用者数
（千人）
対前年
増加率（％）
公園数
利用者数
（千人）
対前年
増加率（％）
昭和27年 17 35,870 − 3 （未集計） 　・　 注１）
　　28年 17 39,189 9 3 〃 　・　 〃
　　29年 17 40,850 4 3 〃 　・　 〃
　　30年 19 44,391 9 14 〃 　・　 注２）
　　31年 19 58,563 32 14 〃 　・　 〃
　　32年 19 64,515 10 14 24,545 　−　 〃
　　33年 19 68,504 6 19 43,250 　76　 〃
　　34年 19 79,963 17 20 44,497 　 3　 〃
　　35年 19 89,791 12 20 51,532 　16　 〃
表−1　国立公園・国定公園利用増加状況
［２］　主要集団施設地区（８地区）の利用者増加状況注１）
　　　①中宮祠　②湯元　③河口湖　④山中湖　⑤上高地　⑦昇仙峡　⑧屋島
年　次
利用者数①（千人）
（８地区の利用者数）
対前年
増加率
（％）
主要集団施設地区
の属する国立公園
利用者数②（千人）
①の②に対
する割合
（％）
昭和27年 3,928 − 19,641 20.0
28年 4,921 25 21,951 22.9
29年 5,741 17 23,382 24.6
注１）堀井勝（1955）：国立公園の利用の増大と国立公園の管理、国立公園、72、9
注２）厚生省国立公園部（1962）：国立、国定公園利用者状況調査、国立公園、153,　5
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た厚生省国立公園部（現環境省自然環境局）の国立公園利用状況調査３）よれば、
国立公園および国定公園の利用者数は表−１の［１］に示したように激増した。
表−１の［２］に示した湯元、河口湖、山中湖、上高地など大都市に近い集団施
設地区（８地区）の利用者数の対前年度増加率は、昭和27年（1952）から昭和29
年（1954）にかけて17％〜25％に及んでいる。このように日光、富士箱根伊豆、
中部山岳等特定の国立公園の集団施設地区に、それも極めて限られた期間に利用
者が集中する傾向が顕著になった。
　こうした国立公園の利用動向を背景に、昭和30年（1955）、厚生省は既に昭和
26年（1951）に策定した施設整備計画を改定し、新たに「国立公園五ヶ年計画」
を策定した。国の直轄費又は補助金による公共施設を重点的に整備し、利用拠点
の分散による利用の均衡、適正化を図ることにしたのである。特に、集団施設地
区については、既にある13ヵ所のうち光徳、仙石原等の高い利用が見込まれる地
区を「モデル集団施設地区」４）として重点的に整備することを検討した。しかし、
モデル集団施設地区の指定と整備は計画期間内には実現されなかった。
２．自然公園の施設整備費の推移と新しい公園利用拠点の萌芽
　（１）国立公園等施設整備費の推移
　太平洋戦争後、一時、国立公園行政を直接担当する職員が皆無となる事態が生
じたが、職員の復職を機会に、厚生省は平和国家再健の一助とするため国立公園
行政復活の第一歩を踏み出した。時を同じくしてわが国に進駐した連合軍総司令
部（通称GHQ）は日本政府に対し、「美術品・記念物および文化的歴史的地域・
施設の保護・保存に関する覚書」（昭和20年11月12日）を発して、あらゆる手段
を講じてそれらの維持・管理を行うよう指示し、当時の12ヵ所の国立公園を始
め、日本三景や全国の景勝地の現状について報告を求めたのである５）。以後、日
本の国立公園行政は、連合軍総司令部の指導無しに実施することができなかっ
た。昭和21年（1946）に伊勢志摩国立公園が指定され、戦後の国立公園行政はよ
うやく進展することになったのである。
　こうした背景の中で、昭和22年（1947）には、表−２に示したように国立公園
の直轄事業として指導標識その他の簡易施設として119万円が予算化された。昭
和25年（1950）には初めて補助事業が始まった。しかし、昭和26年（1951）から
２年間直轄費は予算化されず、直轄事業は補助事業に切り替わった。国庫補助によ
る国立公園施設整備費840万円が予算化され、全国最初の集団施設地区整備が厚生
省と栃木県の協力のもとに湯元集団施設地区において実施された６）。その後、補助
金は増加し昭和28年（1953）には5,000万円となり、直轄費も集団施設地区内の
国有地（林野庁所管）が厚生省に所管されたことにより390万円が予算化され、
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昭和28年（1953）年度の予算は直轄費と補助金を合わせ5,390万円となった。し
かし、既に17の国立公園があり、１公園当たりの平均整備費は317万円で、３年
前の湯元集団施設地区整備費の３割強に過ぎない。しかも補助金は国の補助金整
理のために昭和30年（1960）から２ヵ年打ち切られる。こうした少額の施設整備
費に対して、田村剛は「国立公園設定以来二十年に近い年月を経過するにも拘ら
ず、その施設の整備せるものは皆無の状態で、所謂政府の『産みっ放し』の非難
は囂々たるものがある」７）と痛烈に国の自然公園行政を批判している。
　国定公園の施設は国の助金によって整備された。昭和32年（1962）度に初めて
国定公園に対する補助金制度が設けられ、補助金予算1,000万円が認められた。
単位：千円
年
自然公園数 直轄費 補助金
摘　　　　要
国立公園 国定公園 国立公園 国立公園 国定公園 計
昭和20年
（1945）
12 ・ ・ ・ ・ ・
・国立公園行政復活。GHQ「国立公
園の維持、管理を行なうよう指示」（11
月20日）。　注１）
21年
（1946）
13 ・ ・ ・ ・ ・
・国立公園の所管は厚生省衛生局保健
課となる。　注１）
22年
（1947）
13 ・  1,190 ・ ・  1,190
注２）、注３）・直轄事業による指導標
および簡易施設の整備。
23年
（1948）
13 ・  6,200 ・ ・  6,200
注２）、注３）・厚生省公衆保健局に国
立公園部設置（管理課・計画課）。注１）
24年
（1949）
15 ・  4,550 ・ ・  4,550
注２）、注３）・厚生大臣官房国立公園
部となる。
・国立公園法改正（国定公園の指
定）。注１）
25年
（1950）
17  3  6,540  8,400 ・ 14,940
注２）、注３）・補助金が新設される。
・湯元集団施設地区の整備（全国初）。
26年
（1951）
17  3     0 13,900 ・ 13,900
注２）、注３）　・直轄費は削除され整
備は全面的に補助金に切り替え。
27年
（1952）
17  3     0 18,900 ・ 18,900 注２）、注３）
28年
（1953）
17  3  3,900 50,000 ・ 53,900
注２）、注３）・湯元、上高地の所管換
に伴う施設整備直轄費（390万円）、補
助金（５千万円）
29年
（1954）
17  3     0 36,000 ・ 36,000
30年
（1955）
19 14 34,800     0 ・ 34,800
注３）・補助金整理のため補助金打ち
切られる。
31年
（1956）
19 14 70,000     0 ・ 70,000
注３）・直轄費は増額、補助金は復活
ならず　
32年
（1957）
19 14 50,000 40,000 10,000 100,000
注４）・国立公園補助金復活。
・国定公園補助金の新設（１千万円）
33年
（1958）
19 19 70,000 60,000 15,000 145,000
34年
（1959）
19 20 75,000 60,000 15,000 150,000 注５）
35年
（1960）
19 20 75,000 75,000 18,000 168,000 注５）
注１）　環境庁自然保護局（1981）：自然保護行政の歩み、第1節国立公園行政の再発足、89、年表436、438、439
注２）　国立公園部計画課（1955）：補助金は如何に使われたか、国立公園、72、14−15
注３）　千家啠麿（1958）：国立公園予算の変遷、国立公園、100、6−7
注４）　昭和32年国立公園予算について、国立公園、88、28
注５）　松尾茂（1961）：昭和36年国立公園関係予算について、国立公園、137、2
表−２　自然公園施設整備費の推移　「昭和20年（1945）～昭和35年（1965）」
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これによって国立公園及び国定公園の施設整備体系は一応整えられ、直轄費と補
助金の総額は１億円に達した。昭和32年現在、19の国立公園と14の国定公園があ
り、１公園当たり平均整備費は303万円となった。しかし、昭和28年（1953）度
の平均整備費を下回っている。昭和31年、32年の国立公園の利用者数は表−１に
示したように、対前年増加率は急激に増えているにも拘らず補助金の打ち切り等
によって予算は伸び悩み、昭和35年（1960）においても予算額は１億6,800万円
と２億円を大幅に下回った。19の国立公園と20の国定公園で１公園当たりの平均
整備費は430万円であり、39の公園の施設を整備するにはあまりにも少ない整備
費で、施設の内容は質量ともに貧弱なものにならざるを得なかった。自然公園の
担当行政当局しての厚生省は、何らかの打開の道を探る必要に迫られていたので
ある。
　（２）集団施設地区と土地の所管換え
　前述のとおり、集団施設地区の施設整備は、公園計画に基づく集団施設地区計
画の決定が必要である。最初の計画が決定された集団施設地区は、昭和24年
（1949）８月10日の第１回国立公園中央審議会に諮問され、答申された日光国立
公園湯元集団施設地区ならびに富士箱根国立公園湖尻集団施設地区である。
　昭和24年（1949）から昭和35年（1960）までの集団施設地区（国立公園）の決
定状況は表−３に示したとおりである。昭和29年（1954）から昭和32年（1962）
にかけて、国立公園の利用者の急増もあって集団施設地区が次々と決定された。
昭和35（1965）には既に64地区の集団施設地区（決定後削除された集団施設地区
は除く）が決定されている。なお、このうち10地区の集団施設地区は休暇村であ
る。
　集団施設地区において国が直轄費をもって施設を整備する場合は、その土地は
国有地であることが必須要件である。したがって、国立公園を所管する厚生省は
直轄費で整備する場合は、国有地を厚生省の所管地に換えることが必要であっ
た。したがって、昭和24年（1949）に初めて厚生省が集団施設地区に決定された
湯元集団施設地区に直轄費をもって整備しようとしたが、土地は農林水産省（林
野庁）等が所管する国有地で厚生省が所管する土地は無く、直轄整備費を湯元集
団施設地区に投入することができなかった。そのため、厚生省は昭和６年（1931）
に制定された国立公園法（自然公園法の従前旧法）の国立公園法施行令（昭和６
年９月18日勅令第242号）第14条の「国立公園区域内ノ国有地（国有林野中国立
公園ノ施設ノ敷地及其ノ附属地ヲ包容スル集団施設地区並ニ国立公園事業上必要
ナル自動車道路ノ敷地）ハ之ヲ内務大臣ノ管理に移スベシ」とする規定を22年ぶ
りに想起し、他省庁が国立公園内に所管する国有地を国立公園専用用地として国
立公園担当大臣に移管する手続きを行った。その結果、昭和28年（1953）10月に
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湯元及び上高地の集団施設地区内の農林水産省（林野庁）所管地の土地が厚生省
に所管換えされたのである。所管換えされた土地８）は湯元18.4ha、上高地58.5ha
と小面積ではあるが、厚生省は国立公園利用上最も重要な集団施設地区の土地を
完全に掌握することになった９）。この年、前記２ヵ所の集団施設地区に直轄整備
費390万円が予算化され、集団施設地区の本格的な施設整備が始まった。その後、
所管換えは続き、昭和35年（1960）までに農林水産省、大蔵省（現財務省）、建
設省（現国土交通省）等から所管換えを受けて、厚生省の所管地のある集団施設
地区は21地区（表−３）となった。
　太平洋戦争の終結から10年が経過した昭和30年には、国立公園は19ヵ所、国定
公園は14ヵ所が指定され、自然公園体系はほぼ整えられた。しかし、国立公園の
指定は順調に進展したが、利用のための施設整備は、戦後の復旧と国民の最低生
活を確保するための施策が急務で、国立公園等の施設整備は不急事業として等閑
視され10）、整備費の大幅な予算化はきわめて困難であった。そのため厚生省は少
額の予算をより効果的に活用するために整備ヵ所を限定してモデル的整備を行う
とともに、モデル整備を参考に同様な整備が各地で行われることを期待するなど
計画
決定 集団施設地区　（平成12年までに削除された集団施設地区は含まなていない） 地区数
昭和24年 尾瀬沼○
湯　元
○■ 中宮祠  3
25年 湖　尻 本　栖  2
26年 酸ヶ湯○
休　屋
○
王子ヶ岳
渋川 仙酔島
屋　島
○
雲仙温泉
○ 瀬の本 地獄垂玉 長者原
えびの
○ 10
27年 阿寒湖畔△
支笏湖畔
○■
生　出
○ 四万温泉 草　津 菅　平 志賀高原 扇　沢
上高地
○  9
28年 川　湯○ 登　別 洞爺湖  3
29年 和　琴○
層雲峡
○ 糠　平
裏磐梯
△■
那須高原
○■
万　座
○ 三　峰
包ヶ浦
○
大山寺
△  9
30年 浄土ヶ浜 船　越 普　代 乗鞍高原■
平　湯
△ 鹿子前  6
31年 岩手山麓○■ 藤七温泉 松川温泉 蒸ノ湯 後生掛 玉川温泉
田沢湖
高原■
笹ヶ峰
■
五最杉
○■
波止浜
△
鏡ヶ成
■
桝水原
△ 12
32年 翁　島 鷹の巣○ 鬼怒川 野呂山 鳴　門 姫　原  6
33年 奥多摩湖岫沢  1
34年 光　徳○  1
35年 赤穂御崎 大久野島○■  2
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注　1．表は環境省自然環境局資料「国立公園集団施設地区」から作成。
　　2．凡例、内容、地区数
○ 昭和28年以降、厚生省に所管換えされた土地がある集団施設地区 21地区
△ 民有地の寄付を受けた土地がある集団施設地区  6地区
■ 休暇村となった集団施設地区 11地区
表−３　集団施設地区（国立公園）の計画決定の推移
　　　　─昭和24年（1949）から昭和35年 (1960）まで─
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熱心に指導を行ったのである。一方、施設整備の基本要件である公園専用用地の
確保については、昭和６年（1931）に規定され昭和28年（1953）まで省みられな
かった国有地の所管換え制度を22年ぶりに活用し、集団施設地区内の国有地を厚
生省に所管換えすることに成功した。この所管換えによって集団施設地区の本格
的な施設整備が可能となったのである。こうした公園専用用地の確保の実績、モ
デル整備の実施によって培われた技術手法は、新しい公園の利用拠点「国民休暇
村」萌芽の要因となったと考察できる。
引用・参考文献
１）森本潔（1951）：国立公園行政の問題、国立公園、19、１−５
２）国立公園部計画課（1955）：補助金は如何に使われたか、国立公園、72、14
３）堀井勝（1955）：国立公園の利用の増大と国立公園の管理、国立公園、72、９−13
４）奈良橋好男（1955）：国立公園施設整備五カ年計画について、国立公園、72、５
５）環境庁自然保護局（1981）：自然保護行政のあゆみ─自然公園50周年記念─、
89−90
６）前掲書２）、14
７）田村剛（1953）：国立公園施設整備方策、国立公園、39、１
８）厚生大臣官房国立公園部監修（1962）：自然公園等法規集、国立公園集団施設地区
管理規則の適用を受けることになった厚生省所管地の公共用財産、74−76、
（財）国立公園協会発行
９）西川生哉（1953）：集団施設地区の所管換について、国立公園、45−46、36−37
10）前掲書４）、４
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補　注
国立公園計画標準
・厚生省国立公園部長通知「国立公園の計画について、昭和27年７月22日国発
第117号」
・昭和54年４月１日、「国立公園の公園計画作成要領」に改正
　　総　　則
一　国立公園計画は、この標準に従って作成する。
二　国立公園計画は、国立公園の保護又は利用に関する統制及び施設の計画で、これを
分けて一般計画と詳細計画とする。
三　一般計画は国立公園の保護又は利用に関する基本事項を規定するもので、国立公園
の指定と同時に決定し官報に告示する。
四　詳細計画は一般計画に規定される保護管理又は国立公園事業の執行等個々の事項の
実施に必要な細部計画を規定するもので、一般計画の作成にひきつぎ速やかに決定
し、計画実施の基本指針にする。
五　国立公園計画に規定する事項は次の通りとする。
　一　基本方針（略）
　二　保護計画（略）
　三　利用計画
　　（一）利用の統制計画（略）
　　（二）利用施設計画
　　　⑴　利用施設計画　　（利用施設は概ね左の施設から選定する）
　　　　　 交通運輸施設　　道路又は園路（車道、歩道）、広場、自動車その他自動車
運輸施、船舶、埠頭、桟橋船舶運輸施設、航空運輸施設
等
　　　　　 宿泊施設　　　　宿舎（ホテル、ロッジ、旅館、簡易宿舎、山小屋）、避難
小屋、野営場等
　　　　　 保健休養施設　　園地、（休憩舎、展望台、テニスコート、児童園地、スケー
ト場等）、スキー場、ゴルフ場、乗馬施設、水泳場、釣魚
場、舟遊場、公衆浴場等
　　　　　 衛生施設　　　　水道、下水道、公衆便所、汚物処理施設、医療救急施設
等
　　　　　 教化施設　　　　博物館、動物園、植物園、水族館等
　　　　　 公共施設　　　　管理所、案内所、売店等、その他の必要な施設
　　　⑵　集団施設地区
　　　　イ　選　定
　　　　　　集団施設地区は公園の利用の中心拠点で、区域を画し、地割計画のもとに
交通、運輸、宿泊、保健休養、衛生、教化等の施設を綜合的に整備する地区
で、次の要件を具備する土地を選定する。
　　　　　⒜　地況が多衆を収容する施設に適していること。
　　　　　⒝　保健的条件が良好なこと。
　　　　　⒞　災害に対して安全なこと。
　　　　　⒟　附近一帯の景観が佳良なこと。
　　　　　⒠　土地所有関係又は権利制限関係が、公共施設に便利であること。
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ロ　区　域
　　　　　　集団施設地区の区域は、地形、地被等の自然条件を勘案し、収容力及び利
用施設の種類、規模に応じて決定し、その面積は20陌以上とする。
　　　　ハ　地　割
　　　　　⒜　地割の区分は公共施設地区、園地区、野営場区、ホテル旅館区、商店区、
保存区とし、その地区の状況によって、その他適宜設けるものとする。
　　　　　⒝　地割の区分は施設と環境とを勘案して、独立して充分機能をもつと同時
に各区相互に有機的な関連を保つように配置すること。但し、野営場
区、園地区等大衆的な利用施設地区に対しては、優先的に立地条件の良
い位置をあてる。
　　　　　⒞　地割の線は稜線、河川、道路等明確な地形、地物によることが望ましい
が、止むを得ない場合は図上の線によること。
　　　　ニ　施　設
　　　　　　　施設は集団施設地区の特性を考慮して選定する。
　　　　ホ　一般計画事項
　　　　　⒜　一般計画においては次の様式により名称、区域、面積及び施設の種類を
決定する。
　　　　　⒝　計画図は５万分の一地形図に区域を表示する。
　　　　へ　詳細計画事項
　　　　　⒜　詳細計画では地割、施設の配置及び規模を決定する。
　　　　　⒝　計画書は左の要領で作成する。
　　　　　　　ⅰ地区の概要　　ⅱ計画の基本方針　　ⅲ計画
 第２章　休暇村の成立と土地形成
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第２章　休暇村の成立と土地形成
　本章の目的は、まず、休暇村成立の背景を探るために休暇村整備以前の昭和30
年代に発足した国内外の宿泊施設や大衆的リゾートの整備動向を検討することで
ある。国内では公営国民宿舎及びユースホステル、国外ではフランスのVVF「家
族バカンス村」を対象に制度の発生経緯、施設内容、立地等について考察を行っ
た。
　次に、わが国の自然公園行政における国民休暇村成立の背景、休暇村の指定と
立地の経緯について分析するとともに、休暇村建設の基盤となる施設用地の確保
状況、公園専用用地の土地所有形態等について分析し、休暇村の成立と土地形成
の特徴を考察した。
１．国内及び海外における大衆的リゾートの整備動向
（１）国民宿舎とユースホステル
　１）国民宿舎
　昭和30年（1960）代の日本においては都市に多くの人口と富が集積し、重厚長
大型の工業化が進む一方、個人所得が増え観光の大衆化が起きた。この時代には
昭和20年（1950）代とは違った新しい観光事業体が生まれた。近代的な大型のス
キー場やスカイラインと呼ばれる山岳観光道路などの観光施設が登場する。自然
公園や温泉地における宿泊施設の改善は急速に進み、設備は高級化するとともに
宿泊料金は高価となり、次第に国民大衆の利用から遠かざってゆく傾向が顕著に
なった。当時の宿泊料金は家族旅行にとって負担が大きく、かつ設備自体も家族
利用に適したものとは言えず、国民大衆からは低料金で安全で安心して利用でき
る宿泊施設の整備が要望されるようになった。こうした状況に対し、厚生省（現
厚生労働省）は、国民の健全なレクリエーションと健康の増進に資するため、誰
もが気軽に低廉で、しかも安心して利用できる近代的な宿泊休養施設、すなわち
「国民宿舎」を建設する制度補注１）を創設したのである。国民宿舎は厚生省国立公
園部の指導の下に、地方自治体が厚生年金保険積立金の還元融資を受けて自然公
園や景勝地に整備するもので、昭和32年（1957）に鳥取県の東郷町（水明荘）と
米子市（ぶな林）の２ヵ所に最初の国民宿舎が開設された。その３年後の昭和35
年（1960）に、国民宿舎とともに自然公園を所管する厚生省国立公園部は「国民
休暇村」計画を構想したのである。その時点で、既に国民宿舎の設置ヵ所数は
53ヵ所に及び、このうち国立公園に24ヵ所、国定公園に８ヵ所と全設置数の６割
を占め、都道府県立自然公園には10ヵ所、温泉地等に11ヵ所が設置されていた。
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序章表−１（休暇村１ヶ所計画内容）の中に宿泊施設として「国民宿舎」が挙げ
られているが、このことは既に国民宿舎は国立・国定公園内における宿泊施設と
して適切に利用されており、その実績が評価され休暇村の宿泊施設として計画の
中に導入されたものと考える。
　昭和37年（1962）の休暇村開設年から平成14年（2002）まで、10年ごとの国民
宿舎の設置ヵ所数と宿泊者数の推移を表−１の中に示した。設置ヵ所数は昭和57
年には337ヵ所、平成14年（2002）は194ヵ所と減少し、宿泊者数も平成４年
（1992）の438万２千人から平成14年（2002）の258万９千人に大幅に減少した。
こうした減少の主な原因は、経営者である地方自治体が運営管理上の観点から宿
舎を廃止したことにある。一方、休暇村の宿舎についてみると、設置ヵ所数、宿
泊者数ともに増加し、国民宿舎とは対照的な傾向を示している。
　２）ユースホステル
　日本のユースホステル運動は、昭和26年（1951）に結成された「日本青年団協
議会」の提唱によって始動した。同年10月に「日本ユースホステル協会」が設立
され、昭和27年（1952）に同協会は「５つの契約」１）（①１泊100円の宿泊料、
②管理人の常駐、③男女別室、④自炊設備の設置、⑤チャーター料は無料）を設
け、13の宿泊施設と契約してユースホステルの整備が始まった。昭和30年（1955）
７月に協会専用ユースホステル第１号を北海道千歳市の支笏湖畔の分教場跡を活
用して開設し、以後、表−１の中に示したように、休暇村が開設された年の昭和
37年（1962）には、公営、直営及び民営のユースホステルが全国に382ヵ所設置
された。
　公営のユースホステルの整備は、日本ユースホステル協会が第１号のユースホ
ステルを建設した３年後の昭和33年（1958）から始まった。昭和31年（1956）に
財団法人として認可された日本ユースホステル協会は、文部省に対し国費でユー
スホステルを整備するよう陳情を行なうが進展はみられなかった。一方、運輸省
（現国土交通省）は、昭和32年（1957）の観光事業審議会の答申を踏まえ、「大衆
旅行・ソーシャル・ツーリズム」の普及と外国の若者をわが国に誘致するために
ユースホステルの整備に対する国庫補助金を予算要求する。翌33年（1958）、大
蔵省（現財務省）は、文部省（現文部科学省）に「青年の家」関係の建設費とし
て6,000万円を、運輸省には「ユースホステル整備補助金」として4,000万円を予
算配分した２）。運輸省は昭和33年度から地方自治体の建設するユースホステルに
対し建設費の一部を補助することになった。昭和34年（1959）６月に長野県の軽
井沢に、公営第１号の「軽井沢ユースホステル」（収容人員は男30名、女20名）
が建設された。第１号の休暇村が開設される３年前である。昭和42年（1967）度
までに公営ユースホステルは74ヵ所（ベット数5,120、宿泊者数日本人等674,737
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人）に及んでいる３）。平成14年（2002）には31ヵ所で、全ユースホステル（公営、
直営、民営）の設置ヵ所数334ヵ所の約９％を占めている。
　休暇村が最初に開設された昭和37年（1962）には、ユースホステルは既に
382ヵ所整備され、また、宿泊者数は72万７千人に達していた。昭和47年（1972）
には設置ヵ所数は585、宿泊者数337万６千人に及んだが、平成14年（2002）の設
置ヵ所数は334、宿泊者数は約75万７千人と、設置ヵ所数、宿泊者数ともに昭和
37年（1962）度に近い状態に減少した。ユースホステルも国民宿舎と同様に設
置ヵ所数、宿泊者数ともに減少している。
（２）フランスの VVF「家族バカンス村」
　第二次世界大戦後、勤労大衆に対する余暇対策が、世界的に重要な社会的課題
となり、そのための方策に公的な立場から取り組もうとする動きがにわかに現れ
てきた。特にヨーロッパを中心に「ソーシャル・ツーリズム」と言われる大衆旅
行を促進するための考え方が起る。フランスでは1956年（昭和31年）に勤労者の
有給休暇の最低保障日数が３週間に延び、国民がバカンスに出かけるための時間
的余裕は以前より大きく広がった。しかし、一方では子供がいる夫婦にとって、
家族全員でバカンスを楽しむ経済的なゆとりはなく、当時の統計によれば、バカ
ンスを楽しんでいる人々の割合は国民の約30％に過ぎなかったという。仕事を持
ち、子育てに追われている働き盛りの若い夫婦はバカンスに出かける経済的余裕
はなかった。こうした状況は、社会全体の損失という意識が国民の間で芽生え、
バカンス村建設への機運が高まったのである。
　フランスには格安の料金で利用できる「バカンス村」と呼ばれるリゾート施設
が多い。バカンス村は1968年（昭和43年）５月に政令によって規制された公認の
非営利目的の施設で、各種の公的援助が与えられ、１ツ星から４ツ星までの４等
級に格付けされた。バカンス村を開設している最も古い団体は「フランス旅行ク
ラブ」で、他に「観光と労働」、「青少年キャンプ・大衆観光中央機構」、「地中海
クラブ」補注２）、「家族バカンス村」といった組織がある。その中でも、最も規模
が大きく、国民的リゾートの代名詞的な運営組織として知られているのがVVF
（VillagesVacancesFamilies）である４）。
　VVF（VillagesVacancesFamilies）は、1958年６月、大手金融機関のケース・
デポ銀行が中心となり国立家族手当基金、パリ圏家族手当基金などが共同で出資
し、非営利団体として設立された。VVFは「より多くの人々のバカンスを楽し
む機会を提供し、一方、地域経済の振興と国土整備に貢献する」というポリシー
を持つ団体で、1990年（平成２年）のVVFグループにおける総売上高は８億4,500
万フラン（1992年ルートで約203億円）である。毎年、国から3,000万フラン（約
７億円）の補助金が交付されていることもあり、事業としては採算が取れている
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山岳地域
地　域 VVF（家族バカンス村）
スキー
標高（m） コース延長
Alpes 1 Aix-Les-Bains  mini263／1550max 20km
2 ApledHuez 1860／3330 30ｍ
3 Arc2000 2100／3200 30ｍ
4 BellePlagne 2100／3250 100ｍ
5 Ceillac-en-Queeyras 1650／2500 1.5km
6 Chorges 850／2720 30km
7 Evian 375／2000 12km
8 LaToussuire 1690／2235 500ｍ
9 LesDeuxAlpes 1650／3600 30ｍ
10 LesMenuries“leHam” 1850／3200 100ｍ
11 LesMenuries“Neigeet” 1350／3200 100ｍ
12 LesSaisies 1650／2000 30ｍ
13 Morillon 700／2500 1.5km
14 Orcieres1850 1850／2650 30ｍ
15 Praz-sur-Arly 1036／2000 500ｍ
16 Saint-Bonnnet-en-Ch 1025／2750 ７km
17 Tignes 2100／3450 30ｍ
18 Valdlsere 1850／3450 400ｍ
19 Val-Thorens 2300／3200 200ｍ
Jura 20 Divonnes 30km
21 Naisod 550／1000 18km
NassifCentral 22 Saint-Julien-chapteuil 915／1750 10km
23 SuperBesse 1350／1885 800ｍ
Pyrenees 24 Ax-Les-Thermes 1400／2400 100ｍ
25 Bonascre 1400／2400 100ｍ
26 Gourette 1400／2450 300ｍ
27 LesCabannnes 535／2000 15km
28 Saint-Lary-Sooulan“L” 850／2515 １km
29 Saint-Lary-Sooulan“R” 850／2515 １km
Vosges 30 Plaine 505／1100 13km
30
海岸地域
地　域 VVF（家族バカンス村）
海水浴
海岸長（ｍ）
Alsace 1 Obernai
bretagee 2 Carantec 500ｍ
3 Tregastel 100ｍ
CharrenteMaritime 4 StGeorgesdOleron 300ｍ
Cotebasque 5 Anglet 岸壁と海岸
Cotelanguedocienne 6 balauruc-les-Bains 岸壁と海岸
Gironde 7 Arcachon 800ｍ
IledeFrance 8 Doourdan －
Normandie 9 Veules-les-Roses 900ｍ
Provence/CotedAzur 10 Ｃ annes ６km
11 LlslesurlaSorgue －
12 Veules-les-Roses ６km
13 Menton 岸壁と海岸
14 Nice 岸壁と海岸
15 StJeamCap-Ferrat 200ｍ
16 StRapahei
17 StsaturninlesAvignon －
18 Vallaauris 3.5km
Touraine 19 Amboise －
19
表−２　フランスの VVF（家族バカンス村）立地状況　（2007年現在）
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国・諸島 ヵ所数
Canaries 1
Croisieres 2
Guadeloupe 2
IledelaReunion 1
IliMaurice 1
Maroc 1
Martiniqui 2
Mexique 1
Rep.Dominicanine 1
Tunisie 2
14
フランス国外の VVF 立地状況
注）表はVVFvacances発行の「LeCataloguehiver2007」より作成。
注）図はVVFvacances 発行の「LeCataloguehiver2007」より作成。
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という５）。1959年（昭和34年）にバ・ラン県のアルベとオルブネに第１号の公的
な大衆リゾート「家族バカンス村」が開設された。第１号の「家族バカンス村」
が開設された３年後、日本では近江八幡に第１号の休暇村が開設している。類似
した施設がほぼ同時期に両国で開設されたことは、大衆的リゾート整備が世界的
な潮流となっていることを示すものである。2007年現在、VVFvacances は、表
−２に示したように「家族バカンス村」をフランス国内に49ヵ所、国外に14ヵ所
を運営管理している６）。
　「家族バカンス村」の開発および運営の基本条件は次のとおりである７）。
①　事業地ごとに第三セクター的な組織を設置し、この組織が施設を開発整備
する事業主体となる。
②　土地は30年間あるいは60年間の無償貸与という形で地元が事業主体に提供
する。
③　政府系金融機関のケース・デボ銀行が事業主体に50％出資する。
④　VVFが事業主体から施設を借り受け、経営と運営を担当する。
⑤　県がインフラを整備し、事業主体に対し必要に応じて補助金を交付する。
　フランス国内にある家族バカンス村の立地の特色は、表−２にみられるように
山岳地域（30ヵ所）と海岸地域（19ヵ所）の２地域に分かれていることである。
分布の特徴はスイス、イタリアの国境に近いアルプス地域とスペイン国境に近い
ピレネー山脈の２地域に大半が存在し、海岸地域では地中海沿岸をはじめイギリ
ス海峡、ビスケース湾沿岸などに分散している。また、内陸部の湖畔にも存在す
ることが把握できる。主なレクリエーション活動は山岳地域においてはスキー、
海岸地域では海水浴である。家族バカンス村の立地を見るとフランス国内の各地
に分布していることから、国民にとって容易に利用できる施設となっていること
が分かる。
　「家族バカンス村」の１ヵ所当たりの面積規模は５〜30ha、収容人員は400〜
500人である。宿泊施設はホテル、コンドミニアム、一戸建別荘、キャンプ場の
４形態があり、宿泊施設に付帯して利用者同士の出会いの場となるセンター、テ
ニスコート、プール等の各種スポーツ施設、カルチャー施設などがある７）。「家
族バカンス村」は単なるスキーや海水浴のための宿泊施設ではなく、多様な施設
をもつ総合的リゾートとして国民のニーズに応えている。
２．「国民休暇村」の創設
　休暇村創設の要因と背景には次の二点が挙げられる。一つは、わが国において
も世界的に台頭したソーシャル・ツーリズムに見られる観光レクリエーションの
大衆化が昭和30年（1955）代に入って急速に進展し、その受け入れ施設を国が整
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備する必要に迫られたこと。二つには、自然志向の高まりから自然公園の利用が
増大している中で、自然公園施設はいまだに整備不足、しかも貧弱で、自然公園
行政の立ち遅れを早急に改善する必要があったことである。
　昭和９年（1934）に国立公園が指定され、自然風景地の保護は進展したが一方
の公園利用のための施設整備はほとんど進まず、特に宿泊施設は民間の旅館・ホ
テルに依存し、公的な宿泊施設はほとんど見られなかった。昭和30年（1955）時
点で日光国立公園の（財）国立公園協会が経営する「湯元山の家」、中部山岳国
立公園の上高地で安曇村が経営する「村営ホテル」などが挙げられるのみであ
る。昭和31年（1956）に国民年金還元融資を利用して地方自治体が整備・運営す
る国民宿舎制度が発足し、自然公園やすぐれた景勝地に公営の国民宿舎が整備さ
れ低廉な料金で宿泊することが可能になった。しかし、国立公園及び国定公園に
おける歩道、園地、キャンプ場等の利用施設は依然として充足される状態にな
く、しかも貧弱であった。
　昭和34年（1959）頃の日本は驚異的ともいうべき高度経済成長を遂げ、国民の
生活内容や生活態度も変化が生じ、戦前には想像できなかった消費需要、娯楽需
要は著しく増大した。こうした傾向は国立公園等の利用にも影響を与え、厚生省
国立公園部の調査によると昭和34年（1959）度の国立公園及び国定公園の利用者
は約１億人、温泉利用者は約４千万人に及んだ。自然風景地における観光レクリ
エーション活動の増加は、従来考えられていたような「金」と「暇」のある者の
単なる物見遊山のためでなく、限りなく高度化し複雑化してゆく社会生活のもた
らす必然的な、人間本来の欲求から生じた行動であった。こうした観光レクリ
エーションの大衆化は、既存の施設で対応でき得るかという危機感を国に与え、
国は新たな施策を早急に打ち立てる必要に迫られたのである。
　昭和35年（1960）の夏、厚生省は昭和36年度の予算要求にあたって、国立公園
等の利用の増大に対処する重要施策の一つとして「国民休暇村」の建設を計画
し、その事業と運営に当たる事業団（特別法人国民休暇村事業団）の設立のため
の政府出資金５億円を大蔵省（現財務省）に要求したのである。事業団は国民宿
舎、ケビン、キャンプ場、スキー場等の施設をもつ「国民休暇村」を全国に建設
し運営するのである。
　事業団の事業で特に重要視された点は低廉な宿泊施設の整備であった。自然公
園の宿泊施設は主に集団施設地区に整備されているが、その大半は民間企業が整
備した旅館・ホテルで利用料金は高い。こうした従来からの民間企業に依存する
宿泊施設整備のやり方では今後の大衆利用の増大に対応することはできない、新
たな整備方法が求められたのである。すなわち、公共施設は従来どおり国の整備
費をもって整備するが、宿泊施設等の有料施設は国に替わって国の監督が充分に
 第２章　休暇村の成立と土地形成
35─ 　 ─
行える事業団が財政投融資金によって総合的、計画的に整備し、運営しようとす
るものであった。しかし、昭和36年（1961）１月の大蔵省の第１次予算内示では
国民休暇村事業団の新設は認められなかった。その復活折衝の中で、事業団に
代って建設及び運営管理に当たる財団法人（国民休暇村協会）を別途設立するこ
とになったのである。
　国は、新たに設立された財団法人国民休暇村協会に対し休暇村造成費として
2,000万円を補助することとした。一方、宿舎等の有料施設の建設資金は、その
年に設立された「年金福祉事業団」から財団法人国民休暇村協会が直接融資を受
けて設備投資することになったのである８）。昭和36年（1961）12月に財団法人国
民休暇村協会が設立され、設立にあたっては休暇村が設置される福島県等の10県
から出資金5,000万円（各県500万円）の資金協力があった。休暇村施設のうち、
宿泊施設等の有料施設は（財）休暇村協会が設備投資によって整備し、公共施設
は国又は地方自治体が直轄費又は補助金によって整備する休暇村の整備体制が確
立したのである。そして、施設は一括して（財）休暇村協会が運営管理すること
になった。
３．休暇村の指定と立地特性
（１）指定の経緯
　昭和35（1960）年８月、厚生省は予算要求書の提出に先立って「国民休暇村」
計画９）の概要を発表した。その概要は写真−１に示したように報じられた。
　計画では休暇村を全国の国立公園や国定公園内に22ヵ所を設置し、国民宿舎、
キャンプ場、スキー場、舟遊施設などの施設を整備し、宿泊施設は民間施設の半
写真−１　国民休暇村の計画を伝える新聞記事
 　　　　　　朝日新聞：昭和35年（1960）８月28日号より
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分か三分の一程度の料金で一般に提供しようとするものである。休暇村は新たに
設置する「特殊法人国民休暇村事業団」が五ヵ年計画で建設し、運営する計画と
なっている。
　昭和35年（1960）９月に厚生省が発行した「国民休暇村－その計画の概要－」
の中に国民休暇村構想図（図−１）が示されている。この構想図から、休暇村は
雄大な自然の中の広大な土地に国民宿舎を主要施設として配置した大衆的リゾー
トとしての性格を持つ国立公園及び国定公園の利用拠点であることがわかる。す
なわち、「国民休暇村」の宿泊施設は既存の集団施設地区にみられる民間の旅館
やホテルではなく、（財）休暇村協会が建設する低廉で快適な宿舎のみとし、こ
の宿舎を中心に自然体験施設やレクリエーション施設を付帯する「理想的な集団
施設地区」補注３）を整備しようとするものであった。厚生省国立公園部は前述の
「国民休暇村」計画の概要説明の中で、設置予定ヵ所を支笏洞爺等の14の国立公
園と８の国定公園（未特定）内の22ヵ所とした。この発表は全国的な反響を呼
び、その後全国各地で休暇村の誘致運動（写真−２）が起こり、多くの陳情、要
請が厚生省に寄せられた。
　厚生省は、昭和36年（1961）４月１日、国立公園部内に「国民休暇村準備室」
を設置し、休暇村の計画立案、事業計画の策定等の業務を開始した。準備室は昭
和37年（1962）７月１日に休暇村を所管する「休養施設課」が国立公園部内に新
設されるまで続いた。国民休暇村準備室は全国各地から寄せられた休暇村の設置
要望ヵ所を取りまとめているが、その状況は表−３に中に示したとおりである。
要望ヵ所は66ヵ所で、自然公園別に見ると17の国立公園に50ヵ所、９の国定公園
図−１　国民休暇村構想図
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写真−２　国民休暇村の誘致運動を伝える新聞記事
　　　滋賀日日新聞：昭和36年４月18日号より
で14ヵ所、県立自然公園は２ヵ所である。当時、国立公園は19ヵ所あり、そのう
ち９割の公園に、国定公園は20ヵ所のうち５割の公園に休暇村の設置が要望され
ている。このことは、いかに国立公園や国定公園に利用拠点が整備されていない
か、その実情を示すものに他ならない。
　国立公園や国定公園をもつ地方自治体は、早速、地元の関係団体等を集め休暇
村誘致のための組織を結成し、官民挙げて誘致運動を展開した。十和田八幡平国
立公園のある岩手県雫石町は、盛岡市と提携し地元バス会社、農場経営会社で構
成する「南八幡平国民休暇村建設期成同盟会」を設立（昭和37年12月）、瀬戸内
海国立公園の愛媛県今治市では市が中心なって「国民休暇村期成同盟会」を結成
するなど、各地で精力的な誘致活動が始められた。こうした地元の熱い誘致活動
に応え、厚生省国立公園部は設置要望のあった候補地を選定する予備調査を実施
した。その結果に基づき、厚生省は昭和36（1961）年５月26日に休暇村関係県主
管課長会議を招集し、休暇村整備に伴う土地等の諸問題の処理や地元の協力体制
等につき意向をただしたうえ、近江八幡等10ヵ所（表−４）を第１次「国民休暇
村」に指定し、翌年の昭和37年（1962）11月12日に10ヵ所の休暇村を建設するこ
とを決定した。
　第１次指定の休暇村10ヵ所を公園別に見ると、国立公園は「裏磐梯」、「鹿沢」、
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地　域 公園名 都道府県 要望ヵ所 休暇村に指定 要望以後の指定休暇村
北海道
阿寒国立公園 北海道 和琴半島
大雪山国立公園 北海道 大雪高原
支笏洞爺国立公園 北海道
支笏湖畔 支笏湖
定山渓
網走国定公園 北海道 網　走
東　北
十和田八幡平
国立公園
青森県 酸ヶ湯 陸中宮古
（陸中海岸国立公園）
気仙沼大島
（陸中海岸国立公園）
羽黒
（磐梯朝日国立公園）
秋田県 乳頭山麓 田沢湖高原
岩手県 八幡平 岩手網張温泉
黒石温泉郷
県立公園
青森県
黒石温泉
野辺地
陸中海岸国立公園 岩手県 田　老
磐梯朝日国立公園
山形県
飯豊山
鳥海山
米　沢
福島県 裏磐梯 裏磐梯
新潟県
胎内川奥地
鷹　巣
関東・
甲信越
日光国立公園 栃木県 那　須 那　須 日光湯元
（日光国立公園）
南伊豆
（富士箱根伊豆国立公園）
富士
（富士箱根伊豆国立公園）
上信越高原
国立公園
新潟県
笹ヶ峰 妙高（笹ヶ峰）
八木沢
群馬県 鹿　沢 鹿沢高原
長野県 志賀高原
南房総国定公園 千葉県 館　山 館　山
佐渡弥彦国定公園 新潟県
佐　渡 佐　渡
弥　彦
中部山岳国立公園
長野県 鈴　蘭 乗鞍高原
岐阜県
上宝村
乗　鞍
御山谷
白山国定公園＊ 岐阜県
白　山
八幡町
東海・
北陸　
富士箱根伊豆
国立公園
静岡県
檜　塚 茶臼山高原
（天竜奥三河国定公園）湊 南伊豆
山梨県 本　栖
三河湾国定公園 愛知県 伊良湖 伊良湖
近　畿
琵琶湖国定公園 滋賀県 近江八幡 近江八幡
瀬戸内海国立公園
和歌山県 加　太 紀州加太
兵庫県
南　淡 南淡路
六　甲
表−３　国民休暇村設置要望ヵ所一覧表・昭和36年（1961）現在
厚生省国立公園部・国民休暇村準備室
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地　域 公園名 都道府県 要望ヵ所 休暇村に指定 要望以後の指定休暇村
近　畿
瀬戸内海国立公園
香川県 小豆島
広島県
向　島
大久野島 大久野島
徳島県 鳴　門
愛媛県 桜井海岸 瀬戸内東予
岡山県
玉　野
蒜　山
福岡県 門　司
吉野熊野国立公園 和歌山県 那智勝浦 南紀勝浦
若狭湾国定公園 福井県 三方五湖
中国・
四国　
大山隠岐国立公園
鳥取県 鏡ヶ成 大山鏡ヶ成 吾妻山
（比婆道後帝釈国定公園）
帝釈峡
（比婆道後帝釈国定公園）
越前三国
（越前加賀海岸国定公園）
竹野海岸
（山陰海岸国立公園）
讃岐五色台
（瀬戸内海国立公園）
島根県 隠　岐
足摺国定公園＊ 高知県 土佐清水
九　州
玄海国定公園 福岡県
志賀町 志賀島
芦屋町
阿蘇国立公園
熊本県
長　陽
一の宮 南阿蘇
内の牧
大分県
長者原
久　住
西海国立公園 長崎県 鹿子前
雲仙天草国立公園 長崎県 諏訪の池 雲　仙
霧島国立公園
宮崎県
蝦　野
御　池
鹿児島県 湯之野
錦江湾国定公園＊ 鹿児島県
西桜島
指　宿 指　宿
注）＊の白山国定公園は白山国立公園に、足摺国定公園は足摺宇和海国立公園に昇格。
　　錦江湾国定公園は霧島屋久国立公園に編入。
自然公園 公園数 要望ヵ所数
国立公園 17 50
国定公園 9 14
都道府県立自然公園 1 2
計 27 66
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所管庁 地区指定
休暇村
（開設順）
開設年 注1）
国立・
国定公園名
集団施設
地区名
集団施設地区　注２）
（一般計画決定年）
厚
　
生
　
省（国立公園部）
第１次指定
昭和36年
「1961」
1 近江八幡
Ｓ37.７
（1962）
琵琶湖
国定公園
近江八幡 S37.11
2 大山鏡ヶ成 Ｓ37.12
大山隠岐
国立公園
鏡ヶ成 S31.06
3 鹿沢高原 Ｓ37.12
上信越高原
国立公園
鹿沢国民
休暇村
S37.12
4 南淡路
Ｓ38.４
（1963）
瀬戸内海
国立公園
南淡路 S37.10
5 紀州加太 Ｓ38.５
瀬戸内海
国立公園
加　太 S38.03
6 大久野島 Ｓ38.７
瀬戸内海
国立公園
大久野島 S35.11
7 蒜山高原 Ｓ38.11
大山隠岐
国立公園
蒜　山 S38.04
8 乗鞍高原 Ｓ38.11
中部山岳
国立公園
乗鞍高原 S30.11
9 裏磐梯
Ｓ39.４
（1964）
磐梯朝日
国立公園
裏磐梯 S29.04
10 館　山 Ｓ39.７
南房総
国定公園
館　山 S40.12
第２次指定
昭和37年
「1962」
11 志賀島 Ｓ39.７ 玄海国定公園 志賀島 S39.12
昭和38年
「1963」
12 指　宿
Ｓ40.４
（1965）
霧島屋久
国立公園
指　宿 S39.12
13 妙　高 Ｓ40.７
上信越高原
国立公園
笹ヶ峰・
五最杉
S31.07
14 岩手網張温泉 Ｓ40.８
十和田八幡平
国立公園
岩手山麓 S31.07
15 田沢湖高原 Ｓ40.12
十和田八幡平
国立公園
田沢湖高原 S31.07
16 瀬戸内東予 Ｓ40.12
瀬戸内海
国立公園
東　予 S40.03
昭和40年
｢1965」
17 伊良湖
Ｓ41.12
（1966）
三河湾
国定公園
伊良湖 S33.04
18 南紀勝浦
Ｓ42.４
（1967）
吉野熊野
国立公園
＊注３） ＊
昭和42年
「1967」
19 讃岐五色台
Ｓ43.９
（1968）
瀬戸内海
国立公園
五色台 S43.08
20 南伊豆
Ｓ44.10
（1969）
富士箱根伊豆
国立公園
南伊豆 S43.03
表−４　休暇村の指定、開設および集団施設地区決定の経緯
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所管庁 地区指定
休暇村
（開設順）
開設年 注1）
国立・
国定公園名
集団施設
地区名
集団施設地区　注２）
（一般計画決定年）
環
　
境
　
庁（自然保護局）
個別指定
21 那　須
Ｓ47.７
（1972）
日光国立公園 那須高原 S29.04
22 陸中宮古
Ｓ49.４
（1974）
陸中海岸
国立公園
宮古国民
休暇村
S47.10
23 能登千里浜 Ｓ49.６
能登半島
国定公園
能登千里浜 S48.02
24 雲　仙 Ｓ49.10
雲仙天草
国立公園
雲仙諏訪ノ池 S47.10
24 帝釈峡
Ｓ50.10
（1975.）
比婆道後帝釈
国定公園
帝釈峡 S47.10
26 羽　黒 Ｓ50.10
磐梯朝日
国立公園
羽　黒 S47.10
26 南阿蘇
Ｓ51.10
（1976）
阿蘇くじゅう
国立公園
南阿蘇 S47.10
28 支笏湖
Ｓ52.９
（1977）
支笏洞爺
国立公園
支笏湖 S27.10
29 気仙沼大島
Ｓ53.11
（1978）
陸中海岸
国立公園
気仙沼大島 S47.02
30 竹野海岸
Ｓ54.７
（1979）
山陰海岸
国立公園
竹野海岸 S38.07
31 吾妻山
Ｓ55.７
（1980）
比婆道後帝釈
国定公園
吾妻山 S47.10
32 茶臼山高原 Ｓ55.７
天竜奥三河
国定公園
茶臼山高原 S44.01
33 日光湯元
Ｈ６.７
（1994）
日光国立公園 湯　元 S24.10
34 佐　渡
Ｈ７.４
（1995）
佐渡弥彦米山
国定公園
佐渡関岬 S51.01
35 越前三国
Ｈ８.７
（1996）
越前加賀海岸
国定公園
越前三国 S43.05
36 富　士
Ｈ12.７
（2000）
富士箱根伊豆
国立公園
田貫湖 H08.07
注１）（財）休暇村協会資料より作成。
　２）環境省自然環境局資料より作成。
　３）南紀勝浦は集団施設地区に決定されていない。
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「鈴蘭」、「南淡」、「加太」、「鏡ヶ成」、「蒜山」、「大久野島」（休暇村の呼称は指定
時のもの、以下同じ。）の８ヵ所、国定公園は「館山」及び「近江八幡」の２ヵ
所である。第２次指定は順次行われ、昭和37（1962）年12月に「志賀島」、昭和
38年（1963）６月に「岩手山麓」、「田沢湖高原」、「妙高」、「東予」、「指宿」の５ヵ
所、昭和40（1965）年６月「伊良湖」及び「勝浦」の２ヵ所、昭和42（1967）年
３月は「五色台」及び「南伊豆」の２ヵ所が指定され、昭和37年（1962）から昭
和44年（1969）の８年間に20ヵ所の休暇村が開設された。昭和35年（1960）の「国
民休暇村」計画に示された５ヵ年で22ヵ所の休暇村を建設する計画と比べると、
建設ヵ所数はほぼ目標を達していると言える。
　昭和46（1971）年に環境庁（現環境省）が設置されて、休暇村の主管官庁は厚
生省から環境庁へ移行し、自然公園の施設整備担当は環境庁自然保護局となっ
た。環境庁は、昭和47年度を初年度とする５ヵ年間で20ヵ所の休暇村を建設する
第二期休暇村計画を策定し、昭和47（1972）年度予算に候補地の調査費、既設休暇
村20ヵ所の整備費および初年度２ヵ所の休暇村新設整備費を大蔵省に要求した10）。
　第二期の休暇村の建設は、環境庁自然保護局が現地調査のうえ計画を立案し、
関係地方自治体（道・県）に計画案を示し意見を照会し、回答を得て自然公園法
に基づく計画決定を行い、施設を整備した。昭和47年（1972）に「那須」を開設
し、以後昭和55年（1980）までの８年間に「茶臼山高原」等12ヵ所の休暇村を開
設したが、昭和47年（1972）に策定した計画に比べると、達成期間は３年延び、
設置ヵ所数はほぼ半数にとどまっている。その原因は1970年（昭和45年）代に始
まる自然環境保全への高まりへの配慮、既存の休暇村の一部はアクセス等の悪条
件から困難な経営を強いられていることなどを考慮し、慎重に候補地を選定した
結果であると考えられる。
　昭和56年（1981）から平成12年（2000）までの19年間は、日光湯元、佐渡、越
前三国及び富士の４ヵ所の開設にとどまり現在に至っている。日光湯元は既存の
宿舎を（財）休暇村協会が買収し宿舎を建て替えその区域を休暇村に、佐渡は新
潟県が整備したキャンプ場を（財）休暇村協会が受託管理しキャンプ場を中心と
する休暇村とした。いずれも休暇村新設に伴うイニシアルコストの軽減を図り、
健全な休暇村経営を持続的に維持ようとする協会の意図が窺える。
（２）休暇村の立地特性
　休暇村候補地の選定にあたっては、新しい形態の集団施設地区にふさわしく広
大でまとまりのある未開発の土地で、しかも、休暇村が既存の民間施設、特にホ
テルや旅館などの宿泊利用に圧迫を与えない場所に立地することが配意された。
その結果、休暇村は既存観光地や集落から離れた地域に立地する結果とになり、
休暇村へのアクセスは最初から問題を抱えることになった。しかし、地元地方自
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治体の道路整備等の協力によって不利な点を改善することを前提に候補地は決定
されたのである。要するに、休暇村は地理的な条件からみると、必ずしもアクセ
スの良い場所が与えられているとは言い難い。大半の休暇村は僻地に立地せざる
を得なかったのである。
　休暇村の僻地性の程度を明らかにするために、休暇村に最も近い駅又は港から
休暇村までの到達距離を計測し分析を行った。到達距離は表−５に示したよう
に、最小の到達距離は南紀勝浦の1.8kmで、最大は伊良湖の42.6kmである。休
暇村への到達距離は立地の地理的条件によって大幅な開きがあることがわかる。
　36休暇村の到達距離は、図−２に示したように三つのグループに区分できる。
Ａのグループは到達距離が10km以下にある休暇村で南紀勝浦等17ヵ所がある。
妙高（五最杉）を除いて、すべて海岸地域にある比較的都市に近い休暇村であ
図−２　最寄の駅・港から休暇村までの到達距離
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休暇村
（開設順） 開設年
所在地（平成19年４月現在）
（　）内は開設時の市町村名 最寄の駅・港
到達距離（km）
（駅・港〜休暇村）
第
　
一
　
期
　
整
　
備
1 近江八幡 ㍼37年（1962）滋賀県近江八幡市沖島町宮ヶ浜 ・東海道本線　近江八幡駅 15.0
2 大山鏡ヶ成 　37年（1962）鳥取県日野郡江府町御机709－1 ・伯備線江尾駅 16.0
3 鹿沢高原 　37年（1962）群馬県吾妻郡嬬恋村鹿沢温泉 ・吾妻線　万座鹿沢口駅 14.0
4 南淡路 　38年（1963）兵庫県南あわじ市福良（旧南淡町）
・福良
（バスターミナル）  5.0
5 紀州加太 　38年（1963）和歌山県和歌山市深山483（旧加太町）
・南海電鉄
　加太駅  3.6
6 大久野島 　38年（1963）広島県竹原市忠海町大久野島 ・呉線忠海駅  4.0
7 蒜山高原 　38年（1963）岡山県真庭市蒜山上福田（旧川上村） ・伯備線江尾駅 19.0
8 乗鞍高原 　38年（1963）長野県松本市安曇4307（旧安曇村）
・松本電鉄
　新島々駅 30.0
9 裏磐梯 　39年（1964）福島県耶麻郡北塩原村桧原 ・磐越西線　猪苗代駅 18.0
10 館　山 　39年（1964）千葉県館山市見物725 ・房総西線館山駅  6.5
11 志賀島 　39年（1964）福岡県福岡市東区大字勝馬1803－1 ・香椎線西戸崎駅  9.0
12 指　宿 　40年（1965）鹿児島県指宿市東方10445 ・指宿枕崎線　指宿駅  4.0
13
妙高（五最杉） 　40年（1965）新潟県妙高市関山（旧妙高村） ・信越本線関山駅  6.0
（笹ヶ峰） 　40年（1965）新潟県妙高市杉野沢笹ヶ峰（旧妙高高原町）
・信越本線
　妙高高原駅 19.0
14 岩手網張温泉 　40年（1965）岩手県岩手郡雫石町網張温泉 ・田沢湖線　小岩井駅 19.0
15 田沢湖高原 　40年（1965）秋田県仙北市田沢湖駒ヶ岳2－1（旧田沢湖町）
・田沢湖線
　田沢湖駅 16.5
16 瀬戸内東予 　40年（1965）愛媛県西条市河原津（旧東予市） ・予讃線　壬生川駅  7.5
17 伊良湖 　41年（1966）愛知県田原市中山町（旧渥美町） ・東海道新幹線　豊橋駅 42.6
18 南紀勝浦 　42年（1967）和歌山県東牟婁郡那智勝浦町字宇久井
・紀勢本線
　宇久井駅  1.8
19 讃岐五色台 　43年（1968）香川県坂出市大屋冨町3042 ・予讃線高松駅 13.5
20 南伊豆 　44年（1969）静岡県賀茂郡南伊豆町湊 ・伊豆急行下田駅  9.5
第
　
二
　
期
　
整
　
備
21 那須 　47年（1972）栃木県那須郡那須町湯本 ・東北本線黒磯駅 17.0
22 陸中宮古 　49年（1974）岩手県宮古市崎鍬ヶ崎18－25－3 ・山田線宮古駅  9.5
23 能登千里浜 　49年（1974）石川県羽咋市羽咋町オ70 ・七尾線羽咋駅  3.0
24 雲　仙 　49年（1974）長崎県雲仙市小浜町諏訪の池（旧小浜町）
・長崎本線
　諫早駅 37.0
25 帝釈峡 　50年（1975）広島県庄原市東城町三坂（旧東城町） ・芸備線東城駅  9.0
26 羽　黒 　50年（1975）山形県鶴岡市羽黒町手向羽黒山8（旧羽黒町）
・羽越本線
　鶴岡駅 17.0
27 南阿蘇 　51年（19761）熊本県阿蘇郡高森町高森3219 ・南阿蘇鉄道　高森駅  4.5
28 支笏湖 　52年（19772）北海道千歳市支笏湖温泉 ・千歳線千歳駅 24.5
29 気仙沼大島 　53年（1978）宮城県気仙沼市外畑16 ・気仙沼線　気仙沼駅  9.5
30 竹野海岸 　54年（1979）兵庫県豊岡市竹野町竹野（旧竹野町）
・山陰本線
　竹野駅  2.0
31 吾妻山 　55年（1980）広島県庄原市比和町森脇（旧比和町）
・芸備線
　備後庄原駅 19.0
32 茶臼山高原 　55年（1980）愛知県北設楽郡豊根村 ・飯田線東栄駅 41.0
二期以降33 日光湯元 ㍻６年（1994）栃木県日光市湯元温泉
・東武線
　東武日光駅 34.0
34 佐　渡 　７年（1995）新潟県佐渡市関（旧相川町） ・両津港 41.0
35 越前三国 　７年（1995）福井県坂井市三国町崎15－45（旧三国町） ・越前鉄道三国駅  6.0
36 富　士 　12年（2000）静岡県富士宮市佐折634 ・身延線富士宮駅 17.5
注１．距離は道路地図（晶文社：2007発行）による調査。
　２．南淡路は福良（バスターミナル）からの距離。
　３．大久野島は忠海港からの海路距離、気仙沼大島は陸路3.0km、海路6.5kmの合計距離。
　４．佐渡は両津港から相川経由休暇村への距離。
表−５　休暇村の所在地と到達距離
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る。Ｂのグループは到達距離が10kmから20kmの間にある休暇村で大山鏡ヶ成
（写真−１）等13ヵ所である。これらの休暇村は山地地域にあり、吾妻山、蒜山
高原、妙高（笹ヶ峰）及び岩手網張温泉の到達距離は19kmと同じである。Ｃグ
ループは到達距離が20km以上の休暇村で支笏湖等７ヵ所がある。このうち茶臼
山高原、佐渡、伊良湖は到達距離が40km以上である。佐渡は島のほぼ半分を迂
回すること、伊良湖は半島の先端地域にあることなどから、海岸地域にありなが
ら長い到達距離となっている。
　到達距離が10km以上の休暇村を僻地性の高い休暇村とし、昭和37年（1962）
から昭和44年（1969）に整備された第一期整備休暇村20ヵ所のうち僻地性の高い
休暇村は12ヵ所で６割を占める。第二期整備休暇村では12ヵ所のうち６ヵ所で５
割を占める。第一期及び第二期ともに僻地性の高い休暇村の占める割合はほぼ同
じである。この実態からみると、休暇村の立地にあたっては既存施設から離れた
場所に立地する選定方針は一貫していることが窺える。
　第一期整備休暇村のうち到達距離が10km以上で国立公園にある岩手網張温泉
及び大山鏡ヶ成、国定公園の伊良湖及び近江八幡の４ヵ所について休暇村立地以
前と整備後の土地の状況を５万分の１地形図によって示したものが図−３の
（１）から（４）である。休暇村は既存の温泉地やスキー場等の既存観光地を避
けていること、休暇村への道路は未整備のため改良又は新設が必要で、電気、電
話、給水施設等の関連施設を新たに整備しなければならない状況が読み取れる。
写真−１　休暇村大山鏡ヶ成の現況（1995）
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図−３−（１）　岩手網張温泉の立地前後の土地状況
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図−３−（２）　大山鏡ヶ成の立地前後の土地状況
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図−３−（３）　伊良湖の立地前後の土地状況
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図−３−（４）　近江八幡の立地前後の土地状況
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（３）休暇村の施設規模
　昭和35年（1950）９月、厚生省は「国民休暇村」の整備のための計画概要を策
定し、この中で休暇村１ヵ所当たりの施設規模、施設の種類等に関する計画内容
（序章表−１）を定めた。このうち休暇村の面積及び宿泊収容力に関する計画と
実績との関連は次のとおりである。
　①面　積
　休暇村の計画面積は表−６のＡに示したとおり、50ha から200ha の範囲とし
た。この計画面積の設定は、集団施設地区の詳細な計画立案に用いられる計量計
画補注４）に依ったほか、既存の集団施設地区の事例を参考にしている。例えば日
光国立公園の湯元集団施設地区は120.2ha、中部山岳国立公園の上高地集団施設
地区80.2ha、霧島屋久国立公園の長者原集団施設地区186.6ha、同国立公園えびの
集団施設地区は52.7ha である。
　平成13年（2001）現在の36ヵ所の休暇村面積は、表−６のＢに示したとおりで
ある。36ヵ所の休暇村の中で最小の面積は日光湯元の0.6ha で、最大は富士の
194.3ha である。ただし、最小の日光湯元は集団施設地区の一部であり、同様な
状況にある南伊豆と単独施設の南紀勝浦を除くと、最小は支笏湖の10.4ha とな
る。休暇村１ヵ所の計画面積の下限50ha を下回る休暇村は21ヵ所で約６割弱を
占め、計画面積の範囲内にある休暇村は15ヵ所と、計画規模を達成した休暇村は
ほぼ４割である。
Ａ．計　画　　
（1）規　模
（イ）面積 50ha〜200ha
（ロ）事業費 ３〜４億円
（ハ）宿泊収容力 １日800人〜2,000人
（二）年間延利用者数 35万人
（2）施設の種類等
種類 収容人員 料　金
国民宿舎 300人収容　２〜３棟 １泊２食付　500円
ダイニングロッジ
ケビン ８人収容　40棟〜50棟 １泊　150円
野営場 100人〜500人
スキー場
ロープウエイ
スキーリフト
注）　厚生省（1960）：国民休暇村─その計画の概要─における
「休暇村１ヵ所の計画内容」より作成。
表−６　休暇村の施設規模
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Ｂ．実　績（面積と宿泊収容力） 
休暇村
面　積
宿泊収容力　平成19年（2007）現在
宿舎
（宿泊定員）
コテージ
・ケビン
キャンプ場
オート
サイト
キャンプ
サイト
収容定員
（人）（ha） （人） （人・棟）
支笏湖   10.4   88 ・ ・ 150  500
岩手網張温泉   73.8  251 ・ ・  40  200
陸中宮古   27.6  202 ・ ・ 119  600
田沢湖高原  152.0  112 ・  60  85 1,000
気仙沼大島   55.0  115 ・   6  49  300
羽　黒   70.7   79 ・  20  63  400
裏磐梯   93.8  176 ・  33 150  500
那　須   25.2  197
3人10棟
6人13棟
・  38  200
日光湯元    0.6  208 ・ ・ ・ ・
鹿沢高原   59.1  228 ・  31  28  350
館　山   14.0  264 ・ ・ ・ ・
妙　高
（五最杉・笹ヶ峰）
  93.3  215 ・  83  400 2,000
佐　渡   20.0    0 ・  60   40  500
乗鞍高原   60.9  236 4人6棟 ・   84  300
南伊豆    2.1  365 ・ ・ ・ ・
富　士  194.3  160 5人20棟 ・ ・ ・
伊良湖   70.1  196 5人20棟  60 ・  300
茶臼山高原   33.5   76 6人10棟 ・   56  320
能登千里浜   24.7  217 ・  21   60  300
越前三国   30.1  202 ・  50 ・  350
近江八幡   14.4  338 ・ ・   55  275
南淡路   11.2  242 ・  23 ・  100
竹野海岸   18.8  121 ・ ・   44  200
紀州加太   49.2  237 ・  20 ・  100
南紀勝浦    0.7  201 ・ ・ ・ ・
大山鏡ヶ成  107.8  198 150人（ロッジ）  47 ・  550
蒜山高原   62.7  390 ・  88   26  452
大久野島   71.0  237 ・ ・   35  150
吾妻山   56.5   53 6人10棟 ・   60  400
帝釈峡   71.6  122
5人10棟
10人10棟
 42   16  300
讃岐五色台   36.8  246 ・  33   10  200
瀬戸内東予   19.7   94 ・ ・   25  130
志賀島   46.4  245 ・ ・ ・ ・
雲　仙   44.4  158 ・ ・   70  300
南阿蘇   40.9  220 ・  98 ・  490
指　宿   43.8  297 ・  44 ・  220
計 1,807.1 6,958　 819 1,703
注）１．面積は（財）休暇村協会施設部資料「平成13年（2001）度」から作成。
　　２．宿舎の宿泊定員は、（財）休暇村協会「休暇村利用状況」（平成13年度／2000年度）か
ら作成。
　　３．コテージ・ケビン、キャンプ場収容定員・棟数は、（財）休暇村協会＇07－＇08ガイドブッ
ク（平成19年発行）から作成。
　　４．大山鏡ヶ成のコテージ・ケビンはロッジの収容人員。
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　②宿泊収容力
　休暇村１ヵ所の計画宿泊収容力は１日800人から2,000人とした。そのため300
人収容の宿舎を２棟〜３棟、８人収容のケビン40棟〜50棟、100人〜500人収容の
キャンプ場を整備することとした。平成13年（2001）現在の36ヵ所の宿泊収容力
（表−６のＢ）をみると、宿舎は１日70人〜400人、ケビンは60人〜150人、キャ
ンプ場は100人〜1,000である。キャンプ場の収容力は計画規模を超えているが、
宿舎及びケビンの収容力は大幅に下回っている。その原因は、宿舎は１村に１棟
を原則に整備したが、ケビンは計画規模のほぼ半分の整備にとどまっているため
である。
４．休暇村の土地形成
　厚生省は、当初、休暇村の土地は、既存の集団施設地区と同様に、国有地の所
管換えによって確保することを前提としていた。しかし、現実には所管換えは円
滑に進展せず、替わりに地方自治体の所有地（又は管理地）が休暇村を形成する
主要な土地となった。その経緯と休暇村の土地所有形態をの分析と考察の結果は
次のとおりである。
（１）休暇村の具備すべき土地条件と土地の所管換え
　厚生省国立公園部が昭和35年（1950）９月に策定した休暇村計画内容（序章表
−１）には、休暇村が具備すべき条件の一つとして、「土地は厚生省の所管地で
あるか、または、所管換えが予定されているところであること」と定めている。
この条件は、昭和28年（1953）から集団施設地区内にある国有地は国立公園を所
管する厚生省に所管換えされてきた実績を踏まえて設けられたものである。
　昭和28年（1953）10月１日に、日光国立公園湯元集団施設地区並びに中部山岳
国立公園上高地集団施設地区内の国有地が初めて厚生省に所管換えされて以来、
昭和29年（1954）に休屋集団施設地区、翌年の昭和30年（1955）には和琴、層雲
峡、生出、大山寺、蝦野の各集団施設地区における所管換えが順次行われ、「国
民休暇村」計画が発表された昭和35年（1960）12月までに23の集団施設地区で所
管換が行われた11）。このうち、休暇村となった集団施設地区は支笏湖、日光湯元、
大久野島である。昭和35年以降も所管換えは行われ、昭和55年（1980）時点にお
ける所管換えが実施され休暇村となった集団施設地区は表−７に示したように支
笏湖等９ヵ所である。昭和55年（1980）当時、国立公園内の集団施設地区は24ヵ
所あり、このうち所管換えが実現した集団施設地区（休暇村）はほぼ４割の９ヵ
所である。昭和55年以降、休暇村に関わる集団施設地区の所管換えは行われてい
ない。所管換えは計画どおりには進展しなかった。
　厚生省に所管換えされた土地について従前に土地を所管した省庁をみると大蔵
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省（現財務省）が所管した土地が最も多く大久野島は70.4ha、紀州加太43.2ha、
指宿25.6ha 等である。これらの土地は旧陸海軍の施設跡地で、戦後大蔵省の所管
地になったものである。大久野島は旧陸軍の毒ガス工場跡地を含めてほぼ全島が
休暇村用地として厚生省に所管換えされた。次に多い所管省庁は農林水産省（林
野庁）で、土地は国有林地である。支笏湖は31.4ha、日光湯元18.4ha、鹿沢高原
18.2ha、瀬戸内東予13.6ha 等である。大蔵省と農林水産省所管地からの所管換え
面積は229.8ha で全所管換え面積の98％に当たる。運輸省（現国土交通省）から
は0.6ha で、支笏湖等９ヵ所における所管換地の合計面積は231ha である。所管
換地が各休暇村に占める割合は、大久野島はほぼ100％で支笏湖は約６割、妙高、
鹿沢高原は３割強、瀬戸内東予、紀州加太は３割以下である。
（２）休暇村における公園専用用地の形成
　昭和35年（1960）に第一次休暇村10ヵ所が指定され、国立公園内の休暇村（集
団施設地区）では用地の所管換えが進められたが、昭和38年までに所管換えが行
われた休暇村は鹿沢高原の国有林地のみであった。こうした状態を苦慮した厚生
省国立公園部は、昭和35（1960）年９月に策定した「国民休暇村─その計画概
要─」を変更して「国民休暇村─その建設と運営─」を昭和38年（1963）６月に
策定し、その中で、土地に関する具備すべき条件を当初の「土地は厚生省の所管
地であるか、または、所管換えが予定されているところであること」から、「土
地は原則として国有地または公共団体有地であり、かつ権利制限関係が国民休暇
村諸施設の整備及び運営に支障のないこと」に変更したのである。すなわち、休
暇村の土地は厚生省所管地とした条件に加え、地方自治体が所有する土地を休暇
村施設用地とする方針に転換したのである。この背景には、土地の所管換えが進
休暇村
（集団施設地区）
集団施設地区 所管換地の面積内訳（ha） 所管換地
割合（％）
B/A
集団施設
地区名　
面積（ha）
（Ａ）
大蔵省
農林　
水産省
運輸省 計　（Ｂ）
支笏湖 支笏湖  53.0 ・ 31.4 ・ 31.4 59.2
岩手網張温泉 岩手山麓  74.1 ・  2.8 ・  2.8  3.8
妙　高
（五最杉地区）
五最杉  16.6 ・  5.8 ・  5.8 34.9
日光湯元 湯　元 120.2 ・ 18.4 ・ 18.4 15.3
鹿沢高原
鹿沢国民
休暇村
 60.7 ・ 18.2 ・ 19.1 31.5
紀州加太 加　太 159.5 43.2 ・ ・ 43.2 27.1
大久野島 大久野島  71.2 70.4 ・ 0.6 71.0 99.7
瀬戸内東予 東　予  49.4 ・ 13.6 ・ 13.6 27.5
指　宿 指　宿  81.2 25.6  0.2 ・ 25.8 31.8
注１．環境庁自然保護局（1981）：自然保護行政の歩み、国立公園集団施設地区等総理府所管地
取得一覧から作成。
　２．南伊豆（湊）は、厚生省の所管部局の所属換えのため本表に含めていない。
表−７　集団施設地区（休暇村）の所管換え実施状況　昭和55年（1980）現在
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展せず、一方、休暇村の誘致運動の中で、地方自治体が所有地を休暇村施設用地
として提供する意向を示したことが挙げられる12）。地方自治体の所有地が集団施
設地区の公園専用用地となったことは、集団施設地区が創設されて以来画期的な
ことであった。
　１）土地所有形態とその面積割合
　平成13年（2001）10月現在、休暇村の土地所有区分別の面積は表−８のＡおよ
び表−８のＢに示したとおりである。休暇村36ヵ所の合計区域面積は1,807.1ha
である。土地所有区分別の面積割合をみると、環境省等の国有地は15.2％、地方
自治体の所有地は53.1％、（財）休暇村所有地0.9％、民有地は30.8％である。地
方自治体の所有地の占める割合が最も多く、次は環境省所管地の10.4％である。
また、自然公園別にみると、国立公園にある休暇村で最も多い土地は地方自治体
所有地の49.2％、環境省所管地の12.4％である。国定公園でも地方自治体の土地
が最も多く56.6％を占め、環境省所管地は無い。これは国定公園が都道府県の管
理する公園であることに由来する。いずれの公園においてもほぼ５割の土地は地
方自治体の所有地である。この実態から、地方自治体は休暇村整備に深く関わっ
てきたかを知ることができる。
　２）土地の所有形態と賃貸借関係
　休暇村の土地所有を所有形態別にみると、図−４の中に示したように環境省所
管地、農林水産省所管地、その他の省庁所管地、道・県所有地、市町村所有地、
（財）休暇村所有地及びその他所有地に分けられる。そして、これらの土地の取
得経緯は次のとおりである。
　①環境省所管地
　　　所管換え又は寄付による土地
　②農林水産省所管地
　　　主に国有林地
　③他の省庁所管地
　　　国土交通省等の所管地
　④地方自治体（道・県及び市町村）所有地
　　　地方自治の所有地はA、B、Cに区分できる。
Aは従前から地方自治体が所有する土地で、裏磐梯等10ヵ所の休暇村が該当
する。
Bは地方自治体が休暇村の立地のために買収した土地で、陸中宮古、近江八
幡等17ヵ所の休暇村が該当する。買収にあたっては代替地を確保する必要
がある。近江八幡では買収した水田に代わり近くの干拓地を増反し農地を
休暇村用地に転換することができた。
Cは地方自治体が個人または企業所有地を有償で借り上げ管理地としたもの
で、伊良湖、志賀島の休暇村がこれに該当する。
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A　休暇村の土地所有区分別面積 注１）
休暇村
休暇村　
面積（ha）
土地所有区分別面積（ha）（平成13年10月31日現在）
環境省 農水省 他省庁 道県 市町村
休暇村
協会　
その他注２）
１ 支笏湖 10.4 10.4
２ 岩手網張温泉 73.8 2.8 33.2 2.0 20.6 15.2
３ 陸中宮古 27.6 27.6
４ 田沢湖高原 152.0 152.0
５ 気仙沼大島 55.0 12.6 33.7 8.7
６ 羽黒 70.7 69.3 1.4
７ 裏磐梯 93.8 93.8
８ 那須 25.2 25.2
９ 日光湯元 0.6 0.6
10 鹿沢高原 59.1 19.1 28.7 11.3
11 館山 14.0 8.7 1.8 0.6 2.9
12
妙高（五最杉） 15.9 5.8 10.1
（笹ヶ峰） 77.4 77.4
13 佐渡 20.0 3.0 17.0
14 乗鞍高原 60.9 60.9
15 南伊豆 2.1 1.9 0.2
16 富士 194.3 23.4 170.9
17 伊良湖 70.1 70.1
18 茶臼山高原 33.5 33.5
19 能登千里浜 24.7 15.5 2.2 7.0
20 越前三国 30.1 6.0 22.5 1.6
21 近江八幡 14.4 4.4 0.7 1.5 7.8
22 南淡路 11.2 0.2 11.0
23 竹野海岸 18.8 15.8 3.0
24 紀州加太 49.2 45.3 3.9
25 南紀勝浦 0.7 0.7
26 大山鏡ヶ成 107.8 107.8
27 蒜山高原 62.7 2.9 18.3 37.2 4.3
28 大久野島 71.0 71.0
29 吾妻山 56.5 56.5
30 帝釈峡 71.6 71.6
31 讃岐五色台 36.8 36.8
32 瀬戸内東予 19.7 4.5 15.2
33 志賀島 46.4 46.4
34 雲仙 44.4 42.7 1.7
35 南阿蘇 40.9 31.8 8.3 0.8
36 指宿 43.8 25.8 8.3 9.7
計 1,807.1 187.2 62.0 25.1 404.1 555.0 16.0 557.7
面積割合
（％）
10.4  3.4  1.4 22.4 30.7 0.9 30.8
15.2 53.1 31.7
注１）　休暇村の面積は（財）休暇村協会・開設40周年記録資料（平成13年10月31日）の「休
暇村施設一覧」から作成。
注２）　その他は私有地、企業所有地、財産区有地等。
表−８　休暇村の土地
第２章　休暇村の成立と土地形成
56─ 　 ─
　⑤（財）休暇村協会所有地
　　　民有地を買収して施設用地としたもので、所有面積は16ヘクタール、全施
設用地の１％弱である。
　⑥その他所有地
　　　個人所有地、企業所有地、財産区補注５）の土地である。財産区の土地に立
Ｂ　自然公園別・土地所有区分別面積
自然公園 休暇村
面積（ha）
土地所有区分別面積（ha）　　（平成13年10月31日現在）
環境省 農水省 他省庁 道県 市町村 休暇村協会 その他
国立公園 1,425.8 187.2 51.6 15.7 223.7 519.5 15.4 412.7
％ 12.4 3.4 1.0 14.8 34.4 1.0 33.0
％ 16.8 49.2 34.0
国定公園 381.3 0 10.4 9.4 180.4 35.5 0.6 145.0
％ 0 2.7 2.5 47.3 9.3 0.2 38.0
％ 5.2 56.6 38.2
計 1,807.1 187.2 62.0 25.1 404.1 555.0 16.0 557.7
　　　　　　　　　　　　　注１） 　　注 2）
←  　所管換
　環境省所管地 187.2（10.4%）
←  　寄　付
94.5%
農林水産省所管地 62.0（3.4%）
（国有林地）
・協会所有地　　　　－
・国有地　　255.5 （15.0%）
・地方自治体所有地 その他省庁所管地 25.1（1.4%）
・民有地　　532.7（31.2%）
←　　（Ａ）所有地　
道県所有地 404.1（22.4%）←　　（Ｂ）買収地
←　　（Ｃ）賃貸借地
注2） ←　　（Ａ）所有地
5.5% 555.0（30.7%）
←　　（Ｂ）買収地
・国有地　　　18.8（19.0%） 16.0（0.9） ←　　（Ｂ）買収地
・地方自治体所有地
　　　　　　　38.9 （39.5%）
・民有地　　　25.0（25.3%）
557.7（30.8%）
（民有地、企業有地、財産区有地等）
凡例
使用許可 休暇村（36 ヵ所）面積
     （平成 13 年 10 月 31 日現在 )
賃貸借契約
920.2（53.8%）
1,708.4ha
公共施設用地
・協会所有地　16.0 （16.2%）
98.7ha　
有料施設用地
1,807.1ha
その他所有地
休暇村協会所有地
市町村所有地
土地所有区分別面積（ha）施設用地区分 使用許可・賃貸借 土地取得経緯
図−４　休暇村の土地所有の形態と使用許可・賃貸借関係
注１）　施設用地別面積は（財）休暇村協会施設部「休暇村協会事業用地現況・平成14年7月」から作成。
注２）　土地面積は（財）休暇村協会・開設40周年記録資料・「休暇村施設一覧」（平成13年10月31日）から作成。
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地した休暇村は田沢高原、乗鞍高原及び富士である。田沢湖高原は生保内財
産区、乗鞍高原は大野川財産区、富士は白糸財産区の所有地に立地し、田沢
湖高原及び乗鞍高原は休暇村全域の土地が財産区所有地で、富士の財産区所
有地は休暇村区域の88％を占めている。
　次に、国、地方自治体および（財）休暇村協会が事業者となって、自己所有地
以外の土地で施設を整備する場合は、図−４の中に示したように、それぞれ事業
者は土地所有者の使用許可を得るか、賃貸借契約を結ばなければならない。
　休暇村用地の総面積は平成13年（2001）10月現在で1,807.1ha である。このう
ち駐車場、園地、キャンプ場等の環境省や地方治自体が整備する公共整備用地は
1,708.4ha で全体の94.5％を占める。９割以上の土地が公共整備施設用地となって
いるが、その理由は施設を整備しない樹林地等の土地が含まれているためであ
る。一方、（財）休暇村協会が宿舎等を整備する有料施設用地は98.7ha で全体の
5.5％と小さい。それは（財）休暇村協会が整備する施設は主に宿舎等の建造物
であり、建築に必要な土地に限定しているためである。
　昭和30年（1955）以降の観光の大衆化と自然志向の高まりによって自然公園へ
の利用が集中した。こうした事態に如何に対処すべきか、国はその対応を迫られ
たのである。国は、従来の集団施設地区施設整備の方法とは別に、国に替わって
自然公園の利用施設を整備・運営する事業団を設立し、事業団が国の財政投融資
資金によって「国民休暇村」を建設する計画であった。しかし、事業団の設立は
認められず、国は事業団に代わって財団法人を設立し財団法人が宿泊施設等の有
料施設を整備し、公共施設は従前どおり国又は地方自治体が整備する新しい形態
の集団施設地区：休暇村を整備することになったのである。
　「国民休暇村」計画は、観光開発に熱心な地方自治体に大きな反響を呼び、休
暇村の誘致運動が盛んに展開された。厚生省は昭和36年（1961）に多数の候補地
の中から第１次の休暇村10ヵ所を指定し整備を開始した。休暇村の第一期整備は
20ヵ所、第二期は12ヵ所、第二期以降は４ヵ所と、平成12年（2000）までに合計
36ヵ所の休暇村を建設した。当初の設置目標42ヵ所を下回るが、所期の目的はほ
ぼ達成している。
　休暇村の施設用地は、当初、国有地の土地所管換制度を活かし厚生省の所管す
る土地とする予定であった。しかし、現実には所管換えは思い通りに進展せず、
代わって地方自治体が提供した所有地が休暇村用地となり、施設用地の大半は地
方自治体の土地で占められる結果となった。地方自治体の所有地が公園専用用地
となったことは自然公園の整備上画期的なことであった。
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補　注
補注１）国民宿舎の制度
　国民宿舎制度は、国民の健全なレクリエーションと健康の増進に資するため、誰
もが気軽に低廉に、しかも安心して利用できる近代的な宿泊休養施設「国民宿舎」
を建設するもので、国民宿舎は自然公園や景勝地等の自然環境のすぐれた地域に設
置される。国民宿舎制度は昭和31年（1956）に厚生省が国民の福祉対策の一環とし
て創設されたもので、国民宿舎は地方自治体（都府県、市町村）が厚生年金保険積
立金の還元融資を受けて建設し経営する宿泊休養施設である。昭和38年（1963）に
国民宿舎の設置及び運営の適正化を図るために厚生事務次官通達による国民宿舎設
置運営要綱が定められた。国民宿舎は「国民宿舎施設標準」、「国民宿舎管理運営基
準」および「国民宿舎利用料金標準」に基づいて建設および運営管理が行なわれて
いる。
　昭和38年における国民宿舎の利用料金は下記のとおりである。参考に同時期の休
暇村宿舎の利用料金標準を下段に示した。
国民宿舎利用料基準（昭和38年10月16日）
大人１人 宿泊料 朝　食　　　夕　食 計（１泊２食）
（鉄筋造）　450円 100円　　　　250円 800円
（木造）　　400円 100円　　　　250円 750円
注）：厚生省（1963）：「地方公共団体の設置する国民宿舎の設置運営要綱の策定等につい
て」による。
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休暇村宿舎の利用料金標準（昭和37年12月15日）
大人１人 宿泊料800円 朝食100円、夕食200円 計（１泊２食）　800円
注）：（財）国民休暇村協会資料による。
補注２）地中海クラブ
　地中海クラブは、フランスのパリに本社を置く国際的なバカンス・サービス会社
である。1952年、ジェラール・グリッツの発想で、若い世代を対象に経済的でしか
も十分に楽しめる、ささやかな休暇村の整備を目的に発足した。当初の基本方針
は、１日のうち僅かな時間しか過ごさない宿泊施設は簡略し、スポーツや文化活動
を充実させ食事を質量ともに豊かにする方針とし、1956年にはフランス、スイス、
イタリアの10ヵ所に「海の村」、「山の村」、「フランス圏の村」等のクラブをつくる。
この３年後にVVF（家族バカンス村）、６年後には国民休暇村が開設している。
2007年現在、世界の36ヶ所に100以上のバカンス村と呼ばれるバカンス施設を有
し、日本には北海道及び沖縄にある。
補注３）　「理想的な集団施設地区」
　池ノ上容は、1951年の国立公園法制定20周年の記念号「国立公園」の中で注）、集
団施設地区のあり方を「集団施設地区は国立公園の中のパラダイスである。優れた
自然環境の中で、完全な自然の生活を楽しみ得る理想郷である。宿泊やキャンプや
ピクニックや食事や運動等の施設が完全な計画のもとにしつらえているが、銀座的
雑踏のにおいは全く感ぜられない」理想的に整備される集団施設地区としている。
　注）池ノ上容（1951）：国立公園の思い出（発祥・夢・苦闘・希望）、国立公園、
23、３－13
補注４）計量計画
　厚生省国立公園局は、昭和39年（1969）12月に「計量計画の概要と実例（試案）」
を発表した注）。計量計画とは、自然公園の利用施設計画を数量の面で考えて行く計
画で、自然公園の質的な造園計画の基礎となるものである。即ち自然公園を訪れる
利用者数から観光活動の快適性と企業としての収益性を考慮した合理的な施設の規
模を算定する計画手法である。この計画法は集団施設地区および休暇村の利用施設
計画の立案に用いられ、施設整備の指針となった。
　注）厚生省国立公園局（1969）：計量計画の概要と実例（試案）、国立公園、
181、15－20
補注５）財産区
　財産区（地方自治法第294条第１項）とは、市町村合併の際に旧市町村が所有や
管理していた土地や財産を新市町村に引き継がずに旧市町村の地域で管理、処分す
るために設置される行政組織である。旧市町村の消滅後も、入会地等の登記名義を
継続して所持することがある。財産区の構成員は合併後の転入者も含む区域内すべ
ての住民である。
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第３章　休暇村の施設整備の変遷と施設の整備過程
　前章において、休暇村の成立の背景と施設用地の所有形態、取得の経緯につい
て論述した。本章では、その土地に施設はどのように整備されたのか、施設の計
画から具体的な整備までの過程と成果を明らかにすることである。施設計画、事
業計画の策定の経緯および整備実績について分析し、施設整備の変遷と整備過程
について分析し考察した。
１．施設の計画と事業の実施
　昭和36年（1961）５月、厚生は、裏磐梯等10ヵ所の候補地を第１次整備休暇村
として指定し、同時に、国立公園内の集団施設地区計画（休暇村計画）は厚生省
が、国定公園内の計画は関係県が「国立公園計画標準」（第１章補注）に基づい
て策定した。
　集団施設地区計画は一般計画と詳細計画があり、一般計画は集団施設地区の名
称、位置、区域、面積、施設の種類を定めるもので、第１次整備休暇村10ヵ所の
うち３ヶ所は既に一般計画が決定されており、７ヵ所が新たに策定された。ま
た、詳細計画は集団施設地区の地割、施設の配置および規模を定めるもので、
10ヵ所のうち８ヵ所は既に策定されており、２ヵ所は未定で早急に策定する必要
があった。集団施設地区詳細計画の事例として岩手山麓、裏磐梯、近江八幡及び
志賀島の詳細計画を図−１から図−４に示した。詳細計画には共通して宿舎区、
園地区、野営場区、スキー場区が設けられ、これらの他に休暇村の状況に応じて
教化施設区等の地区が設けられている。
　詳細計画が策定されると、すみやかに審議会（昭和36年当時は自然公園審議会）
に諮り計画を決定する。次に、施設整備に関する事業計画を策定し具体的な整備
に着手することになる。厚生省は、昭和37年（1962）に国立公園部内に「国民休
暇村準備室」を設け、第１次整備10ヵ所の事業計画を国民休暇村準備室に策定さ
せた。厚生省は事業計画を関係地方自治体及び（財）国民休暇村協会に示し、公
共施設及び有料施設の整備が始まった。
　表−１に示した事業計画は、各休暇村の施設別の収容力、規模、事業費の全体
計画を定めたものである。この計画を昭和35年（1960）に厚生省が定めた「休暇
村１ヵ所の計画内容」（以下「計画」とする）と比較した結果は次のとおりである。
　施設の種類については、「計画」にある施設の他に博物館は裏磐梯等に４ヵ所、
水族館は館山等の５ヵ所に計画されている。休暇村の安定した経営維持のため
に、年間を通して利用できる施設を加えている。計画では宿舎、ケビン、ロッジ
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図−１　岩手山麓集団施設地区の詳細計画
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図−２　裏磐梯集団施設地区の詳細計画
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図−３　近江八幡集団施設地区の詳細計画
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図−４　志賀島集団施設地区の詳細計画
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表−１　国民休暇村（第１次　　　　　　　整備10ヵ所）事業計画
Ａ．施設の収容力と規模
昭和37年（1962）４月
種別 施設の種類
裏磐梯 鹿沢（鹿沢高原） 館　　山 鈴蘭（乗鞍高原） 近江八幡 南淡（南淡路） 加太（紀州加太） 鏡ヶ成（大山鏡ヶ成） 蒜山（蒜山高原） 大久野島
収容力 規　模 収容力 規　模 収容力 規模 収容力 規模 収容力 規模 収容力 規模 収容力 規模 収容力 規模 収容力 規模 収容力 規模
公
　　
共
　　
施
　　
設
車　道 ・ 3,000m ・ 1,500m ・ 1,300m ・ 5,000（2線） ・ 3,000ｍ ・ 2,500ｍ ・ 2,000m ・ 2,500m ・ 200m ・ ・
歩　道 ・ 2,000m ・ 10,000m ・ 1,400m ・ 10,000ｍ ・ 12,000ｍ ・ 2,000ｍ ・ 10,000m ・ 4,000m ・ 3,500m ・ 5,000m
駐車場 80台 8,000㎡ ・ 5,000㎡ 80台 6,400㎡ ・ 1.0ha ・ 10,000㎡ 35台 2,700㎡ ・ 10,000㎡ 30台 6,000㎡ 30台 4,500㎡ ・ ・
園　地 ・ 50,000㎡ ・ 34,000㎡ ・ 60,000㎡ ・ 5.0ha ・ 40,000㎡ ・ 40,000㎡ ・ 40,000㎡ ・ 25,000㎡ ・ 15,000㎡ ・ 20,000㎡
セントラルロッジ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 200人 2棟
休憩所 ・ ・ ・ 4棟150坪 800人 400坪 300人 130坪 500人 340坪 ・ 330坪 ・ 260坪 ・ 350坪 120人 60坪 200人 100坪
公衆便所 ・ 100㎡ ・ 3棟30坪 ・ ・ ・ ・ 50坪 ・ 2棟 ・ 50坪 ・ 20坪 ・ 2棟 ・ ・
野営場 2,000人 ・ 1,000人 ・ 150人 ・ 1,500人 ・ 400人 ・ ・ ・ ・ ・ 500人 ・ 800人 ・ ・ ・
運動広場 ・ ・ ・ 10,000㎡ ・ ・ ・ ・ ・ 30,000㎡ ・ ・ ・ 20,000㎡ ・ ・ ・ ・ ・ 2ha
海水浴場 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ○
植物園 ○ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
桟　橋 ・ ・ ・ ・ ○ ・ ・ ・ 5ヵ所 ○ ○ ・ ・ ・ ・ ・ ・
護岸、桟橋等 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ○
給水施設 ○ ○ ○ 4,000人 ・ ○ ○ ○ ○ ○ ○
汚物処理施設 ○ ○ ・ ・ ○ ○ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
修景植栽、砂防 ○ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 20,000㎡
関連車道 ・ 1,500m ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ○ ・ 5，000m ・ ・
有
　　
料
　　
施
　　
設
宿　舎 1,400人 5,600坪 1,500人 5棟6千坪 800人 3,200坪 100人 4,000坪 1,500人 4棟6,000坪 700人 2,800坪 1,000人 4棟4,000坪 600人 2,400坪 500人 2,000坪 1,000人 4,000坪
ケビン 1,800人 900人 ・ 150 180坪 1,000人 ・ 500人 ・ ・ ・ 700人 ・ 500人 500坪 300人 ・ ・ ・
ダイニングロッジ 600人 900坪 ・ ・ 400人 600坪 ・ ・ 300人 450坪 ・ ・ 200人 300坪 150人 230坪 150人 225坪 500人 750坪
スキーロッジ ・ ・ 200人 300坪 ・ ・ 500人 2,000坪 ・ ・ ・ ・ ・ ・ 200人 200人 ・ ・ ・ ・
スキーリフト ・ ・ ・ 4,000m ・ ・ ・ 6000m ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
バースハウス ・ ・ ・ ・ 1,000人 750坪 ・ ・ 1,000人 1,300坪 500人 200坪 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
舟遊施設 ・ ・ ・ ・ ・ 3舟団 ・ ・ ・ 5舟団 ・ 2舟団 ・ 1舟団 ・ ・ ・ ・ ・ ・
プール ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 8,500㎡
運動施設 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 30,000㎡ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
遊戯施設 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ○
博物館 600坪 ・ 130坪 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 200坪 ・ ・ ・ ・
水族館 ・ ・ ・ ・ ・ １棟 ・ ・ ・ 200坪 ・ 150坪 ・ 150坪 ・ ・ ・ ・ ・ 170坪
体育館 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 1,100㎡
温　室 ・ ・ ・ ・ ・ 1棟 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
索　道 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 600m ・ 140ｍ ・ 400m ・ 800m ・ ・ ・ 400m
その他
電気・電話 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
温泉引湯施設 ・ ○ ・ ○ ・ ・ ・ ・ ・ ・
注）１．表は厚生省国立公園部「国民休暇村準備室」の資料から作成。　２．（　）内は平成18年現在の呼称。　３．○は整備、・は未整備
Ｂ．事業費（千円）
事　　業　　費 裏磐梯 鹿沢（鹿沢高原） 館　　山 鈴蘭（乗鞍高原） 近江八幡 南淡（南淡路） 加太（紀州加太） 鏡ヶ成（大山鏡ヶ成） 蒜山（蒜山高原） 大久野島
公　共　施　設 188,000 188,000 144,100 165,000 158,000 130,500 130,000 129,300 122,500 146,000
有　料　施　設 904,000 800,000 555,000 895,000 973,000 380,000 571,000 399,500 253,000 617,000
そ　　の　　他 7,000 28,000 3,000 107,000 10,000 5,000 15,000 10,000 3,000 10,000
総　　　　　計 1,099,000 929,000 7,021,000 1,167,000 1,141,000 515,500 716,000 538,800 378,500 773,000
注）表は厚生省国立公園部「国民休暇村準備室」の資料から作成。
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表−１　国民休暇村（第１次　　　　　　　整備10ヵ所）事業計画
Ａ．施設の収容力と規模
昭和37年（1962）４月
種別 施設の種類
裏磐梯 鹿沢（鹿沢高原） 館　　山 鈴蘭（乗鞍高原） 近江八幡 南淡（南淡路） 加太（紀州加太） 鏡ヶ成（大山鏡ヶ成） 蒜山（蒜山高原） 大久野島
収容力 規　模 収容力 規　模 収容力 規模 収容力 規模 収容力 規模 収容力 規模 収容力 規模 収容力 規模 収容力 規模 収容力 規模
公
　　
共
　　
施
　　
設
車　道 ・ 3,000m ・ 1,500m ・ 1,300m ・ 5,000（2線） ・ 3,000ｍ ・ 2,500ｍ ・ 2,000m ・ 2,500m ・ 200m ・ ・
歩　道 ・ 2,000m ・ 10,000m ・ 1,400m ・ 10,000ｍ ・ 12,000ｍ ・ 2,000ｍ ・ 10,000m ・ 4,000m ・ 3,500m ・ 5,000m
駐車場 80台 8,000㎡ ・ 5,000㎡ 80台 6,400㎡ ・ 1.0ha ・ 10,000㎡ 35台 2,700㎡ ・ 10,000㎡ 30台 6,000㎡ 30台 4,500㎡ ・ ・
園　地 ・ 50,000㎡ ・ 34,000㎡ ・ 60,000㎡ ・ 5.0ha ・ 40,000㎡ ・ 40,000㎡ ・ 40,000㎡ ・ 25,000㎡ ・ 15,000㎡ ・ 20,000㎡
セントラルロッジ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 200人 2棟
休憩所 ・ ・ ・ 4棟150坪 800人 400坪 300人 130坪 500人 340坪 ・ 330坪 ・ 260坪 ・ 350坪 120人 60坪 200人 100坪
公衆便所 ・ 100㎡ ・ 3棟30坪 ・ ・ ・ ・ 50坪 ・ 2棟 ・ 50坪 ・ 20坪 ・ 2棟 ・ ・
野営場 2,000人 ・ 1,000人 ・ 150人 ・ 1,500人 ・ 400人 ・ ・ ・ ・ ・ 500人 ・ 800人 ・ ・ ・
運動広場 ・ ・ ・ 10,000㎡ ・ ・ ・ ・ ・ 30,000㎡ ・ ・ ・ 20,000㎡ ・ ・ ・ ・ ・ 2ha
海水浴場 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ○
植物園 ○ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
桟　橋 ・ ・ ・ ・ ○ ・ ・ ・ 5ヵ所 ○ ○ ・ ・ ・ ・ ・ ・
護岸、桟橋等 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ○
給水施設 ○ ○ ○ 4,000人 ・ ○ ○ ○ ○ ○ ○
汚物処理施設 ○ ○ ・ ・ ○ ○ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
修景植栽、砂防 ○ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 20,000㎡
関連車道 ・ 1,500m ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ○ ・ 5，000m ・ ・
有
　　
料
　　
施
　　
設
宿　舎 1,400人 5,600坪 1,500人 5棟6千坪 800人 3,200坪 100人 4,000坪 1,500人 4棟6,000坪 700人 2,800坪 1,000人 4棟4,000坪 600人 2,400坪 500人 2,000坪 1,000人 4,000坪
ケビン 1,800人 900人 ・ 150 180坪 1,000人 ・ 500人 ・ ・ ・ 700人 ・ 500人 500坪 300人 ・ ・ ・
ダイニングロッジ 600人 900坪 ・ ・ 400人 600坪 ・ ・ 300人 450坪 ・ ・ 200人 300坪 150人 230坪 150人 225坪 500人 750坪
スキーロッジ ・ ・ 200人 300坪 ・ ・ 500人 2,000坪 ・ ・ ・ ・ ・ ・ 200人 200人 ・ ・ ・ ・
スキーリフト ・ ・ ・ 4,000m ・ ・ ・ 6000m ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
バースハウス ・ ・ ・ ・ 1,000人 750坪 ・ ・ 1,000人 1,300坪 500人 200坪 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
舟遊施設 ・ ・ ・ ・ ・ 3舟団 ・ ・ ・ 5舟団 ・ 2舟団 ・ 1舟団 ・ ・ ・ ・ ・ ・
プール ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 8,500㎡
運動施設 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 30,000㎡ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
遊戯施設 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ○
博物館 600坪 ・ 130坪 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 200坪 ・ ・ ・ ・
水族館 ・ ・ ・ ・ ・ １棟 ・ ・ ・ 200坪 ・ 150坪 ・ 150坪 ・ ・ ・ ・ ・ 170坪
体育館 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 1,100㎡
温　室 ・ ・ ・ ・ ・ 1棟 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
索　道 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 600m ・ 140ｍ ・ 400m ・ 800m ・ ・ ・ 400m
その他
電気・電話 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
温泉引湯施設 ・ ○ ・ ○ ・ ・ ・ ・ ・ ・
注）１．表は厚生省国立公園部「国民休暇村準備室」の資料から作成。　２．（　）内は平成18年現在の呼称。　３．○は整備、・は未整備
Ｂ．事業費（千円）
事　　業　　費 裏磐梯 鹿沢（鹿沢高原） 館　　山 鈴蘭（乗鞍高原） 近江八幡 南淡（南淡路） 加太（紀州加太） 鏡ヶ成（大山鏡ヶ成） 蒜山（蒜山高原） 大久野島
公　共　施　設 188,000 188,000 144,100 165,000 158,000 130,500 130,000 129,300 122,500 146,000
有　料　施　設 904,000 800,000 555,000 895,000 973,000 380,000 571,000 399,500 253,000 617,000
そ　　の　　他 7,000 28,000 3,000 107,000 10,000 5,000 15,000 10,000 3,000 10,000
総　　　　　計 1,099,000 929,000 7,021,000 1,167,000 1,141,000 515,500 716,000 538,800 378,500 773,000
注）表は厚生省国立公園部「国民休暇村準備室」の資料から作成。
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等の宿泊収容力は800人〜2,000人としているが、事業計画では700人〜3,800人と
「計画」を上回っている。このうち宿泊収容力を2,000人以上とする休暇村は裏磐
梯、鹿沢高原、近江八幡など大都市圏に近い休暇村で、大規模な利用を見込んで
いることが窺える。総事業費は約80億円で休暇村１ヵ所当たりの平均事業費は
８億円である。これを「計画」の１ヵ所あたり事業費３〜４億円と比較すると２
倍であるが、これは物価上昇を見込んだ積算の結果である。
　昭和37年（1962）４月、（財）国民休暇村協会は前述の事業計画を参考に裏磐
梯等10ヵ所の昭和37年度の事業を決定し工事に着手する。一方、国及び関係地方
自治体も事業計画に基づき公共施設の整備を始めた。
２．施設整備費の推移と特徴
　休暇村の施設は公共施設と有料施設があり、公共施設は自然公園施設整備費に
よって道路、駐車場等の施設を国又は地方自治体が整備し、一方、宿舎、スキー
場等の有料施設は（財）休暇村協会が整備した。
　⑴　公共施設の整備費
　休暇村の建設が始まる昭和36年（1961）度以降の自然公園（国立公園及び国定
公園）の施設整備費（直轄費、補助金）の推移は、表−２に示したとおりである。
表−２　自然公園等施設整備費（公共事業関係費）の推移
（昭和36年度～平成17年度）
年　度
自然公園数 施設整備費
（百万円）国立公園 国定公園
Ｓ36年（1961） 19 20 288
Ｓ37年（1962） 20（２） 19（１） 367
Ｓ38年（1963） 21（７） 22（１） 446
Ｓ39年（1964） 23（８） 25（３） 530
Ｓ40年（1965） 23（13） 28（３） 613
Ｓ41年（1966） 23（13） 28（４） 641
Ｓ42年（1967） 23（14） 31（４） 797
Ｓ43年（1968） 23（15） 37（４） 816
Ｓ44年（1969） 23（16） 41（４） 901
Ｓ45年（1970） 23（16） 45（４） 1,091
Ｓ46年（1971） 23（16） 45（４） 1,172
Ｓ47年（1972） 26（17） 46（４） 1,519
Ｓ48年（1973） 26（17） 48（４） 2,146
Ｓ49年（1974） 27（19） 49（５） 2,361
Ｓ50年（1975） 27（20） 50（６） 2,361
Ｓ51年（1976） 27（21） 50（６） 2,493
Ｓ52年（1977） 27（22） 50（６） 2,493
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　昭和36年（1961）度の施設整備費は２億8,800万円、昭和45年（1970）度に10
億9,100万円と10億円を超え、休暇村が30ヵ所となった昭和54年（1979）度は32
億4,800万円と昭和36年度と比較するとほぼ11倍になった。平成３年（1991）度
以降は国の予算上の取り扱いが変わり、国立・国定公園の施設整備費が「生活関
連枠」に設定されたことによって予算は増加基調となった。また、平成６年
（1994）度の予算編成において国家予算の公共事業の内容やシェアの固定化に対
する問題提起がなされ、その見直しがきっかけとなって自然公園施設整備事業費
は生活環境整備費に係る公共事業費として位置づけられた補注１）。その結果、施設
整備費は公共事業関係費「自然公園等事業費」として前年度より約16億円多い89
年　度
自然公園数 施設整備費
（百万円）国立公園 国定公園
Ｓ53年（1978） 27（23） 50（６） 2,832
Ｓ54年（1979） 27（24） 51（６） 3,248
Ｓ55年（1980） 27（24） 51（８） 3,183
Ｓ56年（1981） 27（24） 52（８） 3,143
Ｓ57年（1982） 27（24） 54（８） 3,090
Ｓ58年（1983） 27（24） 54（８） 2,944
Ｓ59年（1984） 27（24） 54（８） 2,862
Ｓ60年（1985） 27（24） 54（８） 3,679
Ｓ61年（1986） 27（24） 54（８） 3,569
Ｓ62年（1987） 28（24） 54（８） 3,531
Ｓ63年（1988） 28（24） 54（８） 3,533
Ｈ01年（1989） 28（24） 54（８） 3,636
Ｈ02年（1990） 28（24） 55（８） 3,861
Ｈ03年（1991） 28（24） 55（８） 4,857
Ｈ04年（1992） 28（24） 55（８） 6,044
Ｈ05年（1993） 28（24） 55（８） 7,391
Ｈ06年（1994） 28（25） 55（８） 8,948
Ｈ07年（1995） 28（25） 55（９） 10,290
Ｈ08年（1996） 28（25） 55（10） 11,642
Ｈ09年（1997） 28（25） 55（10） 12,807
Ｈ10年（1998） 28（25） 55（10） 12,935
Ｈ11年（1999） 28（25） 55（10） 16,486
Ｈ12年（2000） 28（26） 55（10） 17,586
Ｈ13年（2001） 28（26） 55（10） 17,002
Ｈ14年（2002） 28（26） 55（10） 14,687
Ｈ15年（2003） 28（26） 55（10） 14,278
Ｈ16年（2004） 28（26） 55（10） 13,893
Ｈ17年（2005） 28（26） 55（10） 12,531
注１．（　　）内は休暇村のヵ所数。表は環境省自然環境局資料から作成。
　２．自然公園等施設整備費は平成６年度より「公共事業関係費」となる。
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億4,800万円が認められたのである。平成７年（1995）度には100億円を超え、公
共事業費への転換は大幅な施設整備費の増額をもたらした。平成12年（2000）度
予算は過去最高額の175億円に達し、その後は減少の傾向を示している。昭和28
年（1953）の直轄費の投入以来約半世紀を経て、自然公園施設整備費が公共事業
関係費になったことは、自然公園施設が国民の保健休養施設として重要な施設と
して改めて認められたことに他ならない。
　昭和36年（1961）以降、休暇村に投入された施設整備費（直轄費、補助金）は
表−３に示したとおりである。休暇村が国立公園内にある場合は国が直轄費を
もって整備し、国定公園においては地方自治体（道、県）が補助金によって施設
を整備する。施設整備費の推移をみると、昭和36年（1961）度から昭和63年
表−３　休暇村の施設整備費と設備投資額
単位：百万円
年　度
自然公園
（国立・国定公園）
休　　暇　　村
休　暇
村　数
注５）
公　　共　　施　　設
有　料
施　設
施設整備費（ａ）
注１）
施設整備費（ｂ）注２） 単　独
事業費
注３）
設　備
投資額
注４）直轄費＋補助金 直轄費 補助金 計 b/a（％）
昭和 S36〜63 56,649　注６） 8,795 2,131 10,926 19.3 185 31,793 32
平成
Ｈ01年（1989） 3,636 348 38 386 10.6 217 4,002 32
Ｈ02年（1990） 3,861 317 37 354 9.2 658 3,012 32
Ｈ03年（1991） 4,857 498 105 603 12.4 0 3,780 32
Ｈ04年（1992） 6,044 729 209 935 15.5 12 6,290 32
Ｈ05年（1993） 7,391 2,094 687 2,781 37.6 0 4,198 32
Ｈ06年（1994） 8,948 852 595 1,447 16.2 0 5,521 33（1）
Ｈ07年（1995） 10,290 1,469 636 2,105 20.5 0 3,847 34（1）
Ｈ08年（1996） 11,642 1,607 333 1,940 16.7 0 3,916 35（1）
Ｈ09年（1997） 12,807 863 190 1,053 8.2 0 3,401 35
Ｈ10年（1998） 12,935 3,763 52 3,815 29.5 0 3,907 35
Ｈ11年（1999） 16,486 4,518 36 4,554 27.6 0 2,978 35
Ｈ12年（2000） 17,586 3,300 135 3,435 19.5 0 2,876 36（1）
Ｈ13年（2001） 17,002 1,444 25 1,469 8.6 0 2,523 36
Ｈ14年（2002） 14,687 2,062 0 2,062 14.0 0 1,998 36
Ｈ15年（2003） 14,278 2,407 0 2,407 16.9 0 3,143 36
H01〜15 162,450　注７） 26,271 3,078 29,346 18.1 887 55,392 36（4）
注１）　環境省自然環境局資料による。
注２）　環境省自然環境局及び（財）休暇村協会施設部資料による。
注３）　地方自治体（道・県）執行の公共施設整備費（単独事業費）。
注４）　（財）休暇村協会の資料による。
注５）　（　）内は休暇村新設数。
注６）　昭和36年〜63年の累計。
注７）　平成01〜15年の累計。
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（1988）度まで昭和年代の27年間に109億2,600万円、平成元年（1989）から平成
15年（2003）までの14年間に293億4,600万円が投入され、施設整備費は合計で約
403億円である。平成年代の整備費は昭和年代のほぼ３倍であるが、その原因は
前述したおり、平成６年（1994）に整備費の予算項目が公共事業関係費に替わっ
たこと、エコロジーキャンプ等特定の施設を集中的に整備したことによると考え
られる。
　なお、国定公園の施設整備は事業費の２分の１は国の補助金、他の２分の１は
地方自治体の財源をもって整備される。補助金の推移をみると平成５年（1993）
の６億8,700万円を最高に、その後減少し平成14年（2002）度以降はゼロとなっ
ている。これは地方自治体が補助金を受けて施設を整備することを中止したため
で、その原因は地方自治体の財政事情等によるものと考えられる。
　また、地方自治体は補助金による整備事業の他に単独で整備事業を実施してき
た。昭和36年（1961）以降平成15年（2003）までに地方自治体が単独事業で投入
した事業費は10億7,200万円である。この事業費は同期間における国の補助金（52
億900万円）の21％に相当する。ただし、平成５年（1993）以降、単独事業は実
施されていない。この原因は、該当する事業が無くなったこと、補助事業と同様
に地方自治体の財政事情等によるものと考えられる。いずれにせよ、休暇村整備
に対する地方自治体の費用負担は多額であったことが認められる。
　以上、昭和36年（1961）から平成15年（2003）までに休暇村に投入された公共
施設整備費（直轄費、補助金）は402億7,200万円に及んでいることが明らかになっ
た。この金額は全国立公園及び国定公園に投入された公共施設整備費2,190億
9,900万円の18.3％にあたる。すなわち、全国立・国定公園の施設整備費の約２割
が休暇村に集中的に投入されてきたことになる。この実績は、休暇村が自然公園
における利用拠点として、その機能を十分に発揮できる態勢が整えられてきたこ
とを示している。
　⑵　有料施設の設備投資
　（財）休暇村協会が整備する有料施設の設備投資は補助金、自己資金、融資及
び助成金など様々な資金によって行なわれる。補助金は休暇村の運営補助として
昭和36年（1961）度から３ヵ年交付されたが、それ以後は交付されていない。（財）
休暇村協会に対する補助、融資、助成状況については表−４に示したとおりであ
る。宿舎、スキー場及び付帯施設は自己資金及び年金福祉事業団の融資資金に
よって整備し、プール、天文台及びテント、車両等の設備は公益法人団体から助
成を得て整備している。
　（財）休暇村協会が年金福祉事業団の融資を受けて設備投資を行うことになっ
た背景は、昭和36年（1961）度予算要求に「特殊法人国民休暇村事業団」の新設
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が認められなかったことに起因する。厚生省は事業団に代わる事業実施団体とし
て「財団法人国民休暇村協会」を認可し、協会が整備する施設に年金福祉事業団
の融資資金を当てることにしたのである。年金福祉事業団は昭和36年（1961）に
設立され、厚生年金還元融資及び国民年金特別融資の一部を取り扱うことにな
り、休暇村の建設資金はこの年金福祉事業団から（財）休暇村協会が直接融資を
受けることになったのである１）。融資額は所要建設資金の90％であり、そのため
厚生省は昭和36年（1961）度予算に自己負担分に相当する費用を休暇村造成費と
して補助することとし、大蔵省へ補助金2,000万円を要求し認められた。この補
助金は昭和38年（1963）度まで続き、協会の運営費の一部に充てられたが、昭和
39年（1964）度の補助金は認められなかった。一方、運営が開始されたとはいえ
昭和30年代の休暇村の知名度は低く、管理・経営組織が未熟で経験が乏しく、設
備投資は増加するが収入は期待通りに上がらず、自己資金の調達が厳しい状態に
表−４　（財）休暇村協会の事業資金と整備状況
「平成15年（2003）現在」
資金区分 所管庁・団体 予算費目等 対象施設 整備内容 実施年 摘　要
補助金等
厚生省 休暇村造成補助金（休暇村運営補助） 昭和36年〜昭和38年
厚生省
（社会保険庁）
国民休暇村利用委
託費
被保険者の利用補
助
昭和40年
〜昭和45年
厚生年金特別
会計・福祉施
設費
融　　資
年金福祉事業団 建設所要資金の90%融資
宿舎、付帯施設、
スキー場等
新築・
増改築
昭和37年
〜平成13年
市中銀行 融資 宿舎、付帯施設等 新築・増改築 昭和40年〜
助　　成
日本小型自動車
振興会 施設助成金 宿舎
新築・
増築等
昭和39年
〜平成12年
（財）日本宝くじ
協会
施設助成金
プール 新設 昭和51年〜平成9年
テニスコート（サ
ンドフィル）
新設、
更新
昭和52年
〜平成13年
多目的ホール 新築 平成3年〜平成11年
天文台 新設 平成10年〜平成13年
温泉館 新設 平成14年
ファミリーテン
ト、集会用テント 備品
昭和45年
〜平成9年
バス（中型マイク
ロバス） 備品
昭和61年
〜平成15年
（財）長寿社会開
発センター 助成金
ふるさとふれあい
広場 造成 平成4年
（財）電源地域振
興センター 施設助成金 宿舎、設備
新設、
更新 平成6年
電源地域の特
定地域の振興
車両競技公益資
金運用基金 施設助成金
日動振補助事業の
宿舎 設備改善 平成8年〜
日動振補助施
設の補完事業
注）　（財）休暇村協会資料から作成。
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陥っていた２）。昭和40年（1965）に再度大蔵省に補助金を要求するが一般予算か
らの支出は困難が予想され、予算折衝途中から休暇村の利用者の多くが厚生年金
の被保険者であることに着目し、厚生年金の特別会計に対する要求に振り替え、
福祉施設費の国民休暇村利用委託費という費目で7,000万円が認められたのであ
る３）。この委託費は昭和39年（1964）末には職員の給与の捻出も苦労するような
厳しい経営状況に、まさにカンフル注射的な効果があったと当時の（財）国民休
暇村協会の役員を務めていた池ノ上容は回想している４）。
　昭和36年度（財）休暇村協会の施設整備資金計画５）によると、昭和36年度事
業分の資金調達内訳は、年金福祉事業団借入金（４億3,000万円）、休暇村造成費
補助金（1,200万円）、休暇村が指定された地方自治体10県分の出資金（5,000万
円）、自己資金および前年度繰越額（０円）の４億9,200万円である。これらの資
金によって鹿沢高原、近江八幡、紀州加太、南淡路、大久野島及び大山鏡ヶ成の
宿舎、バースハウス、スキーロッジ、スキーリフトを整備することとした。
　昭和39年（1964）から、補助金、自己資金、融資による整備の他に、公益法人
団体の助成金を得て施設の整備が始まる。昭和39年（1964）から日本小型自動車
振興会の助成による宿舎の新築、増改築、昭和51年（1976）から（財）日本宝く
じ協会の助成によるプール、テニスコート、多目的ホール、天文台等の整備を
行った。また、施設整備の他に（財）日本宝くじ協会からは昭和45年（1970）よ
りキャンプ用テント及び集会用テント、昭和61年（1986）からマイクロバス等の
備品の助成を受けている。これらの助成は平成15年（2003）まで、ほぼ40年間に
及び継続的に行われ、休暇村の利用の多様化と円滑な運営に大きな効果をもたら
した。
　宿舎、スキー場のリフトなど有料施設および付帯施設の整備に（財）休暇村協
会が投入した設備投資額の推移は表−３の中に示したとおりである。昭和36年
（1961）から昭和63年（1988）までの昭和年代に投資された設備投資額は317億
9,300万円で、同期間に投入された国の施設整備費の約３倍である。平成１年
（1989）から平成15年（1993）までの平成年代における投資額は553億9,200万円
と約２倍であるが、平成年代は国の施設整備費が大幅に増加しているため設備投
資額は相対的には低くなっている。
　昭和56年（1981）度には宿舎の大規模な増改築がはじまり、この年度の設備投
資額は約25億円となり、その後宿舎のリニューアルは続き平成４年度には投資額
は過去最大の約63億円に達した。このように設備投資は、昭和期、平成期ともに
公共施設整備費の２〜３倍で推移しており、休暇村整備における（財）休暇村協
会の設備投資額はきわめて大きかったことが認められる。
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表−５　休暇村施　　　　　　　設の整備変遷一覧
「平成15年（2003）現在」
時　　期　　区　　分 休暇村の確立期 休暇村の拡大期 休暇村の再生期 休暇村の転換期
年　　　次 S36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 H1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15
休暇村（36ヵ所）の年別開設数 ＊ ③ ⑤ ③ ⑤ ① ① ① ① ① ③ ② ① ① ① ① ② ① ① ① ①
公
　　
共
　　
施
　　
設
歩　道 自然の小径 2 1 1 1 1 1 1 1 3 3 3 2 1 3 3 1
駐車場 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
園　地 （樹林地、草原、芝生地、裸地） 1 7 2 6 1 1 1 1 1 3 1 1 2 1 1 1 1
休憩所
休憩所 1 1 1 3 1 1 1 1 2 2 1 1 1 1
レストハウス（食堂等） 1 1 1 1 1 1 1 1 1
キャンプ場
固定テントサイト 1 2 2 1 1 2 1 1 1 2 2 1 2 1 1 1 1 1
フリーテントサイト 1 1 1 1 2 1 2 1 1 1 2 1 2 1 1 1 1
オートキャンプサイト 1 1 1 1 2 2 1 6 1 2
ケビン 1 1 2 1 1 1
キャンプセンター 1 1
セントラルロッジ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
運動広場
運動場 1 1 1
ゲートボール 1 1 2 1 1
グランドゴルフ 1 1 1 1 1 2 1
海（湖）水浴場 （近江八幡以外は市町村設置） 1 2 1
博物展示施設
ビジターセンター 1 1 1 1 1 2
スノーケルセンター 1
天文台 1 1 2 2
有
　　
料
　　
施
　　
設
宿泊施設
宿　舎
新築　［　］増設 1 7 2 6 1 1 1 1 ［1］ 1 1 1 3 1 1 2 1 1 ［2］ 1 1 1
大規模増改築 1 1 2 1 1 2 1 4 4 1 3 1 4 2 3 3 1 1 3 1 2 2 1 3 3 1 1 1 1 2
付　帯
施　設
コテージ（貸別荘等） 1 2 1 1 1 2 1 1
多目的ホール 1 1 1 1 1 1 1
温泉館（温泉センター） 1 1 1
スキー場
リフト 2 2 2 1 1 1 1 1 1
T バーリフト 1
ロープトウ 1 1 1 1
クロスカントリー 1
スノーシュー 1
ロッジ（レストハウス等） 2 1 1 1 1 1 1 1
水泳場
バースハウス 1 1
舟遊施設 1 1
プール 1 1 2 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
運動施設
テニスコート 1 1 3 3 2 2 6 3 2 1 1 1 1 1
レクリエーションセンター 1 2 1 1 1
索　道 登山用 2 1 1
その他 温泉施設
温泉引湯施設 1 3 1 1 1 1 1 1 1 1
温泉掘削 1 1 1 1 1 2 1
注１．＊は（財）国民休暇村協会設立年　　注２．○内の数字は休暇村の開設数　　注３．数字は整備ヵ所数
注４．［　］は宿舎の増設数
注５．本表は（財）休暇村協会施設部資料により作成
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表−５　休暇村施　　　　　　　設の整備変遷一覧
「平成15年（2003）現在」
時　　期　　区　　分 休暇村の確立期 休暇村の拡大期 休暇村の再生期 休暇村の転換期
年　　　次 S36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 H1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15
休暇村（36ヵ所）の年別開設数 ＊ ③ ⑤ ③ ⑤ ① ① ① ① ① ③ ② ① ① ① ① ② ① ① ① ①
公
　　
共
　　
施
　　
設
歩　道 自然の小径 2 1 1 1 1 1 1 1 3 3 3 2 1 3 3 1
駐車場 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
園　地 （樹林地、草原、芝生地、裸地） 1 7 2 6 1 1 1 1 1 3 1 1 2 1 1 1 1
休憩所
休憩所 1 1 1 3 1 1 1 1 2 2 1 1 1 1
レストハウス（食堂等） 1 1 1 1 1 1 1 1 1
キャンプ場
固定テントサイト 1 2 2 1 1 2 1 1 1 2 2 1 2 1 1 1 1 1
フリーテントサイト 1 1 1 1 2 1 2 1 1 1 2 1 2 1 1 1 1
オートキャンプサイト 1 1 1 1 2 2 1 6 1 2
ケビン 1 1 2 1 1 1
キャンプセンター 1 1
セントラルロッジ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
運動広場
運動場 1 1 1
ゲートボール 1 1 2 1 1
グランドゴルフ 1 1 1 1 1 2 1
海（湖）水浴場 （近江八幡以外は市町村設置） 1 2 1
博物展示施設
ビジターセンター 1 1 1 1 1 2
スノーケルセンター 1
天文台 1 1 2 2
有
　　
料
　　
施
　　
設
宿泊施設
宿　舎
新築　［　］増設 1 7 2 6 1 1 1 1 ［1］ 1 1 1 3 1 1 2 1 1 ［2］ 1 1 1
大規模増改築 1 1 2 1 1 2 1 4 4 1 3 1 4 2 3 3 1 1 3 1 2 2 1 3 3 1 1 1 1 2
付　帯
施　設
コテージ（貸別荘等） 1 2 1 1 1 2 1 1
多目的ホール 1 1 1 1 1 1 1
温泉館（温泉センター） 1 1 1
スキー場
リフト 2 2 2 1 1 1 1 1 1
T バーリフト 1
ロープトウ 1 1 1 1
クロスカントリー 1
スノーシュー 1
ロッジ（レストハウス等） 2 1 1 1 1 1 1 1
水泳場
バースハウス 1 1
舟遊施設 1 1
プール 1 1 2 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
運動施設
テニスコート 1 1 3 3 2 2 6 3 2 1 1 1 1 1
レクリエーションセンター 1 2 1 1 1
索　道 登山用 2 1 1
その他 温泉施設
温泉引湯施設 1 3 1 1 1 1 1 1 1 1
温泉掘削 1 1 1 1 1 2 1
注１．＊は（財）国民休暇村協会設立年　　注２．○内の数字は休暇村の開設数　　注３．数字は整備ヵ所数
注４．［　］は宿舎の増設数
注５．本表は（財）休暇村協会施設部資料により作成
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３．施設の整備過程と特徴
　休暇村の立地、施設整備の時期等の変遷を項目別に整理した結果は表−５に示
すとおりである。この表から施設整備の変遷をみると休暇村の立地が盛んに行わ
れた時期、施設の再整備が行われた時期及び新たなタイプの休暇村が立地した時
期が存在することが認められる。これらの立地や施設整備の変化、休暇村を所管
する官庁の移管、国の施設整備予算の動向等を含めて、総体的に休暇村の整備過
程を通観すると、次の４期に区分することができる。
　第１期は、昭和36年〜45年の間である。休暇村整備予算が決定し、（財）国民
休暇村協会の設立により休暇村整備が開始され、20ヵ所の休暇村が整備された期
間である。
　第２期は、昭和46〜55年の間である。休暇村の所管は厚生省から環境庁に移
り、12ヵ所の休暇村を追加整備した期間である。
　第３期は、昭和56年〜平成５年の間である。主に宿泊施設の大規模なリニュー
アル、野営場施設の再編成など、施設の再整備が行なわれた期間である。
　第４期は、平成６年〜現在までである。日光湯元は宿舎、佐渡はキャンプ場を
主体とする休暇村、富士は新形式の自然とのふれあい施設をもつ休暇村として整
備され現在に至る期間である。
　また、各期における施設整備の実態から、次のように特徴を明らかにすること
ができる。
　（１）第１期（昭和36年～45年）の特徴
　昭和35年（1960）９月に厚生省が公表した「国民休暇村−その計画の概要−」
に呼応して、都道府県等から積極的な設置要望が行われた。厚生省は要望ヵ所の
調査を行い、地元の協力体制を確認したうえ、昭和36年に近江八幡など10ヵ所を
決定したのをはじめ、昭和42年までの７年間に第１次整備の20ヵ所を段階的に指
定した。施設は自然公園法に基づく集団施設地区詳細計画の決定、施設用地の確
保、到達道路など地元の関連整備を踏まえ、順次整備が行われた。
　休暇村の中心施設として計画された宿舎（以下「休暇村宿舎」とする）補注２）は、
昭和31年（1956）に厚生省が創設した公営の「国民宿舎」補注３）の整備方針を参
考に計画され、宿舎の空間構成はほぼ同様だが、規模は国民宿舎より大きいもの
にした。宿泊収容力で比較すると、昭和36年（1961）当時の国民宿舎の平均宿泊
定員は86人６）に対し、休暇村宿舎（昭和37〜45年整備）の平均宿泊定員は148人
で約1.7倍であった。宿泊定員補注４）の推移は表−６に示したが、昭和40年（1965）
度における休暇村16ヵ所の宿泊定員は3,043人（平均宿泊定員190人）であるが、
昭和43年（1968）度は4,002人、昭和45年（1970）度は4,507人と休暇村の新設に
よる宿舎の増加にともなって宿泊定員は増えている。一方、宿泊利用率は昭和40
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表−６　休暇村宿舎の宿泊定員および利用状況の推移　注１）
時期 年　度
休暇村
（ヵ所数）
宿泊定員注２）
（人）
対前年度増減
（人）
宿泊者数注３）
（人）
対前年度伸
び率（％）
宿泊利用率
（％）
確立期
昭和36年 0 ・ ・ ・ ・ ・
37年 3 ＊　注４） ・ 6,741 0 9.0
38年 8 ＊ ・ 63,582 843.2 16.3
39年 12 ＊ ・ 134,122 107.8 18.2
40年 16 3,043 0 232,096 75.5 22.6
41年 17 3,561 518 324,993 40.0 27.9
42年 18 3,801 240 397,769 22.4 30.1
43年 19 4,002 201 449,682 13.1 31.3
44年 20 4,487 485 529,185 17.7 34.1
45年 20 4,507 20 593,352 12.1 35.7
拡大期
46年 20 4,817 310 654,732 10.3 38.3
47年 20 3,945 △872 684.852 4.6 47.0
48年 21 4,206 261 730,409 6.7 47.2
49年 24 4,912 706 762,094 4.3 43.4
50年 26 5,475 563 769,107 0.9 39.9
51年 27 5,780 305 802,975 4.4 38.8
52年 28 5,922 142 819,213 2.0 38.0
53年 29 5,913 △9 845,155 3.2 38.8
54年 30 6,165 252 884,229 4.6 38.7
55年 32 6,485 320 875,996 △0.9 37.0
再生期
56年 32 6,778 293 906,429 3.5 37.1
57年 32 6,984 206 978,276 7.9 38.0
58年 32 6,983 △1 1,001,251 2.3 39.2
59年 32 7,171 188 1,035,945 3.5 40.3
60年 32 7,223 52 1,067,200 3.0 41.1
61年 32 7,165 △58 1,111,037 4.1 42.5
62年 32 7,173 8 1,160,235 4.4 44.2
63年 32 7,509 336 1,252,834 8.0 46.5
平成01年 32 7,471 △38 1,311,336 4.7 48.1
02年 32 7,335 △136 1,416,180 8.0 51.5
03年 32 7,283 △52 1,429,283 0.9 52.5
04年 32 7,697 414 1,471,037 2.9 53.3
05年 32 7,783 90 1,530,595 4.0 53.6
転換期
06年 33 7.791 8 1,494,189 △2.4 52.0
07年 34 8,050 259 1,491,152 △0.2 50.7
08年 35 7,681 △369 1,506,422 1.0 50.9
09年 35 7,517 △164 1,429,289 △5.1 50.3
10年 35 6,784 △733 1,437,118 0.5 58.9
11年 35 6,727 △57 1,433,431 △0.2 58.1
12年 36 6,975 248 1,482,079 3.4 58.6
13年 36 6,958 △17 1,533,056 3.4 60.7
14年 36 6,952 △6 1,506,695 △1.7 59.6
15年 36 6,801 △151 1,476,820 △2.0 58.6
注１）　（財）国民休暇村協会、平成３年（1991）：三十年のあゆみ（4041）から作成。
注２）　旧宿泊定員（平成９年まで）は、和室は２畳を１人、10畳５人、８畳４人、６畳３人。
　洋室・室内設置はベット数。
 　新宿泊定員（平成10年以降）は、和室10畳４人、８畳３人、洋室・室内設置ははベット数。
注３）　宿泊者数は佐渡を除く35ヵ所休暇村の宿舎の宿泊者数。
注４）　＊は統計が採られていない年度。
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年（1965）度で20％台、昭和43年（1968）度は30％を超えるが昭和45年（1970）
度では35.7％と、40％以下の低い利用率で推移している。休暇村宿舎には付帯し
て多目的ホールが整備された。これらの付帯施設は自然学習や学校団体利用など
に効果を発揮し、それまでの集団施設地区にはみられない休暇村独自の施設と
なった。
　キャンプ場は20ヵ所のうち８割にあたる16ヵ所の休暇村で整備された。キャン
プ場は主に地域の学校団体の利用を考慮して整備され、キャンプ中における宿舎
の浴場利用や多目的ホールでの自然学習など、キャンプ場と宿舎を一体的に利用
する休暇村らしいキャンプが行われた。また、スキー場は８ヵ所、水泳場は10ヵ
所整備された。
　第１期は20ヵ所の休暇村が開設され、立地条件を活かした夏季・冬季利用の野
外レクリエーション施設が集中的に整備されたことが特徴である。この期間を休
暇村の確立期と位置づける。
　（２）第２期（昭和46年～55年）の特徴
　昭和46年（1971）７月に環境庁が発足し、厚生省所管の休暇村事業は環境庁自
然保護局に移管された。この年、休暇村の増設を図るために予算要求した「国民
休暇村設置調査費」の75万６千円が認められた。環境庁は調査の上、20ヵ所の休
暇村の整備を目途とする「国民休暇村整備５ヵ年計画」を策定した。しかし、開
設された休暇村は、昭和47年（1972）の那須から昭和55年（1980）の茶臼山高原
まで、９年間に12ヵ所にとどまった。
　この第２期における立地の特色は、第１期の場合は都道府県が設置を要望した
候補地の中から立地を選定したのに対し、事前に環境庁が調査し地域バランスを
総合的に考慮して立地を決定している点である。その結果、第１期に立地した休
暇村と合わせて32ヵ所の休暇村が全国的に分布することになり、休暇村のネット
ワークが形成された。
　この期の宿泊定員は、昭和47年（1972）度に宿舎の改築等の影響で一時的に減
少し4,000人を下回るが、その後、休暇村10ヵ所の増設により昭和54年（1979）
度には宿泊定員は6,000人を超え、宿泊収容力は順調に伸びた。宿泊利用率は昭
和47年（1972）度に47％を超え、昭和48年（1973）度の47.2％をピークに減少に
転じ、昭和50年（1975）度には40％を下回り、その後も減少し、昭和55年（1980）
度にはこの期の最低値である37％となった。こうした動向を反映し、宿泊者数の
対前年度伸び率も−0.9％と初めてマイナスに転じた。
　一方、宿舎以外の施設の整備状況をみると、第２期の後半から宿舎に付帯して
プールの整備が始まり６ヵ所の休暇村に整備された。これらの休暇村には近接し
て海水浴場があるが、海水浴による身体の汚れや波を嫌う利用者から、安全で清
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潔なプールで泳ぎたいという強い要望を受けて整備されたものである。また、テ
ニスブームの影響を受けて12ヵ所の休暇村でテニスコートが整備された。こうし
た都市型のレクリエーション施設の導入は、休暇村利用の多様化とみることがで
きる。
　第２期は12ヵ所の休暇村が開設し、32ヵ所の休暇村が全国的に分布したこと、
都市型のレクリエーション施設が整備されたことが特徴である。したがって、こ
の期間を拡大期と位置づける。
　（３）第３期（昭和56年～平成５年）の特徴
　第３期の13年間は休暇村の新設はなく、既設の宿舎のリニューアルとキャンプ
施設が積極的に整備された期間である。
　休暇村宿舎の整備が始まって20年が経過し、特に、第１期に整備された宿舎は
狭隘、貧弱なうえ老朽化が進み、宿泊客のニーズに合わなくなっていた。事実、
前期の10年間では宿泊定員は増加するが、宿泊利用率は40％以下で推移し、宿泊
者の対前年度伸び率も開設以来はじめてマイナスに転じるなど危機的状況にあっ
た。こうした動向に対し（財）休暇村協会は、低迷する宿泊利用の直接的な原因
は宿舎の施設規模や構造にあると判断し、宿舎の抜本的な再整備を行った。具体
表−７　国民宿舎の設計基準と近江八幡の宿舎規模の比較
国民宿舎設計基準　注１） 休暇村近江八幡　注２）
項　　目 基準・方針
旧東館 西館
昭和38年（1963）整備 昭和56年（1981）整備
１．１人当床面積 13.2㎡〜16.5㎡（４坪〜５坪） 14.16㎡ 21.95㎡
２．建物構造
①木造　②防火構造
③コンクリートブロック
④ＲＣ造
・RC造
・地下１階地上４階建
・延床面積2,832㎡
・RC造
・３階建
・延床面積3,291㎡
３．収容定員 原則100人程度 200人（旧定員）　注３） 150人（旧定員）　注３）
４．客室の広さと数
・畳２帖＝１人（20畳を最大収容力）
・洋室、バックスタイルはベット数
15.5畳×３室 10畳・BT付×６室
14畳×１室 20畳・T付×１室
12畳×２室 ８畳・Ｔ付×27室
10畳×７室 （BT：バス・トイレ）
８畳×９室 （T：トイレ）
7.5畳×１室
６畳×13室
計36室 計34室
５．主要部分の広さ
・ロビー・ホール又は談話室
　　　　　（設けること）
140㎡
（0.7㎡ /１人）
180㎡
（1.2㎡ /１人）
・食堂（0.3〜0.5坪 / 収容定員１人当） 196㎡ 180㎡
・厨房 72㎡ 220㎡
・集会用広間（0.5坪 / 収容定員１人当） 125㎡ 158㎡
・浴場（男女別） 33㎡
（0.2㎡ /１人）
53㎡
（0.4㎡ /１人）
・会議室 0 0
・娯楽室 50㎡ 0
注１）　「国民宿舎の設置及び運営について（依命通達）」：昭和38年10月16日、厚生事務次官
注２）　（財）休暇村協会施設部資料により作成。 
注３）　旧定員：和室・２畳１人算定、10畳５人、８畳４人、６畳３人、洋室・室内設置ベッド数
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的には昭和56年（1981）に近江八幡で増設した宿舎（西館）の施設規模をモデル
にして、宿舎の大規模な増改築や建て替えを実施したのである。
　近江八幡は昭和37年（1963）７月に第１号の休暇村として開設され、宿舎（旧
東館）は表−７に示したように国民宿舎の施設基準を基に翌38年（1963）に建設
された。しかし、建設から18年が経過して老朽化が進み、利用者の新しいニーズ
と増大に応えるため、新たに宮ヶ浜に接して西館（写真−１）を増設したのであ
写真−１　休暇村近江八幡宿舎の整備変遷
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る。表−７の中に示したように旧東館と西館の施設規模を比較すると、旧東館の
一人当たりの床面積は14㎡に対し西館は22㎡と57％増加し、西館の客室にはバ
ス・トイレが付き、ロビー・ホールなどのパブリックスペースは約30％増え、全
体にゆとりと快適性の向上が図られていることがわかる。西館の施設規模は、他
の宿泊施設の増改築基準となった。平成３年（1991）までに整備された宿泊施設
（休暇村宿舎35棟、温泉館等３棟）の平均一人当り床面積は21.22㎡７）と、近江八
幡・西館の21.95㎡とほぼ同程度に改善された。
　昭和56年（1981）以降の継続的な宿舎のリニューアルによって、宿泊定員は昭
和56年（1981）度の6,778人から平成５年（1993）度の7,783人と13年間に1,005人
増加した。宿泊定員の増加、宿泊空間のゆとりと快適性の回復等によって利用者
も次第に増加し、平成５年（1993）度の宿泊者数は過去最高の153万人に達した。
宿舎の再整備は休暇村利用に大きな効果をもたらしたことを裏付けている。
　休暇村のキャンプ場は公共施設として整備され、その大半は昭和55年（1980）
までに整備を終わった。当時、キャンプ場の利用は学校団体が主流であった。表
−８に示した昭和56年（1981）度の利用者構成をみると学校団体が47％を占め、
一般団体とファミリーは学校団体の半数以下となっている。しかし、人口の都市
集中による都市化・核家族化、ライフスタイルの変化、自然志向の高まり等から
ファミリーキャンプが増大し、かつて休暇村キャンプの中心であった学校団体利
用は、昭和59年（1984）度にはファミリー利用と肩を並べ、昭和62年（1987）度
はファミリー利用が主流となった８）。平成３年（1991）度には表−８に示したよ
うにファミリー利用は50％を超えた。しかも、従来のキャンプ場はキャンプサイ
トへの移動や荷物の運搬に負担が大きく、ファミリー利用にとって使いづらい施
設になっていた。このため運営管理者である（財）休暇村協会は、施設整備者で
ある環境庁（現環境省）及び地方自治体に対しキャンプ場の一部にオートキャン
表−８　休暇村・夏期キャンプ場の利用者の構成と割合
利用者区分
昭和56年（1981）度 平成3年（1991）度
キャンプ場　20ヵ所　注１） キャンプ場　25ヵ所　注２）
利用者数（人） 構成割合 利用者数（人） 構成割合
学校団体 69,499 47% 35,600 19%
一般団体 29,149 20% 21,386 12%
グループ 18,985 13% 22,376 12%
ファミリー 28,512 19% 95,182 52%
その他 3,219 2% 8,588 5%
計 149,364 100% 183,132 100%
注１）　中島都志明（1983）：国民休暇村の利用、国立公園、409、10の資料から作成。
注２）　（財）休暇村協会「平成３年度夏期キャンプ場営業結果について」通知内の資料から作成。
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プサイトの新設や既存サイトへの車乗り入れのための再整備を要望した。一方、
環境庁は国立・国定公園内で家族が自然とふれあいながら滞在できるグレードの
高いキャンプ場の整備に着手した。すなわち、平成５年（1993）度から５ヵ年計
画で国立・国定公園内の14ヵ所に「自然体験滞在拠点（エコロジーキャンプ）」
を整備することを決定したのである。エコロジーキャンプ場はキャンプサイト、
セントラルロッジ、水洗トイレ、炊事棟、ミニ・ビジターセンター、自然観察路、
小動物観察施設等を一体的に整備するもので、安全で利用し易いいキャンプ場を
目指した。平成５年（1993）６月、第１号地として蒜山、周防形、関岬の３地区
の計画が承認され、このうち蒜山及び関岬（平成７年に休暇村佐渡となる）は休
暇村である。休暇村は自然環境に恵まれ長期滞在に適した環境にあり、また、自
然解説等のソフト事業を展開できる十分な運営管理が見込まれるなど、エコロ
ジーキャンプ場の適地として認められたためである９）。
　このように、昭和56年以降は宿舎の大規模なリニューアルが行なわれ、キャン
プ場は新しい利用動向に対応したキャンプサイトの整備等、施設の再整備が盛ん
に実施されたことが特徴であり、平成５年までの期間を再生期と位置づける。
　（４）第４期（平成６年～現在）の特徴
　昭和55年（1980）７月、茶臼山高原と吾妻山が開設されてから14年の後に休暇
村日光湯元が開設し、続いて休暇村佐渡、越前三国及び富士が開設した。
　日光湯元は既存の集団施設地区の一画を休暇村区域とし、施設は従前から存在
していた宿舎を（財）休暇村協会が買い上げ宿舎事業の経営譲渡を受けて宿舎を
建て替え休暇村宿舎とし、この宿舎を中心とする休暇村としたのである。
　佐渡は佐渡弥彦米山国定公園の関岬集団施設地区を休暇村としたものである
が、立地環境、アクセス等の観点からキャンプ場を主体とする休暇村とした。宿
舎は整備されていない。
　日光湯元、佐渡及び南紀勝浦は、いずれも単一の利用施設をもって休暇村とし
たもので、他の休暇村と異なる形態の休暇村である。ただし、南紀勝浦は集団施
設地区ではなく、公園計画における単独施設地区（宿舎）に宿舎を整備して休暇
村としたものである。　
　日光湯元は既存宿舎を建て替えて休暇村とし、佐渡は新潟県が補助事業で整備
したキャンプ場を休暇村とした。いずれも、（財）休暇村協会のイニシアルコス
トを抑え休暇村を整備し経営したいという協会の意図が反映している10）。
　この期における宿泊定員状況をみると、平成７年（1995）度は開設以来最高の
8,050人となっている。しかし、平成10年（1998）度には宿泊定員の算定方式の
変更と宿舎の増改築によって6,784人に減少する。その後、平成15年（2003）度
まで宿泊定員は6,700〜6,900人、宿泊者数も150万人前後で推移する。宿泊利用率
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は平成６年（1994）度で52％、翌年から50％台にもどるが、平成10年（1998）度
は一挙に58％に、さらに平成13年（2001）度は過去最高の60.7％となった。宿泊
定員がほぼ一定に拘わらず宿泊利用率は上昇している。
　この期に整備された特記すべき施設は、温泉利用施設と天文台である。休暇村
の温泉は、開設当初から周辺の温泉地から引湯したものであったが、平成８年
（1996）から休暇村の区域内で温泉の掘削を行い、自噴温泉の確保に努めた。そ
の結果、平成15年（2003）までに７ヵ所の休暇村で温泉掘削に成功し、豊富な温
泉湧出によって浴槽の大型化、露天風呂の整備等が進み、多様な温泉利用が可能
になった。
　また、平成４年（1992）に南淡路で初めて天文台が整備された。それまで屋外
で実施してきた星空観察を、宿舎内に設けた天文台によって宿泊客をはじめ地域
の愛好家を含む幅広い星座観察が行なわれようになった。天文台は休暇村の環境
を活かした新しい利用施設として、平成15年（2003）までに６ヵ所の休暇村に整
備された。
　このように、第４期は日光湯元と佐渡の新しい形態の休暇村の開設、温泉や天
文台など質の高い自然との触れ合い施設の整備など、休暇村形態の転換を指摘す
ることができる。平成６年（1994）から現在までの期間を転換期と位置づける。
４．休暇村整備計画の達成状況
　これまで、休暇村の施設整備計画、事業決定、施設整備費及び施設の整備過程
について論述してきたが、本節では休暇村整備計画の達成状況を明らかにするも
のである。第１は休暇村の建設計画と実績、第２は施設の整備計画と実績につい
て検証した。その結果は表−９に示したとおりである。
　（１）休暇村の建設計画と実績
　休暇村の建設計画は第一期、第二期及び第二期以降に分けられる。
　第一期の計画は、昭和35年（1960）に厚生省が策定した「国民休暇村」計画に
示されたように、全国の国立・国定公園内に22ヵ所の休暇村を建設する計画であ
る。休暇村は第１次指定10ヵ所（裏磐梯等）、第２次指定10ヵ所（志賀島等）、計
20ヵ所が昭和44年（1969）にまでに建設された。建設期間は予定の５ヵ年から
７ヵ年に延長されたが、建設ヵ所数は計画ヵ所数に近く、建設計画はほぼ達成し
ている。
　第二期の計画は昭和47年（1972）に策定された。この計画策定の前年、昭和46
年（1971）に環境庁が発足し、それまで厚生省（国立公園部）にあった休暇村の
所管は環境庁（自然保護局）に移管された。新設の環境庁は休暇村の充実と発展
を図るために、昭和47年（1972）を初年度とする５ヵ年間に20ヵ所の休暇村を建
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表−９　休暇村施設の計画と実績
［2007現在］
施設区分
計画施設　注１） 整備施設　注２）
施　設　名 変更・廃止 施　設　名 休暇村数／ヵ所数
公共施設
車　道 車　道 36休暇村
歩　道 解説標識整備 自然の小径 35休暇村
駐車場 駐車場 36休暇村
園　地
園地の一部利用
園地の一部利用
園　地
　ゲートボール場
　グランドゴルフコース
32休暇村
６ヵ所
８コース
休憩所 休憩所 18棟
レストハウス レストハウス（食堂） ９棟
公衆便所 廃　止 ─ ─
キャンプ場
キャンプサイト
キャンプセンター
セントラルロッジ
オートキャンプの追加
キャンプ場
　キャンプサイト
　オートキャンプサイト
　キャンプセンター
　セントラルロッジ
30休暇村
1,658サイト
819サイト
２棟
11棟
運動場 運動場 3ヵ所
海（湖）水浴場 近江八幡以外市町村設置 海（湖）水浴場 9休暇村
植物園 廃止 ─ ─
博物展示施設の追加
博物展示施設の追加
博物展示施設の追加
ビジターセンター
スノーケルセンター
天文台
７棟
１棟
６棟
桟橋 桟橋 ２ヵ所
給水施設 給水施設 36休暇村
汚物処理施設 市町村施設に利用変更 ─ ─
有料施設
宿泊施設
　宿　舎
　コテージ・ケビン
　ダイニングロッジ
宿泊施設
　宿　舎
　コテージ・ケビン
　ダイニングロッジ
35休暇村
６休暇村
１棟
スキー場
　スキーロッジ
　スキーリフト
　ロープトウ
スキー利用の追加
スキー利用の追加
スキー場
　スキーロッジ
　スキーリフト
　ロープトウ
　クロスカントリー
　スノーシュー
10休暇村
９棟
７休暇村
４休暇村
１休暇村
１休暇村
水泳場
　バースハウス
　舟遊施設
　プール
水泳場
　バースハウス
　舟遊施設
　プール
２棟
２ヵ所
18休暇村
運動施設
　テニスコート
　レクリエーションセンター
　運動場
運動施設
　テニスコート
　レクリエーションセンター
　運動場
28休暇村
６棟
３ヵ所
遊戯施設 廃　止 ─ ─
博物館 廃　止 ─ ─
水族館 廃　止 ─ ─
体育館 廃　止 ─ ─
温　室 廃　止 ─ ─
登山歩道（索道） 登山歩道（索道） ４基
そ の 他
電気・電話 電気・電話 36休暇村
温泉施設
　温泉引湯施設
追加整備
温泉施設
　温泉引湯施設
　温泉掘削
12休暇村
７休暇村
注１）　計画施設：昭和37年（1962）第一次指定10ヵ所休暇村の事業計画における施設。
注２）　整備施設：昭和37年（1962）から平成13年（2001）度までに整備された施設。（整備後廃止された施設は含めない。）
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設する第二期休暇村整備計画を策定した。しかし、昭和45年（1970）年前後から
起こる自然環境保全運動の高まりや、既存休暇村の経営不振等から建設は計画ど
おり進展しなかった。昭和47年（1972）の那須から昭和55年（1980）の茶臼山高
原の建設まで、８年間に12ヵ所の建設にとどまり、20ヵ所の建設計画に対し12ヵ
所の建設で達成率は６割である。
　第二期以降（昭和56年（1981）から平成15年（2003）までの期間）は、第一期、
第二期と同様な建設計画は策定されていない。この期間は地方自治体等から設置
要望があった場合は個別に対応し、調査、検討のうえ休暇村を建設した。平成６
年（1994）の日光湯元から平成12年（2000）の富士まで６年間に４ヵ所の休暇村
が建設された。
　第一期及び第二期の休暇村建設計画ヵ所数は42に対し、建設された休暇村ヵ所
数は32で、達成率は８割弱である。第二期以降の建設計画は策定されず、順次
４ヵ所が建設された。現在、沖縄を除く日本列島の各地に36の休暇村があり、全
国の国立・国定公園に休暇村を整備するという所期の目的はほぼ達成していると
認められる。
　（２）施設の整備計画と実績
　休暇村の施設は公共施設、有料施設、その他の施設（電気、電話等）から成る。
これら施設の計画、整備実績等は表−９に示したとおりである。
　公共施設のうち、歩道はほぼ全休暇村に整備されている。解説標識等を整備し
た歩道「自然の小径」は、佐渡を除く全休暇村に整備された。歩道は、当初、休
暇村区域内に整備されたが、現在ではこの歩道に周辺地域の道路と結ぶウォーキ
ングコースが加わり、広域な自然探勝歩道となっている。
　園地は32の休暇村に整備された。しかし、南伊豆等４ヵ所の休暇村は隣接した
集団施設地区の園地を利用しているため、実質的には園地は全休暇村に存在す
る。また、園地の一部はゲートボールやグランドゴルフコースなどスポーツや運
動広場として複合的に利用されている。
　キャンプ場は館山等６ヵ所の休暇村を除く30の休暇村に整備された。キャンプ
場は、当初、固定又はフリーのキャンプサイトが主体であったが、平成に入って
オートキャンプサイトが整備され、平成19年（2007）現在のサイト総数は約2,500
である。キャンプ場の計画と実績を第１次指定休暇村（裏磐梯等）10ヵ所につい
てみると、計画収容力は6,350人に対し、平成19年（2007）の収容人員は2,427人
と達成率は38％と低い。その要因は、計画に対し十分なサイト用地が確保できな
かったためである。
　植物園は、運営管理上の問題から整備されなかった。代わってビジターセン
ター等の博物展示施設補注５）や天文台が整備された。ビジターセンターは昭和45
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年（1970）から７休暇村に、天文台は平成４年（1992）に南淡路で整備されて以
来６休暇村に整備された。
　有料施設のうち、宿舎は佐渡を除く35の休暇村に各１棟（近江八幡及び蒜山高
原は２棟）整備された。宿泊収容力の計画達成状況を第１次指定休暇村10ヵ所に
ついてみると、計画収容力は9,100人に対し平成19年（2007）の宿泊定員は2,529
人である。達成率は約30％弱である。計画が過大であり、しかも整備資金の不足
が低い達成率となったと考えられる。コテージは第１次指定休暇村10ヵ所のうち
８休暇村で計画され、計画収容力は5,850人に対し平成19年（2007）の宿泊定員
は578人で達成率は10％である。コテージは新設と廃止を繰りかえした結果、低
い達成率となった。
　スキー場は10の休暇村に整備された。スキー場にはリフト、ゲレンデ、休憩施
設等があり、平成に入ってクロスカントリー、スノーシュー等の利用が行われて
いる。
　プールは昭和52年（1977）に整備されて以来、18の休暇村に、テニスコートは
昭和48年（1973）以降、28の休暇村で整備された。
　なお、第１次指定休暇村の事業計画には有料施設として遊戯施設、博物館、水
族館、体育館及び温室が計画されたが、資金や経営上の問題から実現されなかっ
た。
　以上、施設の計画、整備、実績について論述してきたが、次のように要約する
ことができる。
　①昭和36年（1961）から平成15年（2003）までに、休暇村の公共施設に投入さ
れた整備費（直轄費および補助金）は約403億円である。この整備費は、年度に
よって多い年で37.6％に達し、少ない年は８％と変動はあるものの全体としては
全国の国立・国定公園に投入された整備費の２割弱である。このことは、国は特
定の集団施設地区（休暇村）に集中的に施設を整備し、理想的な利用拠点を造成
する方針を貫らぬいてきた結果とみることができる。一方、（財）休暇村協会は
約872億円の設備投資を行い、この額は公共施設整備費の約2.2倍にあたる。（財）
休暇村協会は開設当初から、数年間の補助金を除いて自己資金、年金福祉事業団
融資、公益法人団体の助成金等多様な資金を用いて計画的、統一的に整備し一元
的に運営を行ってきた。この持続的な整備と維持管理が安定的な休暇村利用を支
えてきたのである。
　②休暇村の整備過程は確立期、拡大期、再生期及び転換期の４つの時期に区分
できた。確立期は休暇村の基盤が確立した時期で、新しい形態の集団施設地区：
休暇村が20ヵ所整備された。スキー場、水泳場等属地性の高い施設がこの時期に
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整備されている。拡大期には12ヵ所の休暇村が整備され、沖縄を除く本州、北海
道の各地に32の休暇村が建設され、休暇村ネットワークが構築された。プール、
テニスコートなど都市型のレクリエーション施設の整備も進んだ。再生期は休暇
村の施設が新たに生まれ変わる時期である。開設以来十数年を経過して老朽化し
た宿舎の増改築、設備の再整備等、抜本的な改善が行われ、その成果として宿泊
利用率が向上した。また、キャンプ利用は団体利用から家族利用へと転換し、そ
れに対応したオートキャンプサイトの整備等施設の再整備が行なわれた。転換期
は、従来の休暇村の形態とは異なる休暇村が整備された。宿舎やキャンプ場等、
単一施設をもって休暇村とする日光湯元や佐渡が整備された。また、休暇村富士
は休暇村内に環境省等複数の団体によって運営管理される「自然塾」をもつ新し
い形態の休暇村である。
　③休暇村の建設計画と実績をみると、第一期では22ヵ所の計画に対し20ヵ所、
第二期は20ヵ所に対し12ヵ所、第二期以降では計画は無く４ヵ所の休暇村が建設
された。一方、施設整備では、歩道、園地、キャンプ場等の公共施設は概ね全休
暇村に整備された。宿舎は原則として各休暇村に１棟整備され、当初の事業計画
には無かった天文台は６ヵ所に整備された。
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15
補　注
補注１）国立公園を始めとする自然公園等における施設整備事業の予算項目名は、平成
５年11月の財政制度審議会において「近年の社会情勢や国民のニーズを踏まえ
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て、公共事業関係費の範囲の見直しを検討すべきである」との報告をきっかけ
に変更された。平成６年（1994）から自然公園等における施設整備事業は公共
事業として位置づけられ、従来の予算項目名である「自然公園等施設整備費」
は「公共事業関係費」となった。
補注２）「休暇村宿舎」は（財）休暇村協会が自然公園法第14条第３項の認可を得て宿
舎事業として執行する宿舎で、年金福祉事業団が取り扱う厚生年金、国民年金
の特別融資を（財）休暇村協会が直接融資を受けて整備する宿泊施設である。
平成14年４月の自然公園法改正により、国及び公共団体以外の者が環境大臣の
認可を受けて行う公園事業の規定は自然公園法第９条第３項に定められた。
補注３）「国民宿舎」とは、自然公園や国民保養地等の自然環境に優れた休養地に国民
の健全なレクリエーションと健康の増進を図るために建てられる宿泊施設であ
る。環境省が定めた国民宿舎の要件を備えた低廉で快適に利用できる施設であ
る。整備資金は厚生年金、国民年金の積立金還元融資（特別地方債）などが使
われている。自然公園内に設置される宿舎は休暇村宿舎と同様に自然公園法に
基づく宿舎である。
補注４）休暇村宿舎の宿泊定員の算定方式（財団法人休暇村協会）
　　　　①昭和36年（1961）から平成９年（1997）まで（旧定員）
　　　　　和室は２畳１人、10畳５人、８畳４人、６畳３人、洋室・室内設置ベット数。
　　　　②平成10年（1998）以降（新定員）
　　　　　和室は10畳４人、８畳３人、洋室・室内設置ベット数。
補注５）博物展示施設
　　　　博物展示施設は、主としてその公園の地形、地質、動物、植物等の自然科学又
は考古学、歴史等の人文科学に関し、公園利用者が容易に理解できるようにす
るために、それらに関する実物標本、模型、写真、図表等を平易簡明に展示す
るための施設（ビジターセンター、自然研究路、解説標識等）をいう。
　　　　（国立公園における事業決定及び変更の取り扱いについて・昭和50年７月１日環自計第349号別表）
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第４章　休暇村陸中宮古の整備と地域貢献
　厚生省は、昭和38年（1963）６月に策定した「国民休暇村─その建設と運営─」
の中で、休暇村の建設は国立公園等が所在する地方自治体の地域開発計画の振興
を考慮して行うものであることを明確にしている１）。この考え方は、休暇村は単
なる自然公園計画上の利用拠点にとどまらず、休暇村が地域に及ぼす経済効果や
社会貢献を期待する意図を読み取ることが出来る。
　休暇村は極力既存の観光地を避けて立地した結果、大半の休暇村は観光レクリ
エーション地としては未開発の地域に立地することになった。そのため休暇村の
建設にあたっては、休暇村を誘致した地元地方自治体が道路、電気、水道など基
盤施設を整備しなければならなかった。反面、休暇村の立地は休暇村周辺におけ
る観光資源の開発を促し、休暇村への地元雇用、生産品の調達等地域との結びつ
きを深めてきた。しかし、すべての休暇村が同様な地域との関わりをもっている
わけではない。立地条件によって関わりの内容や度合いは異なる。したがって、
休暇村の地域への影響や貢献の実態を明らかにするために、他の休暇村と共通す
る事例を多く持つ休暇村陸中宮古を対象に調査を行ない、分析と考察を行ったも
のである。
　調査方法は、①休暇村の整備過程および利用状況については環境省自然保護官
事務所、岩手県、宮古市及び（財）休暇村協会の資料、②民宿の整備、利用、運
営等については宮古民宿協会及び民宿経営者の資料、聞き取り調査結果を用いて
分析・考察を行なった。なお、民宿経営者の現地聞き取り調査期間は、平成15年
（2003）５月15日から17日である。
１．休暇村陸中宮古の整備過程
（１）立地の背景と開設
　前章で述べたとおり、「国民休暇村」計画が発表されると、それまで自然公園
が指定されても地域にこれといった利用施設が整備されていないと感じていた地
方自治体は、早速、厚生省に対し積極的に休暇村誘致運動を展開した。岩手県で
は、当初、二つの地方自治体が休暇村誘致に乗り出した。十和田八幡平国立公園
の岩手山麓に設置を要望した雫石町と陸中海岸国立公園の田老地区に設置を要望
した田老町である。しかし、１県に２ヵ所の休暇村を同時に設置することは不可
能と考えた岩手県は、要望ヵ所を調整し最終的に十和田八幡平国立公園の岩手山
麓とすることにしたのである２）。田老地区の設置要望は見送られたが、15年後、
今度は宮古市が田老地区の南にある姉ヶ崎に休暇村を誘致することになった。
第４章　休暇村陸中宮古の整備と地域貢献
90─ 　 ─
　休暇村陸中宮古は陸中海岸国立公園にあり、図−１の中に示したように宮古市
浄土が浜の北約４キロメートルにある。昭和49年（1974）４月に22番目の休暇村
として開設された。その結果、岩手県は十和田八幡平国立公園の休暇村岩手網張
温泉及び陸中海岸国立公園の休暇村陸中宮古と、山と海に二つの休暇村をもつこ
とになった。
　姉ヶ崎地区に休暇村の誘致を働きかけた当時の宮古市長中居英太郎氏は、休暇
村を誘致する意義を「観光開発は自然を守るものでなければならない、姉ヶ崎に
国民休暇村を誘致するのも恵まれた自然環境をそこなうことなく、自然のままに
保護しようとするため」とし、「休暇村の面積は30ヘクタールであるが公共施設
を多くし有料施設はレストハウス、国民宿舎など必要最小限にとどめ自然資源が
豊かな休暇村を造成」することを期待した３）。
（２）休暇村の土地確保と基盤施設の整備
　陸中海岸国立公園は、岩手県の久慈から宮城県気仙沼に至る典型的なリアス式
海岸を対象に、昭和30年（1955）５月に国立公園に指定された。宮古地区はこの
海岸線のほぼ中央部にあり、浄土が浜、絶壁の海岸、ウミツバメの繁殖地・日の
出島などすぐれた自然がある。国はこの海岸線一帯を国立公園の特別地域にする
とともに、昭和30年５月に「浄土ヶ浜集団施設地区」、昭和39年（1964）12月に「田
老集団施設地区」を決定し、２地区間を結ぶ歩道等を整備して自然風景地の保護
と利用を図ってきた。昭和47年（1972）10月に浄土ヶ浜と田老の中間にある姉ヶ
崎に集団施設地区計画を決定し、名称を「宮古国民休暇村集団施設地区」とした４）。
休暇村名を冠した集団施設地区の例としては他に「鹿沢国民休暇村集団施設地
区」がある。
　休暇村陸中宮が決定される以前の姉ヶ崎地域の土地状況は、図−２に示す地形
図のとおりである。昭和44年（1969）当時の土地利用状況をみると古里、日出島、
大付などの集落とそれらを結ぶ里道がある程度で、他はほとんど森林地域である
ことがわかる。観光レクリエーションのための土地利用はほとんど見られない。
したがって、休暇村整備にあったては土地の確保とともにアクセス道路、給排水
施設、電気電話等の関連施設の整備が不可欠であった。宮古市は、昭和47年度補
正予算に休暇村建設のための用地買収費4,058万円を追加計上し、約30ヘクター
ルの土地を17名の土地所有者から買収した。この宮古市の所有地は環境庁（現環
境省）、岩手県及び（財）休暇村協会が整備する施設用地として提供され、宿舎、
駐車場、園地、歩道、ビジターセンター等の施設が整備された。
　また、宮古市は土地の提供の他に崎山−古里−休暇村を結ぶ全長３km、幅員
５ｍの市道を7.5ｍに拡幅し、舗装して休暇村へのアクセス道路とし、同時に、
水道（給水量1,000t/ 日）、電話（４回線）及び電気（200kw/h）の整備を市の単
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独事業で実施した。こうした休暇村の立地に伴う宮古市の関連施設の整備は、結
果的に海岸部における民宿や海水浴場等の観光レクリエーション施設の開発、別
荘や住宅地の整備を促すことになった。
図−１　休暇村陸中宮古と民宿整備地区の位置
国土地理院２万５千分１地形図（平成10年発行）
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図−２　姉ヶ崎地区の土地利用の変化
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２．休暇村立地と利用の特徴
（１）宿舎と地域利用
　休暇村は、写真−１に示したように、ブナ、ナラなど落葉広葉樹が生育するリ
アス式海岸台地に立地した。休暇村の施設は台地上に宿舎及び園地を整備し、台
地の下方にキャンプ場及び水泳場を整備する計画であった。しかし、台地の周辺
は海食崖で海辺キャンプ場や海水浴場を整備することが不可能であったため、
キャンプ場は宿舎から1.5km離れた中の浜に整備し、水泳場は中の浜に隣接する
女
お な つ べ
遊戸の海浜に宮古市が設置する海水浴場を休暇村の水泳場として活用すること
にした。したがって、休暇村の区域は台地にある宿舎、園地等を含む範囲とし、
その面積は27.6ha である。全36ヵ所の休暇村の平均面積は50.2ha（平成13年現在）
であり、陸中宮古は平均面積のほぼ６割である。しかし、台地上の宿舎や園地と
台地下の中の浜キャンプ場、海水浴場は市道で一体的につながり休暇村を形成し
ているため、休暇村の区域はは全休暇村の平均面積と同程度と看做すことができ
る。
　宿舎の宿泊定員は202人（平成13年現在）で、休暇村宿舎の平均的な規模であ
る。宿舎は姉ヶ崎先端部の海食崖に近い場所に建設されたが、これは地域住民の
要望を尊重した結果である。その要望とは、姉ヶ崎の先端部は本州で一番早い日
の出を見ることができる場所で、元旦には地元住民が日の出を遥拝する場所とし
て古くから親しまれており、宿舎の位置は地域の習慣に支障を与えないこと、宿
舎の屋上には遥拝のために自由に登ることができること、ロビーからも日の出を
観賞できるよう設計に配慮することなどであった。要望を受け入れ、宿舎は日の
出鑑賞に絶好な場所に整備されている。また、宿舎には当初から「神殿」を備え
た170畳の大広間が整備され、地域住民の集会、結婚式、披露宴会場として利用
写真−１　休暇村陸中宮古（2006.５）
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されてきた。このような施設整備状況をみると、陸中宮古は地域のコミュニティ
センターとしての役割も果たしてきたと言うことができる。
　地域の人々は休暇村陸中宮古をどの程度利用しているか、地元住民の宿泊、休
憩等の利用状況を調査した結果は表−１に示したとおりである。この表から宿泊
者と休憩利用者とでは大きな違いがあることが分る。すなわち、平成15年（2003）
度の宿泊者のうち、岩手県外の利用者は69.5％に対し、県内は30.5％で、県外か
らの来訪者が約７割を占め、岩手県内のうち宮古市居住者は11.7％と１割強であ
る。これに対し休憩利用者は地元利用が圧倒的に多く、宮古市居住者は69.0％を
占めている。この結果から宮古市民が日常的に休暇村を利用していることが明ら
かになった。
　陸中宮古の宿泊と休憩利用の推移については図−３に示したとおりである。宿
泊利用者は開設以降年間３万人以上で推移し、平成３年（1991）には過去最大の
年　度 利用形態 利用者数（人）
利用者の居住地別割合（%）
岩手県内
岩手県外
宮古市 盛岡市 宮古市・盛岡市除く
平成15年度
宿　　泊 30,399  11.7% 6.8%  12.0%  69.5%
休　　憩 17,100  69.0% 0.5%  30.1%   0.4%
平成14年度
キャンプ  2,557 30% 40% 10% 20%
水　　泳  6,777 30% 50% 10% 10%
注）表は休暇村陸中宮古の資料より作成。
表−１　休暇村陸中宮古における利用者数と居住地別割合 
図−３　休暇村陸中宮古の宿泊者数と崎山地区の民宿軒数の推移
─昭和49年（1974）〜平成13年（2001）─
注）図は休暇村陸中宮古の統計資料「休暇村利用状況」により作成。
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４万６千人となったが翌年から減少する。平成13年度の宿泊者は３万４千人で全
36休暇村の平均宿泊者４万３千人を約１万人下回っている。休憩利用者数の推移
をみると、年間５千人から２万人の間で推移し、平成13年（2001）度の休憩利用
者は19,269人である。この休憩利用者数は全36休暇村の平均休憩利用者7,120人の
2.7倍である。このことからも陸中宮古は、地域に密接に結びついた休暇村であ
ることがわかる。
　一方、宿舎の経営と地元との関わり合いをみるために、職員の地元雇用、食材
調達状況について調査を行った結果を表−２に示した。宿舎の年間雇用者は66名
で２名を除く他の雇用者全てが宮古市居住者である。食材は一部の加工品を除
き、ほとんど宮古市内で調達されている。土産品に関しては、宮古市内の産業構
造との関係もあって休暇村が扱いたい品物の調達が無理なものも多くあり、地元
調達は58%である。生鮮食料品は８〜10割、土産品の約６割が地元宮古市から供
給されている。休暇村は地域経済に少なからず寄与していることがわかる。
（２）自然観察、環境保全活動の特徴
　休暇村陸中宮古における自然観察等の活動は、開設以来、休暇村を中心に周辺
地域を含む広い範囲で行われてきた。平成15年（2003）度における自然観察、環
境保全活動などの参加状況は表−３に示したとおりである。自然観察等の指導や
自然解説は、レクリエーションリーダーや自然観察指導員等の資格をもつ休暇村
職員や宮古地区の国立公園自然保護官があたる。これらの活動の中には小・中学
校の総合学習の一環として学校と休暇村が協調して実施する自然学習もあり、活
動は園地、歩道、ビジターセンター、会議室等の休暇村施設を一体的、有機的に
項　　目 宮古市 盛岡市 岩手県外
雇用者数（人）
注１）
宿　　舎  66人 ・  2人
キャンプ場   4人 ・  2人
食材及び飲料類等
の調達率（%）
注２）
牛　　肉 100% ・ ・
鶏　　肉 100% ・ ・
豚　　肉 100% ・ ・
魚  80% 10% 10%
エ　　ビ  90% 10% ・
野　　菜 100% ・ ・
果　　物 100% ・ ・
その他食品  80% 20% ・
ビール 100% ・ ・
その他酒類  70% 30% ・
土産品の
調達率（%）
総品数　387品  58% 24% 18%
注１）　雇用者数は平成15年度に採用された職員数。
注２）　飲料類等の調達割合は、仕入れた品目ごとに数量ウエイトを１として算定し、調達率
を計算した。
表−２　休暇村陸中宮古の地元雇用、食材調達状況（平成15年度）
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表−３　児童・生徒等を対象とする自然観察、体験、環境保全活動への参加状況
（平成15年度）
活動場所 活動項目
地元参加者概数（人） 休暇村の関わり
「企画・指導・参加等」幼稚園 小学生 中学生 青年婦人 一　般
園　地
ネイチャーゲーム 300 200 指導（職員）17回実施
早朝自然観察会 50 100 150
指導（パークレンジャー）
７/20〜８/29毎朝
自然観察会 200
指導（職員）　修学旅行生
１回実施
〃 500
指導（職員）　宮古市内幼稚園
３回実施
春の森林浴 500
指導（職員）　宮古市内老人ク
ラブ　４回実施
きのこを楽しむ会 50
主催（ビジター運営協議会・
協力（職員）
宿　舎
結婚式（披露宴） 400 企画・会場提供　５回実施
セミナー・研修会 400 200 1,500 1,000 企画・会場提供　36回実施
イカ煎餅つくり 450
企画・指導（地元講師）
４回実施
海　浜
シーカヤック 50 200 企画・指導（職員）　４回実施
サッパ船操船 400
企画・指導（地元漁協）
３回実施
ホタテ養殖体験 500
企画・指導（地元養殖業者）
５回実施
周辺地域
縄文文化体験 200
企画・指導（地元専門家、職員）
３回実施
きのこ植菌体験 150
企画・指導（地元専門業者、
職員）　１回実施
観光地清掃 *600
参加（職員）　２名（１回）、
１名（２回）
地元漁協浜・清掃 *60 参加（職員）　２名１回
看護学校浜・清掃 *1,000 参加（職員）　１名１回
中学校野球大会 *15,000 運営協力（職員）　１名１回
観光協会主催行事 *20 *20 *30 運営支援（出店）　２名２回
計 550 870 3,020 1,500 17,790
委員会等へ参画
（社）宮古観光協会・理事／宮古集団施設地区運営協議会・幹事／浄土ヶ浜
きれいにする会・理事
宮古ビジターセンター運営協議会・副会長　/　宮古ネイチャーゲームの
会・会員　　　
注１．表は休暇村陸中宮古の資料より作成。
　２．＊は休暇村以外の主催者が実施したイベントの参加者概数。
　３．休暇村陸中宮古の指導職員の資格保有状況：レクリエーションリーダー（２人）、自然観察指導員
（１人）、自然公園指導員（１人）
利用が行われている。これらの活動の中で、休暇村周辺の小・中学校の児童、生
徒を対象としたウミネコやカタクリなど自然の観察は、陸中宮古の特色ある自然
との触れ合い活動となっている。また、休暇村職員は観光地の清掃など環境保全
活動に積極的に参加するとともに、各種の観光・レクリエーション活動に関する
委員会の委員に任命されるなど地域の観光振興の促進に尽力している。
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３．休暇村の立地と民宿整備
　宮古市が姉ヶ崎半島の先端部に休暇村を誘致する運動を始めたのは昭和45年
（1970）である。この頃、宮古市内の民宿は白浜地区に４軒あるのみで、姉ヶ崎
地区には民宿は無かった。休暇村の建設が決定し地元に観光開発の気運が高まっ
たこともあって、休暇村の宿舎の起工式が行われた昭和48年（1973）５月の時点
では、休暇村の東にある女
お な つ べ
遊戸地区に６軒と南の日出島地区に２軒、計８軒の民
宿営業が始まった。休暇村が開設された昭和49年（1974）には大付地区、昭和51
年（1976）に鍬ヶ崎地区及び大沢地区に民宿の営業始まり、この時点で休暇村か
ら2.5kmの範囲内に24軒の民宿が存在した。その後は表−４に示したように、昭
和52年（1977）には過去最高の25軒となり、当時、宮古市内にあった民宿の６割
強を占めるに至った。
　民宿整備の背景には、休暇村の開設により全国的に宮古市の名前が知られ観光
客の来訪が見込まれたことがある。具体的な要因としては、休暇村周辺の海岸地
域に海水浴や釣り等のすぐれた観光レクリエーション資源があったこと、宮古市
は昭和49年４月の休暇村開設にあわせ昭和47年（1972）から崎山−古里−休暇村
を結ぶ全長３kmの取り付け道路の整備と海浜地区への道路改良を行ったことな
ど、海浜部の集落や海水浴場へのアクセスを容易にしたことが挙げられる。
　こうした交通基盤の整備によって崎山地区の民宿の整備は急速に進み、昭和52
年（1977）には女
お な つ べ
遊戸（13軒）、日出島（７軒）、大付（３軒）、鍬ヶ崎（１軒）、
大沢（１軒）の合計25軒となった。その後、16年間は25軒の民宿で推移するが、
表−４　宮古市の民宿軒数の推移
　　　　─昭和45年〜平成13年─
年
崎　山　地　区
計 他地区計 合　計
女遊戸 日出島 大　付 鍬ヶ崎 大　沢
昭和45年（1970） ・ ・ ・ ・ ・ ・  4  4
　　46（1971） ・ ・ ・ ・ ・ ・  4  4
　　47（1972） ・ ・ ・ ・ ・ ・  4  4
　　48（1973）  6 2 ・ ・ ・  8  8 16
　　49（1974）  7 4 1 ・ ・ 12  8 20
　　50（1975） 12 6 2 ・ ・ 20  8 28
　　51（1976） 12 7 3 1 1 24 12 36
　　52（1977） 13 7 3 1 1 25 13 38
　　53（1978） 13 7 3 1 1 25 18 43
　　54（1979） 13 7 3 1 1 25 18 43
　　55（1980） 13 7 3 1 1 25 17 42
1981−1993 13 7 3 1 1 25 17 42
平成06（1994）  7 2 2 2 ・ 13 12 25
　　07（1995）  6 2 ・ 2 ・ 10 13 23
1996−2000  6 2 ・ 2 ・ 10 13 23
　　13（2001）  6 ・ ・ 2 ・  8 10 18
注）　表は宮古民宿協会「民宿履歴」から作成。
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平成６年（1994）には図−４に示したように廃業によって民宿は13軒とほぼ半減
し、平成13年（2001）には８軒となった。民宿の廃業は、この地域への入込客の
減少や経営者の老齢化など経営上の理由によるものである。
　民宿軒数の減少の要因は図−４の中にある休暇村陸中宮古の宿泊者数の推移と
の関係からも読み取ることができる。平成３年（1991）度の陸中宮古の宿泊者数
は46,145人と過去最大となるが、その後は減少傾向となり平成６年（1994）は
38,478人に減少している。この傾向は休暇村陸中宮古にとどまらず全36休暇村に
おいてもみられる。宿泊者数は平成５年（1993）をピークに以後減少している
が、この傾向の要因は全国的な観光レクリエーション行動の低迷によるものと推
測することができる。
　民宿の経営状況等について、崎山地区の５つの集落毎に各１軒の民宿を選び、
民宿開業時の職業、従業員数、営業期間、宿泊定員と宿泊者数、家計に対する民
宿収入の割合等について現地において聞き取り調査を行い、その結果を表−５に
示した。民宿開業時における職業は漁業又は鮮魚販売業である。従業員は家族（２
〜３人）が中心で、女
お な つ べ
遊戸では最繁忙期には地元住民を雇用し、平成に入ってか
ら従業員は６〜８人となっている。営業期間は７、８月が中心で、年間を通して
経営する民宿は無い。宿泊定員は13人から17人、年間宿泊者数は期間により異な
り、概数で100人から1,200人である。特に、７、８月に集中する海水浴客は海水
浴場に近い女
お な つ べ
遊戸の民宿又は休暇村宿舎に分散して宿泊するなど、休暇村と民宿
との協調的利用が行われてきた。また、全収入に対する民宿収入の割合（概数）
は鮮魚販売兼業の場合は80％、漁業兼業の場合は10〜20％で、民宿経営が漁業者
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注１．休暇村宿泊利用者数は、（財）休暇村協会「休暇村利用状況」から作成。
　２．民宿軒数は、宮古民宿協会「民宿履歴」から作成。
図−４　休暇村陸中宮古の宿泊者数と崎山地区の民宿軒数の推移
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の生活に少なからぬ効果をもたらしたことが窺える。
　本論は休暇村陸中宮古を対象に休暇村指定の背景、土地提供、関連基盤整備、
地域住民の休暇村利用状況、地域の環境教育や学校教育への支援、民宿の発達
等、休暇村の整備が地域に与えた影響と貢献について、主に現地調査で得たデー
タの分析をもとに考察を行なった結果である。以下、次のように要約することが
できる。
　①宮古市は姉ヶ崎地区のすぐれた自然資源の保存を前提とする休暇村の建設を
掲げ、積極的な誘致活動を展開した。休暇村の設置が決定されると、宮古市は地
元土地所有者の協力を得て土地を買収し27.6ha の土地を休暇村用地として提供
するとともに、休暇村開設に合わせ宮古市の単独事業で取付道路、電気、水道等
年
地　　区 女遊戸 古　里 日出島 大　付 鍬ヶ崎 大　沢
民宿名注１） A（J） B（W） C（M） D（K） E（O） F（Y）
民宿
開業時
開業年 1973（S48）1974（S49）1970（S48）1974（S49）1974（S49）1976（S51）
前　職 漁業 漁業 漁業 鮮魚販売 漁業
営業時期 7.8月 7.8月 7.8月 7.8月 7.8月 7.8月
兼　業 漁業 漁業 漁業 漁業 漁業
従業員（人） 2 3 2 2 2 2
宿泊定員（人） 13 20 17 17 17 10
民宿収入（%）注２） 20 20 10 20 80 10
昭和53年
（1976）
・営業時期 7.8月 7.8.9.10月 7.8月 5.7.8月 7.8月 7.8月
・兼　業 漁業 漁業 漁業 漁業 漁業
・従業員（人） 2 4 3 3 3 3
・宿泊定員（人） 19 20 17 17 17 15
・年間利用者数（人） 500 600 100 350 1,000 150
昭和59年
（1984）
・営業時期 5.6.7.8月 5.6.7.8.9.10月 7.8月 5.6.7.8月 7.8月 7.8月
・兼　業 漁業 漁業 漁業 漁業 漁業
・従業員（人） 3 4 2 4 3 2
・宿泊定員（人） 19 20 17 17 17 15
・年間利用者数（人） 600 600 200 400 800 200
平成04年
（1992）
・営業時期 通年 5.7.8.9.10月 1989年廃業 4.5.6.7.8月 7.8月 1,987年廃業
・兼　業 漁業 漁業 ・ 漁業 ・
・従業員（人） 6 4 ・ 4 2 ・
・宿泊定員（人） 46 20 ・ 17 17 ・
・年間利用者数（人） 900 600 ・ 500 500 ・
平成12年
（2000）
・営業時期 通年 5.7.8.10.12月 ・ 1994年廃業 7.8月 ・
・兼　業 漁業 漁業 ・ ・ ・
・従業員（人） 8 3 ・ ・ 2 ・
・宿泊定員（人） 46 3 ・ ・ 17 ・
・年間利用者数（人） 1,200 300 ・ ・ 400 ・
注１）　（　）内のローマ字は民宿名の最初の字を示す。
注２）　民宿収入（%）は全収入に占める民宿収入の割合を示す。
表−５　崎山地区の「６民宿」に関する経営状況と変遷
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の基盤施設を整備する一方、海浜部集落への交通を円滑にするためにトンネルの
掘削や海岸道路を整備するなど、休暇村の周辺整備を積極的に行なった。
　②休暇村の建設は周辺地域の民宿事業を誘発し、海に近い集落には最大で25軒
の民宿が整備された。民宿は休暇村とともに海水浴客を受け入れ、姉ヶ崎地域の
公園利用に貢献してきた。
　③休暇村宿舎の建設場所は地域の伝統的な日の出遥拝の場であった。この伝統
行事に配慮し宿舎の位置や配置を考慮し宿舎の内外から日の出遥拝ができるよう
整備した。また、宿舎のホールは地域住民の結婚式等慶事や集会に多く利用さ
れ、陸中宮古の日帰り休憩利用者数は全休暇村の平均利用者数の2.7倍である。
こうした利用傾向から陸中宮古は地域住民と深く結びつき、地域のコミュニティ
センター的役割を果たしている。
　④宿舎やキャンプ場で働く職員の多くは宮古市居住者である。また、休暇村が
使用する食材や飲料類は８〜10割が地元調達であり、土産品にあっては食材や飲
料類程には及ばないが約６割を占めているなど、休暇村は地域経済に少なからず
寄与をしている。
　⑤休暇村はウミネコの生息地に近く、カタクリ、ブナ、ナラ等が生育する自然
に恵まれる自然観察に適した環境にあることから、開設以来、宮古市内の２〜３
割の小・中学校の児童生徒が休暇村を訪れ、休暇村職員や自然観察員等の専門家
の支援を受けて自然観察など総合学習の場として利用されてきた。この地域の児
童生徒による自然学習は、休暇村における自然観察や環境保全活動の一環として
組み込まれており、地域の環境教育・学校教育に貢献している。
引用・参考文献
１）厚生省国立公園部（1963）：国民休暇村─その建設と運営─、１
２）雫石町（1989）：雫石町史、第２巻、653−660
３）宮古市（1972）：広報みやこ、ことしの宮古を語る、昭和47年１月号
４）環境庁自然保護局（1989）：国立公園集団施設地区一覧表
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第５章　休暇村の利用形態と利用動向
　休暇村は、序章で述べたとおり、自然公園法の規定に基づく集団施設地区であ
る。平成17年（2005）現在、国立公園及び国定公園における集団施設地区は表−
１に示したように201地区があり、このうち休暇村（集団施設地区）は35ヵ所（南
紀勝浦を除く）で、全集団施設地区に占める割合は約２割である。
　本章では、休暇村（集団施設地区）の利用形態を明らかにするとともに、施設
の利用及び自然との触れ合い活動の推移と利用動向を分析し、休暇村の利用が国
立公園及び国定公園の利用に及ぼした影響と効果について考察するものである。
　研究方法は資料調査及び現地調査とし、調査の方法、対象、内容は次のとおり
である。
　資料調査
①　利用形態は環境省自然環境局、（財）休暇村協会及び（財）日本交通公社
の資料を分析・検討する。
②　宿舎、園地、キャンプ場等の施設利用及び自然との触れ合い活動は、環境
省自然環境局及び（財）休暇村協会の資料を基に分析・検討する。
　現地調査
①　各休暇村宿舎を対象に、宿泊者数と日帰り利用者数及び利用状況について
筆者が支配人、職員からの聞き取り調査を行ない分析・検討する。
②　各休暇村の園地の範囲を筆者が把握したうえ図面化し面積を計測し、その
面積と利用者との関連を分析・検討する。
③　各休暇村の自然との触れ合い活動の種類、参加者数等について筆者が支配
人、レクリエーションリーダー等からの聞き取り調査を行ない分析・検討
する。
　なお、現地調査は平成12年（2000）と平成13年（2001）に行った。
自然公園
集団施設地区
地区数
休暇村
村数
国立公園（28） 119 26
25＋1（単独施設地区）
国定公園（55）  82 10
計 201 36
注１．国立公園：28　（H17年現在）のうち集団施設地区のある国立公園は24。
　２．国定公園：55（H17年現在）のうち集団施設地区のある国定公園は36。
　３．休暇村　：36（集団施設地区25ヵ所＋単独施設地区１ヵ所＝36ヵ所）
表−１　集団施設地区と休暇村
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１．休暇村の利用形態と施設構成
　（１）利用活動の形態
　環境庁自然保護局（現環境省自然環境局）が作成した「自然の利用形態と施設」１）
によれば、自然における活動を「見る」、「歩く」、「乗る」、「泳ぐ」、「滑る」、「飛
ぶ」、「遊ぶ」、「運動する」及び「学ぶ」の９項目に分類している。この分類に基
づいて休暇村の活動をみると、「乗る」及び「飛ぶ」を除く７項目が該当し、さ
らに、図−１に示したように「泊る」「休む」の２項目と、「聞く」、「さわる」等
の五感による体験が加わり、11項目の利用形態がある。
　（２）休暇村の施設構成
　休暇村の施設は、大別して宿舎、園地、キャンプ場、スキー場及び水泳場の５
つの施設で構成されている。利用活動の形態と施設との関係をみると、「泊る」
は宿舎、コテージ・ケビン、キャンプ場、「休む」は宿舎及び園地、「見る」、「歩
く」、「遊ぶ」、「運動する」、「学ぶ」、「聞く」、「さわる」は園地、「滑る」はスキー
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注１．利用者数は（財）休暇村協会平成13年度「休暇村利用状況」により作成。
　２．宿泊および休憩利用者数は、佐渡を除く35ヵ所の休暇村宿舎を対象。
　３．園地の利用者数は、平成13年度「休暇村利用状況」の利用人員（概数）のうち「その他」の数値。
図−１　休暇村の利用形態と利用の概要
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場、「泳ぐ」は水泳場で行われていることがわかる。
　次に、各休暇村の施設構成をみると、休暇村の立地環境等によって図−２に示
したようにＡからＤのタイプに分かれる２）。
Ａタイプ：宿舎・園地・キャンプ場・スキー場　　（乗鞍高原等13ヵ所）
Ｂタイプ：宿舎・園地・キャンプ場　　　　　　　（讃岐五色台等10ヵ所）
Ｃタイプ：宿舎・園地・キャンプ場・水泳場　　　（竹野海岸等９ヵ所）
Ｄタイプ：宿舎・園地・水泳場　　　　　　　　　（気仙沼大島等４ヵ所）
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注　［13］佐渡はキャンプ場のみであるが、施設構成区分上Ｂタイプに含めた。
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図−２　休暇村の立地と利用施設の構成
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　ただし、佐渡はキャンプ場のみであるが、施設構成区分上Ｂタイプに含めた。
　（３）休暇村の地割区分
　休暇村の地割区分は第３章の図−１から図−４に示したように詳細計画図に示
される。しかし、地割区分は具体的な施設整備によって地割区分の内容が変わる
ことが多い。したがって、施設整備後の地割区分の現状を把握するため、全休暇
村を対象に施設の配置状況、利用者の行動範囲等について筆者が現状調査を行
い、その結果に基づいて休暇村の地割区分を次の３つに区分することが適切であ
ると判断した。
①　宿舎区：宿舎、付帯施設、駐車場等の施設がある土地
②　園地区：園路、休憩舎、芝生等の施設がある土地
③　キャンプ・スキー場区：キャンプ、スキー、水泳等の施設がある土地
　この３区分に従って休暇村毎に地割区分別の範囲を5,000分の１の地形図又は
計画図に記録し、図上の区域を計測し面積を算出した。結果は表−２に示したと
おりである。
　宿舎区は全体で64.1ha、区域面積に占める割合は3.5％である。宿舎区は宿舎や
付帯施設等の建造物が整備されるため周辺の景観への支障は免れない。したがっ
て建造物の規模は必要最小限度にとどめているためである。しかし、近江八幡で
は２棟の宿舎が建設されているため建造物の占める割合は25.7％と高く、周辺景
観への影響は少なくない。
　園地区は全体で194.9ha、区域面積の11.2％を占める。園地区は宿舎区に接して
一体的に整備され、快適な休暇村空間の重要な要素となっている。
　キャンプ・スキー場区は全体で1,548.1ha、区域面積の85.3％を占める。この区
域の中にキャンプ場、スキー場、水泳場、森林、草地等が含まれる。
２．施設利用の動向
　平成13年（2001）度における全休暇村36ヵ所の施設の利用状況は図−１の中に
示したとおりである。利用者総数は約445万人で、活動形態を施設別にみると「泊
る」の宿舎及びコテージ・ケビンの宿泊者は約160万人、「休む」の宿舎の休憩利
用者は約25万人である。「見る」、「歩く」、「遊ぶ」、「運動する」の散策、探勝、
運動等の園地利用者補注１）は約182万人、「泊る」のうちキャンプは約21万人、そ
の他「滑る」、「泳ぐ」にあたるスキー、水泳等野外レクリエーション利用者は約
57万人である。
　以下、施設別に施設規模とその利用動向について分析し考察した結果は次のと
おりである。
 第５章　休暇村の利用形態と利用動向
105─ 　 ─
平成13年（2001）調査
休暇村
区　域
面　積
（ha）
地　割　区　分
摘　要宿舎区 園地区
キャンプ・
スキー場区
（ha） （％） （ha） （％） （ha） （％）
支笏湖 10.4 1.2 11.5% 3.5 33.7% 5.7 54.8%
岩手網張温泉 73.8 1.8 2.4% 2.0 2.7% 70.0 94.9% 宿舎は本館、温泉館
陸中宮古 27.6 2.8 10.1% 7.3 26.4% 17.5 63.4% 園地は姉ヶ崎地区
田沢湖高原 152.0 1.9 1.3% 2.7 1.8% 147.4 97.0%
気仙沼大島 55.0 0.4 0.7% 2.1 3.8% 52.5 95.5%
羽　黒 70.7 1.3 1.8% 4.3 6.1% 65.1 92.1%
裏磐梯 93.8 2.4 2.6% 7.2 7.7% 84.2 89.8%
那　須 25.2 1.3 5.2% 1.6 6.3% 22.3 88.5%
日光湯元 0.6 0.6 100.0% − − − −
鹿沢高原 59.1 1.1 1.9% 2.2 3.7% 55.8 94.4%
館　山 14.0 1.0 7.1% 0.2 1.4% 12.8 91.4%
妙高（五最杉） 15.9 1.4 8.8% 3.0 18.9% 11.5 72.3% 園地は五最杉地区
（笹ヶ峰） 77.4 − − − − 77.4 100.0%
佐　渡 20.0 − − − − 20.0 100.0%
乗鞍高原 60.9 1.0 1.6% 5.0 8.2% 54.9 90.1%
南伊豆 2.1 2.1 100.0% − − − −
富　士 194.3 1.2 0.6% 1.6 0.8% 191.5 98.6%
伊良湖 70.1 4.7 6.7% 16.2 23.1% 49.2 70.2%
茶臼山高原 33.5 0.8 2.4% 5.1 15.2% 27.6 82.4%
能登千里浜 24.7 2.9 11.7% 9.8 39.7% 12.0 48.6%
越前三国 30.1 1.1 3.7% 2.6 8.6% 26.4 87.7%
近江八幡 14.4 3.7 25.7% 3.9 27.1% 6.8 47.2%
南淡路 11.2 2.1 18.8% 5.8 51.8% 3.3 29.5%
竹野海岸 18.8 0.9 4.8% 0.8 4.3% 17.1 91.0%
紀州加太 49.2 1.0 2.0% 2.2 4.5% 46.0 93.5%
南紀勝浦 0.7 0.7 100.0% − − − −
大山鏡ヶ成 107.8 3.7 3.4% 13.1 12.2% 91.0 84.4% 宿舎は本館＋ロッジ
蒜山高原 62.7 2.0 3.2% 2.0 3.2% 58.7 93.6% 宿舎は東館＋西館
大久野島 71.0 1.2 1.7% 4.6 6.5% 65.2 91.8%
吾妻山 56.5 1.4 2.5% 12.0 21.2% 43.1 76.3%
帝釈峡 71.6 1.3 1.8% 7.4 10.3% 62.9 87.8%
讃岐五色台 36.8 1.3 3.5% 4.8 13.0% 30.7 83.4%
瀬戸内東予 19.7 0.9 4.6% 4.9 24.9% 13.9 70.6%
志賀島 46.4 3.5 7.5% 10.1 21.8% 32.8 70.7%
雲　仙 44.4 2.6 5.9% 11.2 25.2% 30.6 68.9%
南阿蘇 40.9 2.7 6.6% 11.2 27.4% 27.0 66.0%
指　宿 43.8 4.1 9.4% 24.5 55.9% 15.2 34.7% 宿舎は本館＋別館
合　計 1,807.1 64.1 3.5% 194.9 11.2% 1548.1 85.3%
注１．区域面積は平成13年（2001）10月31日現在。
　２．宿舎区：宿舎、付帯施設、駐車場等の施設がある土地
　　　園地区：園路、休憩舎、芝生等の施設がある土地
　　　キャンプ・スキー場区：キャンプ、スキー、水泳等の施設がある土地
表−２　休暇村の地割区分
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　（１）宿　舎
　１）宿舎の客室形態と施設水準
　休暇村宿舎の客室は、（財）休暇村協会の「宿舎設計・施工指針」補注２）に基づ
いて整備される。昭和37年（1962）の開設当初から客室は全て和室であった。和
室の規模は国民の生活水準が今日ほど高くなかったこと、（財）休暇村協会の資
金調達力も低かったことから狭隘で冷暖房施設も無く、同時期に新築された公営
国民宿舎に比べて見劣りするものであった３）。そのため昭和50年代後半から既存
宿舎のリニューアルにあわせ、客室の改善が行なわれた。
　休暇村開設第１号の近江八幡宿舎について増改築の推移をみると、まず、東館
の新築、次に西館の増設、そして旧東館の建て替えとなる。①旧東館、②西館、
③新東館の各施設規模を比較した結果は表−３に示したとおりである。
　旧東館の客室は６畳の和室が中心でバス・トイレ付ではなく、客室面積は１人
当たり4.4m2であった。しかし、昭和56年（1980）に整備された西館の客室はト
イレ付の８畳の和室が約８割を占めるなど客室の質が向上し、１人当たりの客室
面積は7.3m2と旧東館の1.7倍に増えた。さらに、平成10年に新築された新東館
は、和室はトイレ付の10畳が中心で新たに洋室が加わり、１人当たりの客室面積
項　　　　目
旧東館 西　館 新東館
昭和38年（1963）
開設注１）
昭和56年（1981）
開設注２）
平成10年（1998）
開設
宿泊定員注３） 人 200（旧定員）注３） 150（旧定員） 222（新定員）注３）
延床面積 m2 2,832 3,291 5,696
１人当延床面積 m2/ 人 14.2m2 22.0m2 25.7m2
客室面積割合 % 31% 33% 38%
１人当客室面積 m2/ 人 4.4m2 7.3m2 9.7m2
客室の種類と室数
和室
・20畳　　　　 ０
・20畳トイレ付
　１室
0
・15.5畳　　　　３室 0 0
・14畳　　　　 １室 0 0
・12畳　　　　 ２室 0 0
・10畳　　　　 ７室
・10畳バス・トイレ付
　６室
・10畳バス・トイレ付
　３室
・10畳トイレ付
　48室
・８畳　　　　 ９室
・８畳トイレ付
　27室
0
・7.5畳　　　　 １室 0 0
・６畳　　　　 13室 0 0
洋室 0 0 9室
計 36室 34室 60室
注１）　（財）休暇村協会施設部資料「整備済休暇村各部面積表」（平成１年５月）より作成。
注２）　小嶋忠（1982）：新しい国民休暇村の施設１、国立公園、389、24−30
注３）　旧定員の算出：和室・２畳１人、洋室はベッド数　
　　　 新定員の算出：和室・10畳４人、８畳３人、　洋室はベッド数
表−３　休暇村近江八幡宿舎の施設規模比較
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は9.7m2と旧東館の２倍以上に増大した。
　休暇村宿舎の施設や設備の規模、デザイン等は協会の宿舎設計・施工指針に
よって定められているが、その施設規模の水準を比較検討するために、休暇村宿
舎の１人当たりの延床面積及び客室面積について国際観光旅館補注３）の全国平均
値と比較した結果が図−３である。
　国際観光旅館は昭和50年（1975）から昭和60年（1985）頃にかけての高度経済
成長期にデラックス化し、昭和60年（1985）には１人当たりの面積はほぼ一定の
水準に達した４）。昭和50年の国際観光旅館の水準を休暇村宿舎にあてはめてみる
と、昭和50年（1975）に整備された帝釈峡宿舎の１人当たり延床面積は国際観光
旅館の約８割、客室面積は５割と低い規模である。昭和56年（1981）整備の近江
八幡・西館と比較すると延床面積では約８割、客室面積は約６割と帝釈峡の宿舎
よりはやや向上したが、何れも昭和50年の国際観光旅館の水準を下回っている。
平成12年（2000）に整備された休暇村富士の宿舎についてみると、客室面積は約
９割であるが、延床面積は32.1m2と昭和60年の国際観光旅館の水準を約２割超え
ている。
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注１．※国際観光旅館は、（社）国際観光旅館連盟に加盟する旅館。
　２．昭和50年、60年の数値（国際観光旅館）は、環境庁自然保護局計画課（1989）：自然・ふれ
　　　あい新時代、1人当たりホテル延床面積及び客室面積による。
　３．休暇村宿舎の資料は（財）休暇村協会「国民休暇村宿舎建設のあり方検討会・報告書」
　　　（平成8年6月）より作成。
図−３　休暇村宿舎の１人当たり延床面積及び客室面積の比較と推移
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　以上のように、開設当初の休暇村宿舎は狭い和室を中心で施設水準も低いもの
であったが、宿泊者のゆとり志向、高齢化、少人数化など利用者のニーズの変化
に対応したリニューアルが継続的に行われ、その結果、広く、トイレ付きなど質
的に高い客室の整備が進んだ。こうした努力が利用者に評価され、年間150万人
前後の宿泊利用を促す要因となった。
　２）宿泊者数の推移と伸び率
　休暇村が開設された昭和37年（1962）度における宿泊者数は6,741人である。
昭和37年は開設第１号の近江八幡の宿舎は完成していなかったため、この宿泊者
数は休暇村鹿沢高原、紀州加太及び大久野島３ヵ所の合計である。開設以来40年
を経た平成13年（2001）度には宿舎は35ヵ所（佐渡を除く）に整備され、宿泊者
数は約153万人となった。宿泊者数の推移は図−４に示したとおりである。
　宿泊者数は休暇村の設置ヵ所数の増加に並行して増え、昭和54年（1979）度の
宿泊者数は約88万人に達した。昭和55年（1980）度から平成５年（1993）に８千
人余が減少するが翌年から再び増加し、平成５年（1993）度まで休暇村ヵ所数は
32にと一定で推移するが、宿泊者数は毎年増加を続け、平成５年度には過去最高
の153万人に達した。この宿泊者数の増加要因は、昭和56年（1981）以降の宿舎
の大規模な増改築等が行なわれ施設水準が向上したこと、また、利用者のニーズ
に応えた設備の改善が効果をもたらしたと指摘することができる。平成６年
1994）から設置ヵ所は増えるが宿泊客数は減少する。この傾向はバブルの崩壊に
よる観光レクリエーション活動の減少によるもので、その後、経済の安定に伴っ
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注１．図は（財）休暇村協会「休暇村利用状況」から作成。
　２．宿泊者数は佐渡を除く35ヵ所休暇村宿舎の宿泊者数。
図−４　休暇村宿舎の宿泊者数と休暇村ヵ所数の推移　
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て増加している。
　宿泊者数の伸び率の推移は表−４に示したとおりである。宿泊者数は毎年度増
えているが、対前年度伸び率は昭和37年（1962）の開設から昭和42年（1967）ま
では休暇村の増設もあって20％以上の伸び率で進展する。しかし、翌年から低下
し昭和47年（1972）以降は７％以下となり、ついに昭和55年（1980）には開設以
来はじめてマイナス0.9％になった。こうした伸び率の低迷の原因は、開設から
20年間にわたる創設時代の整備手法を繰り返す画一的な宿舎づくりや施設の老朽
化等が伸び率の低下を招いたと考えられた５）。昭和56年（1981）に再びプラスに
転じ、昭和63年（1988）には瀬戸大橋の開通によって中国・四国地方の休暇村の
宿泊利用が増えたこともあって伸び率は8.0％に上昇した。その後、平成５年
（1993）までプラスで推移するが、平成６年（1994）にマイナスに転じ、平成９
年（1997）の対前年度伸び率マイナス5.1％となる。その原因は、近江八幡及び
大久野島の宿舎の建て替えや増改築に伴う宿舎休業による大幅な利用者の減少に
よるものである。
　昭和56年から平成５年まで、休暇村宿舎の対前年度伸び率は８％を上限に安定
的にプラスで推移している。しかし、この期間に日本のバブル経済は崩壊し、観
光レクリエーション活動に大打撃を与え、各地の観光客は減少した。反面、休暇
村の宿泊者数は増加した。この原因を明らかにするために、民間の宿泊施設「一
般旅館」６）と比較検討した結果は次のとおりである。
　休暇村宿舎と「一般旅館」の昭和55年（1980）から平成12年（2000）までの対
前年度伸び率を図−５に示した。昭和55年（1980）から平成３年（1991）までの
対前年度伸び率はほぼ同様な傾向を示すが、平成４年（1992）の伸び率は「一般
旅館」がマイナス3.7％に対し、休暇村宿舎はプラス2.9％、平成５年（1993）の
伸び率は「一般旅館」がマイナス5.0％に対し休暇村宿舎はプラス4.0％と相反し
て推移していることがわかる。「一般旅館」の伸び率の低下は平成３年（1991）
以降のバブル経済の破綻による民間不況の影響を受けて高い料金のホテル・旅館
は敬遠され、低廉な休暇村宿舎への利用に転換し、これが休暇村宿舎の伸び率を
プラスに替えたと推測できる。しかし、伸び率をプラスにした要因は単に低廉な
料金だけではなく、休暇村宿舎はすぐれた自然環境の中に立地し、しかも、様々
な野外レクリエーション施設や自然との触れ合い活動など、「一般旅館」ではあ
まり見られない特色あるサービスが提供されてきたことが宿泊利用を促進したと
推測することができる７）。
　３）宿泊利用率の推移
　宿泊利用率の推移は表−４の中に示したとおりである。宿泊利用率は宿泊定員
に対する宿泊者数の割合を示すもので、宿泊定員の算出方法補注４）は休暇村が独
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年　度
休暇村 宿泊定員注２） 宿泊者数注３） 宿泊利用率
ヵ所数 増設数 （人）
対前年度増減
（人）
（人）
対前年度伸び率
（％）
（％）
S36年
（1961）
 0 0 ・ ・ ・ ・ ・
37年
（1962）
 3 3 ＊注４） ・ 6,741 0 9.0
38年
（1963）
 8 5 ＊ ・ 63,582 843.2 16.3
39年
（1964）
12 4 ＊ ・ 134,122 107.8 18.2
40年
（1965）
16 4 3,043 0 232,096 75.5 22.6
41年
（1966）
17 1 3,561 518 324,993 40.0 27.9
42年
（1967）
18 1 3,801 240 397,769 22.4 30.1
43年
（1968）
19 1 4,002 201 449,682 13.1 31.3
44年
（1969）
20 1 4,487 485 529,185 17.7 34.1
45年
（1970）
20 0 4,507 20 593,352 12.1 35.7
46年
（1971）
20 0 4,817 310 654,732 10.3 38.3
47年
（1972）
20 0 3,945 △872 684.852 4.6 47.0
48年
（1973）
21 1 4,206 261 730,409 6.7 47.2
49年
（1974）
24 3 4,912 706 762,094 4.3 43.4
50年
（1975）
26 2 5,475 563 769,107 0.9 39.9
51年
（1976）
27 1 5,780 305 802,975 4.4 38.8
52年
（1977）
28 1 5,922 142 819,213 2.0 38.0
53年
（1978）
29 1 5,913 △9 845,155 3.2 38.8
54年
（1979）
30 1 6,165 252 884,229 4.6 38.7
55年
（1980）
32 2 6,485 320 875,996 △0.9 37.0
56年
（1981）
32 0 6,778 293 906,429 3.5 37.1
57年
（1982）
32 0 6,984 206 978,276 7.9 38.0
58年
（1983）
32 0 6,983 △1 1,001,251 2.3 39.2
59年
（1984）
32 0 7,171 188 1,035,945 3.5 40.3
60年
（1985）
32 0 7,223 52 1,067,200 3.0 41.1
表−４　休暇村宿舎の宿泊定員、宿泊者数および宿泊利用率注１）
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年　度
休暇村 宿泊定員注２） 宿泊者数注３） 宿泊利用率
ヵ所数 増設数 （人）
対前年度増減
（人）
（人）
対前年度伸び率
（％）
（％）
61年
（1986）
32 0 7,165 △58 1,111,037 4.1 42.5
62年
（1987）
32 0 7,173 8 1,160,235 4.4 44.2
63年
（1988）
32 0 7,509 336 1,252,834 8.0 46.5
H01年
（1989）
32 0 7,471 △38 1,311,336 4.7 48.1
02年
（1990）
32 0 7,335 △136 1,416,180 8.0 51.5
03年
（1991）
32 0 7,283 △52 1,429,283 0.9 52.5
04年
（1992）
32 0 7,697 414 1,471,037 2.9 53.3
05年
（1993）
32 0 7,783 90 1,530,595 4.0 53.6
06年
（1994）
33 1 7.791 8 1,494,189 △2.4 52.0
07年
（1995）
34 1 8,050 259 1,491,152 △0.2 50.7
08年
（1996）
35 1 7,681 △369 1,506,422 1.0 50.9
09年
（1997）
35 0 7,517 △164 1,429,289 △5.1 50.3
10年
（1998）
35 0 6,784 △733 1,437,118 0.5 58.9
11年
（1999）
35 0 6,727 △57 1,433,431 △0.2 58.1
12年
（2000）
36 1 6,975 248 1,482,079 3.4 58.6
13年
（2001）
36 0 6,958 △17 1,533,056 3.4 60.7
14年
（2002）
36 0 6,952 △6 1,506,695 △1.7 59.6
15年
（2003）
36 0 6,801 △151 1,476,820 △2.0 58.6
注１）（財）国民休暇村協会、平成3年（1991）「三十年のあゆみ」から作成。
注２）旧宿泊定員（平成９年まで）は、和室は2畳を１人、洋室はベット数。
　　　新宿泊定員（平成10年以降）は、和室10畳４人、８畳３人、洋室はベット数。
注３）宿泊者数は佐渡を除く35ヵ所の休暇村宿舎の宿泊者数、コテージ・ケビンの宿泊者は含
まれていない。
注４）＊は統計が採られていない年度。
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自に定めている。
　昭和37年（1962）の開設から昭和41年（1966）度までは、休暇村の知名度の低
さやアクセスの悪さから宿泊利用率は30％以下で低迷し、昭和47年（1972）度に
40％以上となるが昭和50年（1975）度以降は再び40％以下に低下し、昭和59年
（1984）度になってようやく40％を超え、以後、宿泊利用率は40％を下回ること
は無い。宿泊利用率の推移は図−６に示したように昭和59年（1984）度から40％
以上で推移している。この要因は、一つには昭和55年（1980）までに全国に32ヵ
所の休暇村の整備が終り、全国的なネットワークができ上がり各地の休暇村を利
用することができるようになったこと、長年の PR活動による知名度の上昇、リ
ニューアルの進行など相乗的な効果が宿泊利用率の上昇をもたらしたものと考え
る。平成２年（1990）度は50％を越え、その後、さらに上昇し平成13年（2001）
度には過去最高の60.7％となった。
㻐㻓㻑㻜
㻐㻘㻑㻔
㻖㻑㻘
㻚㻑㻜
㻖㻑㻘
㻖㻑㻓
㻗㻑㻗
㻛㻑㻓
㻗㻑㻚
㻛㻑㻓
㻓㻑㻜
㻗㻑㻓
㻐㻓㻑㻜
㻐㻓㻑㻕
㻔㻑㻓
㻐㻓㻑㻕
㻖㻑㻗
㻐㻙
㻐㻗
㻐㻕
㻓
㻕
㻗
㻙
㻛
㻔㻓
㻶㻘㻘 㻘㻙 㻘㻚 㻘㻛 㻘㻜 㻙㻓 㻙㻔 㻙㻕 㻙㻖 㻫㻔 㻕 㻖 㻗 㻘 㻙 㻚 㻛 㻜 㻔㻓 㻔㻔 㻔㻕
ୌ⯙᪉㤃 ఆᬜᮟᐙ⯃
注１．「一般旅館」とは、（財）日本交通公社が行なう「全国宿泊客に関するアンケート調査」
　　　の対象旅館をいう。
　２．旅館の伸び率は、（財）日本交通公社「全国宿泊客に関するアンケート調査」の結果を基
　　　に算定した。
　３．休暇村宿舎の伸び率は、（財）休暇村協会「休暇村利用状況」から作成した。
　４．平成９年（1997）の対前年度伸び率がマイナス5.1％となった理由は、近江八幡、大久野
　　　島の宿舎の建て替え等による宿舎の休業による。
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図−５　休暇村宿舎と「一般旅館」の宿泊者数の対前年度伸び率の変化と推移
　　　　─昭和55年（1980）～平成12年（2000）─
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　平成13年（2001）度における各休暇村の宿泊利用率は図−７に示したとおりで
ある。南淡路の88.3％を最高に70％以上の休暇村は７ヶ所あり、いずれも大都市
圏に近い休暇村である。これに対して、大久野島、気仙沼大島、吾妻山など島嶼
や山間僻地にある休暇村は50％以下と低く、地域的な格差が顕著である。
　平成13年（2001）度における宿泊利用率の月別変化をみるために、休暇村のタ
イプを、①スキーができる休暇村、②海（湖）水浴ができる休暇村、③その他の
休暇村に分け、タイプ毎の月別宿泊利用率を示したものが図−８である。４月か
ら10月までは各月の宿泊利用率は３区分の休暇村間で大差はなく、いずれのタイ
プの休暇村においても８月の宿泊利用率がピークとなっていることが特徴であ
る。11月はスキーのできる休暇村と他の休暇村とは異なる宿泊利用率を示し、ス
キーのできる休暇村の宿泊利用率は最低であるが１月は反対に最大となる。３月
は再び１月と同様な傾向がみられる。スキーのできる休暇村は秋の行楽シーズン
の後雪が降るまでの期間は利用者が減少するなど、他の休暇村に比べ宿泊利用率
の変動は激しい。
　（２）コテージ・ケビン
　コテージ及びケビンは休暇村の環境に応じて個別に設けられる。コテージ等は
国（環境省）、地方自治体及び（財）休暇村協会が整備する有料施設で、運営管
理は一括して（財）休暇村協会が行っている。平成13年（2001）現在、休暇村富
士等８ヵ所の休暇村に整備されている。
　昭和37年（1962）４月、厚生省国立公園部は第一次指定分国民休暇村の事業計
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注１．宿泊者数は、（財）休暇村協会「休暇村利用状況」から作成。
　２．宿泊者数は佐渡を除く35 ヵ所休暇村宿舎の宿泊者数。
図−６　休暇村宿舎の宿泊者数と宿泊利用率の推移
　　　　　―昭和37年（1962）～平成13年（2001）―
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注　図は（財）休暇村協会の平成13年度「休暇村利用状況」から作成。（佐渡は対
　　象外）
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図−７　休暇村宿舎の宿泊利用率
　　　　―平成13年（2001）度―
画（第３章表−１）を策定したが、その計画の中で裏磐梯、鹿沢高原、館山、乗
鞍高原、近江八幡、紀州加太、大山鏡ヶ成、蒜山高原の８ヵ所にケビンの整備を
計画している。
　昭和38年（1963）に最初のケビン（１棟17m2）が大山鏡ヶ成に整備され、そ
の後、裏磐梯、館山等に整備された。昭和41年（1966）９月に、（財）休暇村協
会はケビンを拡充した「貸別荘」を鹿沢高原に建築した。貸別荘は自然の中で日
常の生活が楽しめる宿泊施設として整備したもので、１棟の面積は23m2、和室
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８畳、DK及びトイレ付きの建物（２棟を連結）である。翌年、昭和42年（1967）
に近江八幡に鹿沢高原とほぼ同様な貸別荘（１棟40m2）を整備した。昭和55年
（1980）にはマイカーの普及や野外レクリエーション活動の活発化を反映して、
茶臼山高原と吾妻山にガレージ付の貸別荘をそれぞれ10棟整備された。１棟の面
積は54.2m2で、２LDK、バス・トイレ付の新しい本格的な貸別荘であった。（財）
休暇村協会がこうした整備を行った背景には、利用者の立場からすれば宿舎に泊
るより濃密に自然に親しむことができ、自炊と宿舎の食堂利用によって変化に富
む生活が楽しめること、また、定員一杯に利用すれば経済的であり、しかも、貸
別荘の定員１人当たりの建設投資額は宿舎より少ないという利点があると考えら
れたからである。
　平成３年（1991）に地方自治体（広島県）が初めてコテージを帝釈峡に整備し
た。このコテージは５人用（又は10人用）は和室10畳（10人用は20畳）、DK、バ
図−８　宿泊利用率の月別変化
　　　　―平成13年（2001）度―
㻓
㻔㻓
㻕㻓
㻖㻓
㻗㻓
㻘㻓
㻙㻓
㻚㻓
㻛㻓
㻜㻓
㻔㻓㻓
㻔㻔㻓
㻔㻕㻓
㻗᭮ 㻘᭮ 㻙᭮ 㻚᭮ 㻛᭮ 㻜᭮ 㻔㻓᭮ 㻔㻔᭮ 㻔㻕᭮ 㻔᭮ 㻕᭮ 㻖᭮
ᐙ
ἡ
ฺ
⏕
⋙
䟺䟸䟻
㻃䜽䜱䞀䛒䛭䛓䜑ఆᬜᮟ ᾇ䟺‘䟻Ềᾆ䛒䛭䛓䜑ఆᬜᮟ 䛣䛴௙䛴ఆᬜᮟ
①スキーができる
休暇村
岩手網張温泉、田沢湖高原、羽黒、磐梯高原、妙高、乗鞍高原、茶臼山高原、大山
鏡ヶ成、蒜山高原、吾妻山及び隣接地のスキー場を利用する那須、日光湯元、鹿沢
高原
②海（湖）水浴が
できる休暇村
陸中宮古、気仙沼大島、館山、近江八幡、竹野海岸、大久野島、瀬戸内東予、志賀
島、指宿及び隣接地の海水浴場を利用する南伊豆
③その他の休暇村 支笏湖、富士、南伊豆、能登千里浜、伊良湖、越前三国、南淡路、紀州加太、南紀
勝浦、帝釈峡、讃岐五色台、雲仙、南阿蘇及び佐渡（宿舎が無いため対象外）
注　図は（財）休暇村協会の平成13年度「休暇村利用状況」より作成。
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ス・トイレ及び駐車場付の宿泊施設で、運営管理は（財）休暇村協会が行ってい
る。平成12年（2000）には環境省が富士に自然塾に付帯する宿泊施設としてコ
テージを整備した。このコテージは１戸建で、規模は５人用ベット、１LDK、
バス・トイレ、駐車場付きで、その運営管理は（財）休暇村協会が担当している。
　ケビンや貸別荘の利用統計８）は、昭和47年（1972）度から採られている。当
初の項目名は「貸別荘・ケビン」であるが、平成９年度から「コテージ・ケビン」
と変わった。昭和47年（1972）以降の宿泊者数の推移は、図−９に示したとおり
である。昭和47年は田沢湖高原等８ヵ所の休暇村で約３万人の宿泊者があり、全
休暇村の宿舎及び貸別荘・ケビンの宿泊者数の３％を占めた。昭和53年（1978）
に貸別荘・ケビンのある休暇村は過去最大の14ヵ所となり、宿泊者数も約
３万３千人となった。その後、廃止や新設が行われ、昭和62年（1987）には昭和
47年（1972）と同じ８ヵ所となる。平成２年（1990）まで宿泊者数は３万人台で
推移し、平成３年（1991）に４万人を超え、平成７（1995）年には過去最高の約
６万人となった。こうした利用増加の要因は、宿舎の場合と同様にバブル期の影
響を受けていると考えられる。しかし、平成８年（1996）からコテージ・ケビン
の宿泊者数は減少し、平成10年には４万６千人になったが、平成12年（2000）に
休暇村富士の自然塾に新設されたコテージは人気が高く、平成12年（2000）度の
宿泊者は約１万８千人に及んだ。その結果、平成13年（2001）の宿泊者は再び
６万人台となった。
注　図は（財）休暇村協会「休暇村利用状況」から作成。
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図−９　コテージ・ケビンのある休暇村数と宿泊者数の推移
　　　　 ー昭和47年（1972）～平成13年（2000）ー
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　（３）園　地
　園地とは、休暇村に訪れる人々が散策、ピクニック、景観鑑賞等自然との触れ
合いを積極的に行うために設けられる施設９）で、国（環境省）又は地方自治体
が整備する公共施設である。
　平成12年（2000）と平成13年（2001）に、筆者は休暇村園地の利用状況を把握
するため全休暇村の園地について規模、地被状況、利用の範囲等について現地調
査を行った。本論はその調査結果と園地利用の度合等について分析・考察した。
　１）園地の範囲と面積
　調査対象は、佐渡（佐渡は全域キャンプ場であり、園地は整備されていない。）
を除く35の休暇村にある園地とした。ただし、日光湯元及び南伊豆には園地は整
備されていないが隣接して集団施設地区の園地があり、また、南紀勝浦では休暇
村周辺の土地が園地として利用されているため、今回の調査ではこれらの園地も
休暇村の園地とした。
　休暇村園地は地割計画における園地区内に必ずしも計画通りに整備されていな
い。したがって園地の範囲は実際に休暇村利用者が散策、探勝、運動等を行って
いる土地の範囲とした。その範囲を現地の休暇村職員から聞き取り5,000分の１
の地形図に記載し面積を計測した。
　園地の総面積は表−５に示すとおり202.7ha である。最小の園地は館山の
0.2ha、最大は指宿の24.5ha、平均面積は5.8ha である。第１次指定10ヵ所休暇村
の事業計画（第３章表−１）に園地の規模が示されているが、園地面積は２〜８
ha である。この規模と現状を比較すると２〜８ha の園地のある休暇村は19ヵ所
で、休暇村の半数を占めていることが分かる。２ha 以下は８ヵ所、８ha 以上は
８ヵ所である。
　２）地被状況による園地区分
　園地の地被は目視による調査を行なった。地被は樹木、草本類、芝等で覆わて
いる。主要な地被によって園地を区分した結果は次のとおりである。
①　高木、潅木等のある園地：樹林地園地
②　牧草、カヤ等のある園地：草原園地
③　ノシバ等のある園地：芝生地園地
④　岩礁、砂浜等の地被のない園地：裸地園地
　各休暇村の園地の地被状況を表−５に示した。単一の地被による園地は日光湯
元（樹林地）、館山（芝生地）及び妙高（草原）で、他の休暇村は２又は３の地
被によって構成されている。４区分のうち最も多い地被は樹林地で26ヵ所の休暇
村にあり、次に芝生地の24ヵ所、草原は22ヵ所、岩礁や砂浜等地被の少ない園地
は10ヵ所である。全休暇村園地面積の中で最も多く占める地被は樹林地で
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表−５　休暇村園地の利用形態・面積・利用状況
地被による園地区分 樹林地 草　原 芝生地 裸　地注２）
利用者数
（平成13
年度）
注３）
利用形態
と
活動種類
［探勝・散策］
自然観察
バードウオッチング
森林浴
［散　策］
ハイキング
オリエンテーリング
デイキャンプ
［運　動］
ゲーム
グランドゴルフ
ゲートボ−ル
［探勝・散策］
磯遊び
魚釣り
潮干狩り
園地区面積（ha）注１） ha ％ ha ％ ha ％ ha ％ 人
支笏湖 3.5 2.6 73.2 ・ ・ 0.9 26.8 ・ ・ 8,491
岩手網張温泉 2.0 ・ ・ 1.5 76.5 0.5 24 ・ ・ 92,357
陸中宮古 7.3 3.1 42.2 2.9 39.6 1.3 18.2 ・ ・ 33,259
田沢湖高原 2.7 0.7 28.0 1.9 72.0 ・ ・ ・ ・ 12,176
気仙沼大島 2.1 0.9 41.4 0.8 38.7 ・ ・ 0.4 19.9 2,067
羽　黒 4.3 2.4 55.2 1.3 31.4 0.6 13.4 ・ ・ 49,653
裏磐梯 7.2 3.5 48.2 ・ ・ 3.7 51.8 ・ ・ 13,864
那　須 1.6 1.3 85.6 0.2 14.4 ・ ・ ・ ・ 25,677
日光湯元 1.1 1.1 100.0 ・ ・ ・ ・ ・ ・ 45,318
鹿沢高原 2.2 0.4 20.4 1.8 79.6 ・ ・ ・ ・ 63,067
館　山 0.2 ・ ・ ・ 0.2 100.0 ・ ・ 2,507
妙　高（五最杉） 3.0 ・ ・ 3.0 100.0 ・ ・ ・ ・ 19,415
乗鞍高原 5.0 4.0 79.5 1.0 20.5 ・ ・ ・ ・ 58,598
佐　渡注４） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
南伊豆 1.2 ・ ・ 0.4 31.0 ・ ・ 0.8 69.0 70,148
富　士 1.6 1.1 69.9 0.5 30.1 ・ ・ ・ ・ 159,665
伊良湖 16.2 10.8 66.5 4.3 26 1.1 7.1 ・ ・ 18,187
茶臼山高原 5.1 3.1 61.5 0.4 7 1.6 31.2 ・ ・ 14,984
能登千里浜 9.8 6.3 64.5 ・ ・ 2.5 25.8 0.9 9.7 18,482
越前三国 2.6 ・ ・ 0.4 17 2.1 82.9 ・ ・ 3,265
近江八幡（宮ヶ浜） 3.9 ・ ・ 0.8 20.8 2.2 56.3 0.9 22.9 61,408
南淡路 5.8 4.8 82.9 ・ ・ 1.0 17.1 ・ ・ 60,154
竹野海岸 0.8 0.7 85.5 ・ ・ ・ ・ 0.1 14.5 17,035
紀州加太 2.2 1.6 73.6 ・ ・ 0.6 26 ・ ・ 100,567
南紀勝浦 5.5 3.9 70.8 ・ ・ ・ ・ 1.6 29.2 10,779
大山鏡ヶ成 13.1 1.1 8.0 6.8 52.1 5.2 39.9 ・ ・ 47,457
蒜山高原 2.0 0.5 26.8 1.1 56 0.3 16.9 ・ ・ 223,470
大久野島 4.6 ・ ・ ・ ・ 3.0 64.5 1.6 35.5 33,219
吾妻山 11.9 4.0 33.2 5.4 45.0 2.6 21.8 ・ ・ 27,851
帝釈峡 7.4 ・ ・ 1.8 24 5.7 76 ・ ・ 28,549
讃岐五色台 4.8 1.6 34.3 ・ ・ 3.1 66 ・ ・ 66,784
瀬戸内東予 4.9 2.0 39.6 ・ ・ 2.5 49.7 0.5 10.6 52,258
志賀島 10.1 ・ ・ 7.1 70.4 2.1 20.7 0.9 8.9 115,543
雲　仙 11.2 3.8 34.0 3.4 30.2 4.0 35.8 ・ ・ 89,501
南阿蘇 11.2 5.9 52.7 ・ ・ 5.3 47 ・ ・ 116,040
指　宿 24.5 7.9 32.1 1.9 7.7 7.7 31.5 7.0 28.7 51,247
計 202.7 79.1 38.9 48.8 23.9 59.9 30.1 14.8 7.1 1,813,316
注１）　園地面積（202.7ha）は平成12年と13年の現地調査による。第５章表−２の園地区面積
194.9ha に日光湯元、南伊豆、南紀勝浦の区域外園地7.8ha を加えた面積。
注２）　裸地は、岩礁、砂浜等、地被の少ないところ。
注３）　利用者数は（財）休暇村協会、平成13年度「休暇村利用状況」「その他」から作成。
注４）　佐渡は全域キャンプ場であり、園地は整備されていない。
38.9%、次に芝生地の30.1％、草原23.9％、裸地7.1%である。園地のほぼ７割が樹
林や草原の園地で、３割が芝生の園地である。
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　３）園地の利用形態と動向
　園地の利用形態を表−５の中に示した。「樹林地」は探勝、散策が中心で自然
観察、バードウオッチング、森林浴等が行われている。「草原」では散策が多く
ハイキング、オリエンテーリング、デイキャンプ等の団体活動も見られる。「芝
生地」はゲーム、グランドゴルフ、ゲートボール等が多く、「裸地」は干潟観察
や魚釣り、潮干狩り等が行われている。
　園地面積と利用者の関連を図−10−Ａに示した。園地面積10ha を基準に休暇
村を区分すると10ha 以下の休暇村は27ヵ所、10ha 以上は８ヵ所となる。10ha 以
下の休暇村は全体の８割を占めている。園地面積の小さい休暇村の利用者数は園
地面積の大きい休暇村より比較的多い傾向にある。
　次に、休暇村を訪れる人々が園地をどの程度利用しているか、その利用の度合
を平成12年（2000）度における園地利用者１人当たりの園地面積で表すことにし
た。その結果は図−10−Ｂに示したとおりである。
　蒜山高原の園地利用者１人当たりの園地面積は0.1m2である。蒜山高原は35休
暇村の中で園地利用者数が最も多い。これと反対に気仙沼大島の園地利用者は最
も少なく、１人当たりの園地面積は10.0m2である。蒜山高原は地方の幹線道路の
近くに立地し、日帰りや中継利用に適していることから年間園地利用者は22
万４千人（平成13年度）に及んでいる。一方、気仙沼大島は休暇村への交通は連
図−10−Ａ　休暇村園地の面積と利用者数の関係
注１．園地利用者数は（財）休暇村協会「休暇村利用状況」の平成12年度利用者数による。
　２．園地面積は平成12〜13年の現地調査による。
　３．佐渡は全域キャンプ場であり、園地は整備されていないため対象外。
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絡船で時間的な制限を受けるため、年間園地利用者は２千人（平成13年度）をわ
ずかに超える程度である。
　休暇村における園地利用者１人当たりの面積は図−10−Ｂの中に示したよう
に0.1m2から10.0m2の範囲内にある。この範囲はＡ、Ｂ、Ｃの三つのグループに
図−10−Ｂ　休暇村園地利用者数および１人当たり園地面積
　　　　　　 ─平成12年（2000）度─
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分けることができる。Ａは0.1〜1.0m2/人内にある休暇村で蒜山高原等18ヵ所で
ある。これらの休暇村の中には南伊豆、紀州加太、竹野海岸など海岸地域に立地
する休暇村が半数を占めており、アクセスや交通条件のよさが園地利用を高めて
いると考えられる。Ｂは1.0〜5.0m2/人内にある休暇村は雲仙等11ヵ所、このう
ち７割が山間僻地にある休暇村で年間園地利用者は大半が５万人以下である。Ｃ
は5.0〜10m2/人内にある休暇村で南紀勝浦等６ヵ所があり、年間利用者は２万人
以下である。園地の利用は休暇村の地理的立地条件に影響を受けていることが認
められる。
　（４）キャンプ場
　キャンプ場は環境省又は地方自治体が整備する公共施設で、運営管理は（財）
休暇村協会が行っている。平成13年（2001）現在、36休暇村のうち30の休暇村（日
光湯元、館山、南伊豆、富士、南紀勝浦、志賀島の６休暇村を除く）でキャンプ
場が整備され、テントによるキャンプが行われている。
　休暇村のキャンプ形態は、「一般キャンプ」と「オートキャンプ」に分けるこ
とができる。一般キャンプはフリーキャンプサイトにテントを張りキャンプをす
る形式で、オートキャンプはオートキャンプサイトに車を駐車しテントを張って
キャンプをする形式である。
　テントは休暇村協会が貸し出すテント（貸出テント）と利用者が持ち込むテン
ト（持込テント）の二種類がある。開設当初のキャンプは持込テントによるキャ
ンプであったが、昭和45年（1970）に（財）休暇村協会は（財）宝くじ協会から
テントの備品助成を受け、以来、（財）休暇村協会はキャンプ利用者にテントを
貸し出すことになった。その結果、休暇村におけるキャンプは持込テントと貸出
テントによるキャンプが定着した。
　昭和47年（1972）度以降のキャンプ利用者数の推移は図−11に示したとおり
である。利用者数は昭和47年（1972）度から49年（1974）度にかけては約25万人
に達したが、昭和50年（1975）に大きく利用者が減り、その後も漸減して昭和55
年（1980）度には15万人以下にまで減少した。この原因の一つは、昭和49年
（1974）オイルショックによる社会の混乱と家庭経済への影響で野外レクリエー
ション行動が一時低迷したことにあると思われる。しかし、昭和56年（1981）か
らは増加を続け、平成８年（1996）度は33万人を超え過去最高の利用者数となっ
た。平成５年（1993）以後、急激に利用者が増加した原因は、平成５年（1993）
度から環境庁（現環境省）が提唱したエコロジーキャンプが休暇村に整備された
こと、平成５年（1993）に支笏湖のモーラップキャンプ場が開設したことが挙げ
られる。また、平成時代に入ってから急成長したオートキャンプの影響も考えら
れる10）。しかし、平成９年（1997）度から利用者は再び減少して、平成13年（2001）
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度には20万人台に減少した。
　平成９年（1997）度以後の利用者数の減少要因は、休暇村のキャンプ形態が団
体利用からグループ利用へ、さらに家族利用へと変化しキャンプ１件当たりの利
用者数が少なくなり、総体的にキャンプ利用者数が減少したものと指摘できる。
今後、オートキャンプ利用が増加しても１サイト当たりの利用者数は２〜３人程
度であり、大幅なキャンプ利用の増加は期待できないと考えられる。
　平成13年（2001）度のキャンプ利用状況は図−12に示したとおりである。キャ
ンプ利用者総数は約167千人で、このうち一般キャンプの利用者数は約８万８千
人で全体の約53％を占め、オートキャンプは約７万９千人と全体の約47％で一般
キャンプよりやや少ない。テントの貸出・持込状況について利用者数を対象にし
てみると、一般キャンプでは貸出と持込の比が１：1.7と持込テントは約２倍で
あり、オートキャンプは１：５で５倍といずれも持込テントの比率が高い。特に
オートキャンプの場合は宿泊、休憩、食事等使用目的に応じた多種多様なテント
が持ち込まれている。
　キャンプ利用者層の構成状況は図−12の中に示したとおりで、利用者層の中
で最も多いものファミリーの63.8％である。次にグループの12.6％、団体学生の
11.3％の順である。キャンプ利用者層は、第３章でも述べたとおり、昭和年代で
は団体学生が最も多く、平成年代に入ってファミリーに代わり、以後、ファミ
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注１．キャンプ利用者数は、(財）休暇村協会の昭和47年度から平成13年度までの「休暇村利用状
　　　 況」、「利用人員」、「キャンプ場」から作成。
　２．キャンプ場数の推移は、（財）休暇村協会施設部資料から作成。
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図−11　キャンプの利用者数およびキャンプ場数の推移
　　　　 ─昭和47年（1972）～平成13年（2001）─
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平成13年（2001）度
キャンプ
一般キャンプ オートキャンプ
合計貸出テント注２）
持込テント 計 貸出テント 持込テント 計
ファミリー用 三角テント
テント張数（張）
8,353 338 14,609 23,300 3,236 16,597 19,833 43,133
19.4% 0.8% 33.6% 53.8% 7.6% 38.6% 46.2% 100%
利用者数（人）注１）
36,263 1,480 50,177 87,920 14,177 65,093 79,270 167,190
21.7% 0.9% 30.0% 52.6% 8.5% 38.9% 47.4% 100%
貸出・持込
テントの割合
㻕㻔㻑㻚㻈
㻓㻑㻜㻈
㻖㻓㻑㻓㻈
㻛㻑㻘㻈
㻖㻛㻑㻜㻈
㻓㻑㻓 㻘㻑㻓 㻔㻓㻑㻓 㻔㻘㻑㻓 㻕㻓㻑㻓 㻕㻘㻑㻓 㻖㻓㻑㻓 㻖㻘㻑㻓 㻗㻓㻑㻓 㻗㻘㻑㻓 㻘㻓㻑㻓
䟺ୌ⯙䟻㈒ฝ䝊䝷䝌䝿䝙䜥䝣䝮䞀⏕
䟺ୌ⯙䟻㈒ฝ䝊䝷䝌䝿୔ぽ䝊䝷䝌
䟺ୌ⯙䟻ᣚ㎰䝊䝷䝌
䟺䜮䞀䝌䟻㈒ฝ䝊䝷䝌
䟺䜮䞀䝌䟻ᣚ㎰䝊䝷䝌
キャンプ利用層
の構成と割合
構成区分注３） 団体学生 団体一般 グループ ファミリー その他 計
キャンプ件数 194 324 2,473 25,033 3,238 32,126
利用者数（人） 18,851 13,263 20,998 106,735 7,343 167,190
㻙㻖㻑㻛㻈
㻗㻑㻗㻈
㻔㻕㻑㻙㻈
㻛㻑㻓㻈
㻔㻔㻑㻖㻈
㻓 㻔㻓 㻕㻓 㻖㻓 㻗㻓 㻘㻓 㻙㻓 㻚㻓
ᅆమᏕ⏍
ᅆమୌ⯙
䜴䝯䞀䝛
䝙䜥䝣䝮䞀
䛣䛴௙
注１）　利用者数は、（財）休暇村協会「平成13年度営業状況報告」から作成。
注２）　貸出テントファミリー用：正面５角形のテント
　　　 貸出テント三角テント：正面３角形のテント
注３）　団体とは20人以上の利用者。
図−12　休暇村キャンプの利用形態とテントサイト利用状況
　　　　─平成13年（2001）度─
リー利用が最も多い状況に変化した。その一因として家族単位で利用するオート
キャンプが増加したことが挙げられる。
　（５）スキー場
　スキー場は36休暇村のうち、10の休暇村にある。休暇村のスキー場形態はゲレ
ンデスキー及びクロスカントリースキーで、ゲレンデスキー場は（財）休暇村協
会が整備し運営管理を行っている。
　ゲレンデスキー場は岩手網張温泉、田沢湖高原など９の休暇村にあり、リフ
ト、ロープトウ、休憩施設等が整備されている。クロスカントリースキー場のあ
る休暇村は裏磐梯の１ヵ所で、コース標識等が積雪期に設けられる。また、休暇
村内にスキー場を持たないが、隣接するスキー場を利用できる休暇村は、那須、
日光湯元等である。
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スキー場の形態と利用
平成13年（2001）度 スキー利用者の休暇村別割合
平成13年（2001）度
㻓㻑㻓 㻔㻓㻑㻓 㻕㻓㻑㻓 㻖㻓㻑㻓 㻗㻓㻑㻓 㻘㻓㻑㻓
㻓㻑㻓㻈
㻓㻑㻓㻈
㻖㻑㻘㻈
㻕㻑㻓㻈
㻕㻑㻗㻈
㻖㻑㻛㻈
㻘㻑㻘㻈
㻙㻑㻘㻈
㻖㻕㻑㻗㻈
㻗㻖㻑㻜㻈஋㠙㧏ཋ
ᒷᡥ⥑ᘿῺἠ
⩒㯦
ኬᒜ㙶䝺ᠺ
ⵓᒜ㧏ཋ
⿤☤᲋
ዼ㧏䟺஫᭩ᮙ䟻
⏛Ἁ‘㧏ཋ
Ⲍ⮳ᒜ㧏ཋ
྿ጏᒜ
休暇村 スキー場 リフト基数 ロープトウ
利用者数
（千人）
乗鞍高原 ゲレンデスキー 2 136.3
岩手網張温泉 ゲレンデスキー 7 1 100.0
羽黒 ゲレンデスキー 1 20.3
大山鏡ヶ成 ゲレンデスキー 2 17.2
蒜山高原 ゲレンデスキー 1 11.7
妙高 ゲレンデスキー 1 7.5
田沢湖高原 ゲレンデスキー 2 1 6.1
茶臼山高原 ゲレンデスキー 1 0.1
吾妻山 ゲレンデスキー 1 0.1
裏磐梯
クロスカントリー
スキー
10.7
計10ヵ所 16 4 310.1
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㻔㻓㻓㻏㻓㻓㻓
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㻖㻓㻓㻏㻓㻓㻓
㻗㻓㻓㻏㻓㻓㻓
㻘㻓㻓㻏㻓㻓㻓
㻙㻓㻓㻏㻓㻓㻓
㻚㻓㻓㻏㻓㻓㻓
㻛㻓㻓㻏㻓㻓㻓
㻜㻓㻓㻏㻓㻓㻓
㻶㻗㻚
㻋㻔㻜
㻚㻕㻌 㻗㻛 㻗㻜 㻘㻓 㻘㻔 㻘㻕 㻘㻖 㻘㻗
㻶㻘㻘
㻋㻔㻜
㻛㻓㻌 㻘㻙 㻘㻚 㻘㻛 㻘㻜 㻙㻓 㻙㻔 㻙㻕 㻙㻖 㻫㻔
㻫㻕㻋
㻔㻜㻜
㻓㻌 㻖 㻗 㻘 㻙 㻚 㻛 㻜 㻔㻓 㻔㻔
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注 1．（財）休暇村協会「休暇村利用状況」の利用人員、スキー場による。
　 2．平成 4年の利用者数が過去最大となった理由は、乗鞍高原にスキー場が増設されたため
  　　である。
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図−13　休暇村スキー場の形態と利用者数の推移
　　　　─昭和47年（1972）度～平成13年（2001）度─
　スキーの形態及び利用の推移は図−13に示したとおりである。最初のスキー
場は昭和37年（1962）に鹿沢高原及び大山鏡ヶ成に整備され、昭和47年（1972）
にはスキー場のある休暇村は鹿沢高原、大山鏡ヶ成、乗鞍高原、蒜山高原、岩手
網張温泉、田沢湖高原及び妙高の７休暇村となった。この年度から利用統計が採
られ、スキー場７ヵ所の総利用者数は約35万人であった。翌年度から利用者は減
少し、昭和56年（1981）から平成２年（1990）までの間は30万人台で推移するが、
平成４年（1992）度は過去最大の約78万人となった。その原因は、前年度に乗鞍
高原のスキー場が増設されたことによる。しかし、翌年から利用者は再び減少
し、平成13年（2001）度には約30万人と過去最大の平成４年（1992）に記録した
78万人の約４割に減少した。こうした減少傾向の背景には、若年層のスキー人口
の減少など社会的要因によるものと考える。
　スキー場の規模を平成13年（2001）度の利用者数によって区分すると、利用者
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が10万人以上のスキー場は岩手網張温泉と乗鞍高原の２ヵ所で、１〜２万人は羽
黒等の５ヵ所、100人以下は茶臼山高原と吾妻山の２ヵ所となる。これらのスキー
場の性格をみると、岩手網張温泉及び乗鞍高原は大規模なスキー場地帯の一画を
占める広域利用のスキー場であり、羽黒、大山鏡ヶ成、蒜山高原、妙高、田沢湖
高原は地域利用を中心とするスキー場と言える。また、茶臼山高原及び吾妻山は
休暇村の宿泊者を対象としたスキー場である。一方、裏磐梯のクロスカントリー
スキーは１万人余の利用者があり、その大半はスノーシューによって雪山の自然
を楽しむスキー客である。
　（６）水泳場
　休暇村の水泳場は自然の海浜又は湖浜を利用する「海（湖）水浴場」と「プー
ル」の二種類があり、36休暇村のうち20の休暇村に設置又は整備されている。
　海（湖）水浴場は、①休暇村が立地している関係市町村又は教育委員会が設置
する海水浴場、②（財）休暇村協会が琵琶湖湖岸の占有許可を得て設置する湖水
浴場を言う。これら海（湖）水浴場の大半は休暇村内にあるが、隣接した場所に
ある場合は、海水浴客の送迎は休暇村が行なっている。また、プールは（財）休
暇村協会又は地方自治体が整備したもので全て休暇村内にある。
　水泳場は図−14の中に示したように海（湖）水浴場は９の休暇村、プールは
18の休暇村にあり、プールは海（湖）水浴場の２倍である。海水浴場のみの休暇
村は陸中宮古及び竹野海岸の２ヵ所、海（湖）水浴場とプールをもつ休暇村は気
仙沼大島等７ヵ所、プールのみの休暇村は伊良湖等11ヵ所である。
　昭和37年（1962）、休暇村開設当初の水泳場は近江八幡や大久野島等自然の海
浜（湖浜）を利用する海（湖）水浴場が中心であった。しかし、昭和40年（1965）
代後半から、海水浴場のある休暇村では、波が怖く、海水の汚濁と藻の異常発生
によって身体が汚れることを嫌う利用者が増え、プールの要望が多くなった。休
暇村は清潔で安心して泳げる水泳場の整備が必要となったのである。一方、山間
地域にある休暇村では地域の児童・生徒のためにプールを整備し、休暇村利用を
促進しようとする考えも生まれ11）、プールの整備が進んだ。昭和51年から（財）
休暇村協会は（財）宝くじ協会から助成金を得て、順次、全国の休暇村にプール
の整備を行った。
　昭和47年（1972）度以降の水泳利用の推移は図−15に示したとおりである。
昭和47年（1972）度の利用者数は153万人であるが、その後、昭和53年（1978）
度の113万人、59年（1984）度93万人、平成２年（1990）度73万人、平成８年（1996）
度47万人と、およそ６年おきに増加のピークを示しながら全体としては減少傾向
で推移している。
　一方、利用者の少ない年度は昭和51年（1976）度53万人、57年（1982）度60万
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休暇村
平成13年（2001）
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水泳場
海（湖）水浴場 プール
陸中宮古 □
気仙沼大島 □ ■
館山 □ ■
南伊豆 ■
伊良湖 ■
能登千里浜 ■
越前三国 ■
近江八幡 □ ■
南淡路 ■
竹野海岸 □
紀州加太 ■
南紀勝浦 ■
大久野島 □ ■
帝釈峡 ■
讃岐五色台 ■
瀬戸内東予 □ ■
志賀島 □ ■
雲仙 ■
南阿蘇 ■
指宿 □ ■
（20ヵ所） （9ヵ所） （18ヵ所）
利用者数
（千人）
海（湖）水浴場 プール
181.1 81.3
262.4
注１．水泳利用者数は、（財）休暇村協会・平成13年度「休暇村利用状況」、「利用人員（概数）」、
「水泳場」から作成。
　２．プールの利用者数は（財）休暇村協会施設部の資料から作成。
　３．南淡路は昭和59年度から、南伊豆は昭和60年度からプールの利用者数を水泳利用者数と
して計上。
図−14　休暇村における水泳の形態と利用者数
　　　　─平成13年（2001）度─
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注　プール及び海（湖）水浴場のヵ所数は、（財）休暇村協会施設部の資料から作成。
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図−15　休暇村の水泳場ヵ所数と水泳利用者数の推移
　　　　―昭和47年（1972）～平成13年（2001）―
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人、平成１年（1989）度46万人、５年（1993）度32万人と、ほぼ６年前後の間隔
でみられる。こうした増加及び減少の年度が数年おきに見られる要因は夏の天
候、気温が影響していることが窺える。昭和53年（1978）は全国的に梅雨明けが
早く、夏休み期間中に好天が続いたため休暇村の水泳利用にも好影響を与え、そ
れまでの最低利用者数（昭和51年）のほぼ２倍の113万人に増加した。しかし、
４年後の昭和57年（1982）の７月は全国的に長雨による低温の日が続き、梅雨明
けも８月にズレ込み、また、大型台風の上陸など全国的な天候不順に見舞われ、
観光レクリエーション行動は低下した12）。こうした影響を受け、休暇村の水泳利
用者数は60万人に減少している。
　平成13年（2001）度の水泳利用者数は図−14の中に示したとおり約26万２千
人である。このうち海（湖）水浴場の利用者は約18万人で全体の７割弱を占め、
プール利用者は約８万人で全体の約３割である。最も多い利用のあった休暇村は
館山の約７万人、次に近江八幡の５万８千人、志賀島２万８千人の順で、いずれ
も大都市に近い休暇村で、この３ヵ所の利用者数で全体の約６割を占めている。
３．自然との触れ合い活動
　休暇村における自然との触れ合い活動とは、利用者が休暇村及び周辺地域にお
いて動植物、水、河川、湖沼、山岳等の自然や農漁業等に対して能動的に働きか
けることである。活動の内容は自然観察、星座観察、風景観賞、クラフト、地域
文化学習13）、農業体験、トレッキング、登山ハイキングなどで、これらの活動の
企画、案内、解説等は主に休暇村職員が行っている。平成13年（2001）度の自然
との触れ合い活動への参加者は、図−16の中に示したように約29万人である。
　以下、休暇村における自然との触れ合い活動の成立の背景、活動の形態、レク
リエーションリーダー等の人材育成の実態について、分析し考察した結果は次の
とおりである。
　（１）休暇村の役割変化
　休暇村の大半は既存の観光地から離れて立地した。そのため、開設後、しばら
くは当時の観光旅行の風潮であった「遠く、早く、多く」見て廻る旅行の中継宿
泊地として利用されることが多かった。しかし、中継宿泊地としての役割は、昭
和40年（1965）代後半になって変化が見られるようになったのである。それま
で、宿泊客はフロントカウンターにいる職員に休暇村周辺の観光地への道路事情
などを聞くことがほとんどであったが、「休暇村では何が出来ますか」といった
質問に変わったのである14）。
　この問いかけは、環境問題の深刻化や自然破壊が進む一方で人々の自然に対す
る希求度が飛躍的に高まっていることを示すものであった。人々が求めているも
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「平成13年（2001）度」
区　分
触れ合い
の場
触れ合い種目注１） 主な触れ合い内容
参加者数
（千人）注２）
触れ合い
活動の形
態と利用
休暇村
区域　
自然観察会
野草鑑賞、野生動物の観察、バードウオッ
チング
30.0
星座観察会 星座観察、星座神話の解説、満月鑑賞 32.3
ネイチャーゲーム カモフラージュ、音いくつ 1.4
スライド上映 スライドによる自然鑑賞 11.8
常設展示
休暇村の絵画、写真、動植物の展示、
鑑賞
2.8
室内ゲーム
重さあてゲーム、クイズ、輪投げゲーム、
ストラックアウト
65.0
クラフト
草木染め、ストーンペインテイング、
海草押し葉
16.9
お話・講演
語り部の夕べ、地域歴史文化講演、猟師
の話
4.9
大会 ･行事・コンサート
ピアノコンサート、ヴァイオリンコン
サート、尺八演奏
9.3
夜店・縁日 夜店・縁日 3.8
プレゼント・抽選会 プレゼント・抽選会 0.9
周辺地域
体験
そば打ち体験、ホタテ養殖体験、田植え
体験
46.9
ハイキング・散策 自然歩道の散策、ブナ林ハイキング 9.0
野外ゲーム・スポーツ
シーカヤック、釣り、カヌー、ダイビン
グ、スノーシュー
10.5
キャンプファイヤー
ファミリーキャンプ（ブーメラン作り、
塩作り）
13.8
ウォークラリー
ゴミ拾いウオーキング、休暇村周辺ウ
オーキング
10.2
観光・ツアー
周辺遺跡、史跡めぐり、酒蔵見学、ツツ
ジツアー
4.8
年中行事 初詣参拝、豆まき大会、鏡開き参加 3.8
その他 12.2
計 290.5
触れ合い
活動の参
加状況　
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注１）　触れ合い種目及び参加者数は、（財）休暇村協会・平成13年度「休暇村らしいサービス実施報告（レ
ク別）」から作成。
注２）　参加者数は、「自然と触れ合うみどりの日の集い」、「環境月間・環境の日」、「自然に親しむ運動」、「観
光週間」、「休暇村レクサービス」の参加者を集計したもの。
図−16　休暇村における自然との触れ合い形態と参加状況
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のは名所旧跡を訪ねるよりも自然の中に身を置いて鳥の声を聞き、草花を観察し
楽しみ喜びたいという個性的で主体的な欲求の表れであった。休暇村は観光旅行
の中継宿泊地から、すぐれた自然に触れ合い楽しむ場としての役割を果たすこと
が求められたのである。
　（２）休暇村らしい自然との触れ合い活動の構築
　休暇村で自然との触れ合いを望む人たちのために、何らかの形で手助けをする
必要を考えた（財）休暇村協会は、昭和47年（1962）にレクリエーションリーダー
と呼ぶ自然公園利用のアドバイザーとしての役割を持つ職員の養成をはじめた。
レクリエーションリーダーは、参加者に休暇村や周辺地域の豊かな自然環境、歴
史・文化、人情等について、わかり易く、説明、解説し案内する職員で、このサー
ビスは日常業務の中で行われるために様々な制約もあり困難な仕事であった。し
かし、レクリエーションリーダーは自己研修を積み重ねながら、参加者とともに
自然との触れ合い活動を継続的に行なってきた。
　平成４年（1992）から（財）休暇村協会は、（財）日本自然保護協会が資格を
認定する自然観察指導員、（財）日本レクリエーション協会が資格を与えるネイ
チャーゲーム指導員等の資格を取得する職員を奨励するなど指導者の育成を図っ
てきた。その結果、平成16年（2004）にはレクリエーションリーダーは70名、こ
のうち各種の指導員の資格を有する者は33名となっている15）、補注５）。休暇村にお
ける自然との触れ合い活動は、自然公園という恵まれた自然環境を活かし、休暇
村職員が活動プログラムを作成し利用者を案内、解説するものである。この点に
休暇村らしい触れ合い活動の独自性と特色を認めることができる。
　（３）自然との触れ合い活動の形態と活動状況
　休暇村における自然との触れ合いの場は、第５章図−１に示したように休暇村
区域内の宿舎、多目的ホール、園地、キャンプ場及び休暇村に接する周辺地域の
森林、農耕地など広汎な地域に及んでいる。これらの地域で行われる活動は、図
−16に示したように自然観察、星座観察、地域の文化学習、農業体験、ウオー
クラリーなどである。これらの活動と環境庁（現環境省）が平成７年（1995）に
行った「身近な自然とのふれあい活動と考えられる活動」のアンケート結果16）
と比較した結果は表−６に示したとおりである。
　休暇村で行われている活動は＊印を付した。その結果、34種類の活動のうち
「修行」、「アスレチック」、「マウンテンバイク」等の８種類を除く26種類が該当
していることがわかる。その他の活動についても多くの該当例がみられる。この
ことから、休暇村においては既に20数年前から現在の「自然とのふれあい活動と
考えられる活動」の大半が実施されていたことがわかる。休暇村の自然との触れ
合い活動は、時代を先取りするものであった。
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表−６　自然とのふれあい活動と考えられる活動注）
『＊は休暇村で行われている活動』
活　動 内　　　　容　　　　例
1 観　察
自然観察＊、動物観察＊、野鳥観察＊、野鳥のバンデング、魚の観察＊、水辺の生き物
探し＊、昆虫観察＊、
森林観察＊、野草観察＊、景色と自然を観察する、山の名前を調べる＊
2 採集−A
（生き物・自然）
貝殻ひろい＊、石ひろい＊、魚釣り＊、ザリガニ釣り、カエル捕り、おたまじゃくし捕
り、昆虫採集、木・朽木の採集＊
3 採集− B
（食物・自然）
山菜採り、栗ひろい＊、たけのこ掘り、芋ほり＊、イチゴ狩り、野菜の収穫、果物狩り
4 クラフト
ストーンペンティング＊、木でいろんな物を作る＊、竹トンボを作る＊、クラフトを作
る＊、花輪作り＊、草笛を作る＊、葉っぱの水車を作る＊、笹舟流し＊、笹アメ作り
5 草花あそび 葉っぱあそび＊、花摘みあそび＊、四葉のクローが集め＊、色水作り
6 畑仕事
農業体験＊、山林で四季の仕事をする、畑仕事、農作業＊、花を育てる、庭木の手入れ、
桜の苗木の管理
7 土遊び 土遊び、どろんこあそび、砂場あそび、砂のトンネルあそび＊、雪あそび＊
8 冒険遊び
木登り＊、木の枝を拾って振り回す、切り株の跳び箱を飛ぶ、宝探し＊、ターザンごっ
こ、探検ごっこ、秘密基地づくり、家づくり、テントづくり＊
9 川あそび
川あそび＊、川で泳ぐ＊、浮輪で遊ぶ、川で石を投げる＊、石を積んで池を作る、
小さな小川を作る、舟遊び＊
10 トレッキング等 トレッキング＊、ハイキング＊
11 森林浴 木陰で休む＊、森林浴＊
12 散　歩 散歩＊、散策＊、ウォーキング＊、歩け運動、運動をしながら田圃を廻る
13 修　行 修行
14 登　山 登山＊、崖登り、沢登り＊
15 創　作 俳句をつくる＊、花を生ける、山の花を切って生ける、河原の草を切って生ける
16 季節を味わう
季節感を味わう＊、自然の中で気分を爽快にする＊、枯葉を踏んで音を楽しむ、
涼をとる、武蔵野の風情を楽しむ、季節の移り変わりを観察＊
17 観　賞
花見、新緑の観賞＊、草花の観賞＊、アヤメの観賞、ホタル観賞＊、ヤマツツジ観賞＊、
紅葉を楽しむ＊
18 眺　望 景観を楽しむ＊、双眼鏡で景色を見る＊、滝を見る、沼を眺める、展望台に登る＊
19 描　く 絵を描く＊、スケッチ＊、風景写真を撮る＊
20 バーベキュー バーベキュー＊、弁当を食べる＊、焚き火＊、焼き芋を焼く＊、生みたての卵を食べる
21 キャンプ等 ピクニック＊、キャンプ＊、オートキャンプ＊
22 すべり遊び ダンボールを使って土手を滑る、芝滑り＊、草すべり＊、ソリあそび＊
23 凧揚げ 凧揚げ＊、孫と凧揚げをする
24 アスレッチック アスレッチック
25 　かくれんぼ等 かくれんぼ、色おに、高おに、ままごと、料理ごっこ、お店さんごっこ
26 マウンテンバイク マウンテンバイク
27 サイクリング サイクリング＊
28
スキー・
グランドゴルフ
スキー＊、ボート乗り＊、グランドゴルフ＊
29 乗　馬 乗馬（ホーストレッキング）
30 オリエンテーリング オリエンテーリング＊
31 参　拝 参拝
32 温　泉 温泉に入る＊
33 旅　行 旅行
34 ドライブ ドライブ、車に乗って見物する
その他
遊具遊び、ごっこあそび、ランニング＊、体操、祭りを見に行く＊、踊る、清掃体験＊、
ボール遊び、ラジコン、ペット遊び、ゲートボール＊、交流、魚釣りを見る
注）　上杉哲郎、海津ゆりえ、宮川浩、真板昭夫、下村彰男（1998）：ふれあい空間の計画─立地・配置論、
　　 ランドスケープ研究、61（３）、230 ‐ 236の表−１。
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　自然との触れ合い活動は、休暇村サービスの一環として年間を通じ、また、環
境省等が主唱する「自然と触れ合うみどりの日の集い」、「環境月間」、「環境の
日」、「自然に親しむ運動」、「観光週間」等の行事に併せて行われている。平成13
年（2001）度における自然との触れ合い活動への参加状況は図−16の中に示し
たとおり約29万人（休暇村宿泊者、行事応募者等）が参加している。参加者数の
多い活動は宿舎内ゲーム、体験、星座観察、自然観察の順である。星座観察会の
参加者が多い理由は、休暇村が星座観測に適した環境にあること、天文台が宿舎
内又は宿舎に接して設けられていることなどが挙げられる。
　平成５年（1993）から天体望遠鏡による星座観察会を実施してきた休暇村南淡
路の事例をみると、その参加状況は図−17に示したとりである。星座観察会は
年間を通じて行われ、平成11年（1999）度の参加者は17,225人で、全宿泊者のう
ち星座観察会に参加した宿泊者の割合（参加率）は22％である。宿泊者のほぼ５
人に１人が星座観察会に参加したことになる。月別の利用状況をみると８月、12
月、１月の参加率は30％を超える高い参加率となっているが、５月、６月、10月
は学校団体の宿泊利用が多く一般宿泊客が少ないため参加率は低下する。職員が
作成したプログラムによる星座観察会は、休暇村南淡路における重要な、かつ特
色ある自然との触れ合い活動となっている。
　平成15年（2003）現在、天文台をもつ休暇村は南淡路の他裏磐梯、館山、能登
千里浜、雲仙及び南阿蘇の６休暇村である。休暇村能登千里浜では地元の天文愛
好会（羽咋星の会）との定期的に星座観察会を実施するなど、星座観察は地域社
注　図は休暇村南淡路の調査資料から作成。
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図−17　休暇村南淡路における星座観察会の参加状況
　　　　―平成11年（1999）度―
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会と密接に連携して行なわれている。
　自然との触れ合い活動の参加者数の推移をみると、統計が初めて採られた昭和
61年（1986）度の参加者数は約10万６千人である17）。以後、平成元年（1989）27
万５千人、平成３年（1992）は27万人、平成６年（1994）は37万４千人と増加し、
参加者数は同年における休暇村総利用者数の7.5％を占める。しかし、７年後の
平成13年（2001）度の参加者は29万人と6.5％に減少した。こうした減少の要因
は、活動種目や実施回数等が十分とはいえないこと、企画、実施は各村単位で行
なわれるため取り組み方に差異があることなどである。
４．利用動向の総括
　（１）国立・国定公園における休暇村利用者数の割合
　前節において休暇村の利用動向を明らかにしたが、休暇村の利用者数は国立・
国定公園の利用者数に対し、どの程度の割合を占めているのか、その実態を分析
した結果は次のとおりである。
　平成13年（2001）度の全休暇村の利用者は約449万９千人、休暇村が属する国
立・国定公園の利用者数に占める割合は1.05％（表−７）である。
　①　国立公園（15公園）の利用者は３億1,544万人、これに対する休暇村（26ヵ
所）の利用者は343万人で休暇村利用者の占める割合は1.09％である。高い割合
の休暇村は大山隠岐国立公園の休暇村蒜山高原の4.0％、十和田八幡平国立公園
休暇村岩手網張温泉3.0％、中部山岳国立公園休暇村乗鞍高原2.2％と、いずれも
スキー場のある休暇村である。
　②　国定公園（９公園）の利用者は１億903万人、休暇村（10ヵ所）の利用者
は101万人で休暇村利用者の占める割合は0.93％である。比婆道後帝釈峡国定公
園の休暇村帝釈峡の8.9％が最も高く、次に同国定公園の休暇村吾妻山4.7％、能
登半島国定公園の休暇村能登千里浜1.2％である。帝釈峡と吾妻山が高い割合を
示す理由は、これらの休暇村は比婆道後帝釈国定公園における主要な利用拠点で
あるためである。
　以上のように国立・国定公園における休暇村利用者数の割合は、国立公園は
1.09％、国定公園では0.93％とほぼ同じである。
　休暇村が32ヵ所存在した昭和56年（1981）における国立・国定公園利用者数に
対する休暇村利用者数の割合は、表−７の中に示したように国立公園は0.94％、
国定公園では0.87％、全体として0.92％で平成13年（2001）の1.05％と比較する
とやや低い。国立・国定公園利用者数に占める休暇村利用者数の割合は32の休暇
村から36の休暇村になって若干増えたが、昭和56年（1981）以降20年間は概ね
１％で推移してきたことが明らかになった。
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表−７　国立・国定公園と休暇村の利用者数の比較
　　　　─昭和56年（1981）と平成13年（2001）─
単位：万人
自然公園
昭和56年（1981）：休暇村（32ヵ所） 平成13年（2001）：休暇村（36ヵ所）
自然公園
利用者数
（a）
休暇村
休暇村
利用者数
（b）
割　合
（b）/（a）
自然公園
利用者数
（a）
休暇村
休暇村
利用者数
（b）
割　合
（b）/（a）
国
　　　
立
　　　
公
　　　
園
支笏洞爺 1,131 支笏湖 3.6 0.3% 1,271 支笏湖 5.5 0.4%
十和田八幡平 781
岩手網張温泉 34.3 4.4%
851
岩手網張温泉 25.6 3.0%
田沢湖高原 4.9 0.6% 田沢湖高原 3.7 0.4%
陸中海岸 777
陸中宮古 11.1 1.4%
780
陸中宮古 9.7 1.2%
気仙沼大島 3.9 0.5% 気仙沼大島 2.6 0.3%
磐梯朝日 1,139
羽　黒 4.9 0.4%
996
羽　黒 10.2 1.0%
裏磐梯 6.5 0.6% 裏磐梯 8.8 0.9%
日　光 1,654
那　須 4.6 0.3%
2,029
那　須 8.9 0.4%
＊ ＊ ＊ 日光湯元 9.7 0.5%
上信越高原 3,234
妙　高 5.1 0.2%
3,187
妙　高 7.5 0.2%
鹿沢高原 4.9 1.5% 鹿沢高原 7.7 0.2%
中部山岳 797 乗鞍高原 3.1 0.4% 1,177 乗鞍高原 25.7 2.2%
富士箱根伊豆 8,517
南伊豆 39.8 0.5%
10,211
南伊豆 16.6 0.2%
＊ ＊ ＊ 富　士 27.8 0.3%
山陰海岸 693 竹野海岸 2.5 0.4% 684 竹野海岸 7.4 1.1%
瀬戸内海 4,296
南淡路 13.4 0.3%
4,105
南淡路 16.6 0.4%
紀州加太 12.5 0.3% 紀州加太 20.2 0.5%
大久野島 13.4 0.3% 大久野島 9.5 0.2%
讃岐五色台 7.6 0.2% 讃岐五色台 12.2 0.3%
瀬戸内東予 8.4 0.2% 瀬戸内東予 9.6 0.2%
吉野熊野 792 南紀勝浦 3.8 0.5% 838 南紀勝浦 6.6 0.8%
大山隠岐 919
大山鏡ヶ成 7.8 0.8%
885
大山鏡ヶ成 11.9 1.3%
蒜山高原 29.1 3.2% 蒜山高原 34.6 4.0%
雲仙天草 1,007 雲　仙 14.7 1.5% 875 雲　仙 11.5 1.3%
阿蘇くじゅう 1,130 南阿蘇 14.1 1.2% 2,381 南阿蘇 20.7 0.9%
霧島屋久 1,149 指　宿 10.1 0.9% 1,274 指　宿 13.0 1.0%
計 28,016 264.1 0.94% 31,544 343.8 1.09%
国
　
定
　
公
　
園
南房総 1,909 館　山 17.9 0.9% 1,643 館　山 14.6 0.9%
佐渡弥彦米山 592 ＊ ＊ ＊ 750 佐　渡 0.5 0.1%
三河湾 1,999 伊良湖 11.8 0.6% 1,360 伊良湖 8.4 0.6%
天竜奥三河 400 茶臼山高原 2.2 0.6% 537 茶臼山高原 4.0 0.7%
能登半島 751 能登千里浜 7.7 1.0% 632 能登千里浜 7.8 1.2%
越前加賀海岸 797 ＊ ＊ ＊ 678 越前三国 7.0 1.0%
琵琶湖 2,470 近江八幡 13.2 0.5% 3,021 近江八幡 24.8 0.8%
比婆道後帝釈 88
吾妻山 3.7 4.2%
89
吾妻山 4.2 4.7%
帝釈峡 7.4 8.4% 帝釈峡 7.9 8.9%
玄　海 1,777 志賀島 29.9 1.7% 2,193 志賀島 21.9 1.0%
計 10,783 93.8 0.87% 10,903 101.1 0.93%
合　　計 38,799 357.9 0.92% 42,447 444.9 1.05%
注１．自然公園利用者数は環境省自然環境局の統計資料「国立、国定公園利用者数（公園、年次別）による。
　２．休暇村利用者数は（財）休暇村協会資料、「利用状況」の「休暇村入込人員」（概数）による。
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　（２）施設利用
①　宿泊者数は昭和37年（1962）の休暇村開設から平成５年（1993）まで、昭
和55年（1980）の減少を除き毎年増加で推移し、平成６年（1994）から微
増減を繰り返し推移している。
②　園地は宿泊者および日帰り利用者の休憩、散策利用のほか、自然との触れ
合い活動、地域のスポーツや運動の場として利用されている。
③　キャンプは団体利用から家族利用と利用形態が変化し、利用者数は減少の
傾向にある。
④　スキーはスキー人口の減少による影響を受け減少を続けているが、反面、
スノシューなど自然探勝を楽しむスキーが増加している。
⑤　海（湖）水浴は気象条件による影響を受けやすく、数年おきに増減のピー
クを繰り返し、全体の傾向として利用は減少している。
　（３）自然との触れ合い活動
　昭和47年（1972）からレクリエーションリーダーの養成等による本格的な自然
との触れ合い活動が始められ、今日においても休暇村独自の多様な活動が続けら
れている。
引用・参考文献
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の特徴、レジャー・レクリエーション研究、第52号、23-36、5
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５）小嶋忠（1982）：新しい国民休暇村の施設１、国立公園、38、24
６）（財）日本交通公社が実施する「全国宿泊客に関するアンケート調査」の対象旅館。
７）（財）日本交通公社（1993）：旅行年報、旅行の現状と展望、公的宿泊施設の動向、
51
８）（財）休暇村協会（1972）：国民休暇村利用状況、昭和47年４月〜48年３月、「宿泊
人員」、「貸別荘、ケビン」
９）環境庁計画課（1980）：国立公園の公園計画作成要領、別表、自然公園施行令第４
条に掲げる施設の定義と計画上の留意事項
10）（社）オート・キャンプ協会（2001）：オートキャンプ白書2001、65
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15）油井正昭、古谷勝則、木曽次郎（1996）：国民休暇村におけるインタープリテーショ
ン活動に関する研究、千葉大学園芸学部学術報告、第50号、135−148
16）上杉哲郎、海津ゆりえ、宮川浩、真板昭夫、下村彰男（1998）：ふれあい空間の計
画─立地・配置論、ランドスケープ研究、61（３）、230−236より引用したもので
ある。
17）国民休暇村ビジョン協議会（1996）：国民休暇村ビジョン検討について（案）、国民
休暇村の利用動向、８
補　注
補注１）休暇村の宿泊、休憩等の利用統計は昭和37年から（財）休暇村協会が「休暇村
利用状況」として取りまとめている。その調査対象項目は「宿泊人員」、「休憩
人員」及び「利用人員（概数）」からなり、「利用人員（概数）」は「キャンプ場」、
「スキー場」、「水泳場」及び「その他」の４項目に細分している。このうち「そ
の他」の利用人員は主に園地における利用者を対象としているため、本論で
は、「その他」を「園地利用者」とした。
補注２）「宿舎設計・施工指針」は（財）休暇村協会施設部が策定し、休暇村宿舎の新
築増改築工事に適用するものである。宿舎設計・施工指針（平成12年改訂版）
の構成は、Ⅰ．宿舎設計の基本事項、Ⅱ．個別の指示・留意事項からなり、客
室、パブリックスペース、管理スペースの規模、構造、デザイン等については
Ⅱにおいて詳細に定められている。
補注３）国際観光旅館とは（財）国際観光旅館連盟に加盟する旅館をいう。国際観光旅
館の全国平均値とは、（財）国際観光旅館連盟が、毎年行う、連盟会員の「国
際観光旅館」（800軒）を対象とする「施設と経営に関するアンケート」の調査
結果より得られた数値を平均したものである。旅館は大旅館（100室以上）、中
旅館（31〜99室）、小旅館（30室以下）に区分して集計し統計処理されている。
補注４）休暇村宿舎の宿泊定員の算定方法「（財）休暇村協会」
　　　　１．旧宿泊定員（昭和40年〜平成９年）は、和室は２畳を１人、洋室はベット
数。
　　　　２．新宿泊定員（平成10年以降）は、和室は10畳４人、８畳３人、洋室はベッ
ト数。
補注５）レクリエーションリーダーおよび指導員数：平成16年（2004）現在
　　　　○レクリエーションリーダー70名。
　　　　○指導員33名（ネイチャーゲーム指導員19名、自然観察指導員４名、レクリ
エーション指導員５名、レクリエーションインストラクター３名、レクリ
エーションコーデネイター１名、キャンプ指導員１名。
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第６章　休暇村の特性
　前章までの個々の章節における考察に加え、筆者らが平成18年（2006）に発表
した「自然公園の施設の充実に果たした国民休暇村の役割」１）から一部を補い、
全体を通じて総合的な考察を行なった結果、休暇村の特性を次のように示すこと
ができる。
１．休暇村成立の歴史的背景と意義
　昭和９年（1934）３月16日に最初の国立公園として瀬戸内海、雲仙、霧島の３ヵ
所が指定された。以来、すぐれた自然風景地の保護は着実に進展したが利用施設
の整備は国の整備予算の不足から遅々として進まず、施設自体も貧弱であった。
自然公園行政を所管する厚生省は国立公園制度を充実整備するために国立公園法
（昭和32年に自然公園法が成立し廃止）を改正し、国立公園及び国定公園に集団
施設地区を設ける制度を創設した。昭和24年（1949）に日光国立公園及び中部山
岳国立公園の公園計画を変更して集団施設地区計画を追加し、本格的な利用拠点
の整備を始めたのである。しかし、両地区には厚生省が所管する土地が無く、し
たがって国の直轄費の投入はできず、湯元集団施設地区では補助金によって栃木
県が施設を整備しなければならなかった。
　厚生省は直轄整備の必須要件である所管地の確保を図るために、昭和６年
（1931）に制定された国立公園法施行令第14条の「国有林野中、国立公園ノ施設
ノ敷地及其ノ附属地ヲ包容スル集団施設地区並ニ国立公園事業上必要ナル自動車
道路ノ敷地」は国立公園担当大臣の管理に移すべきとする規定に基づいて、農林
省（現農林水産省）と協議し、昭和28年（1953）に日光国立公園の湯元集団施設
地区及び中部山岳国立公園の上高地集団施設地区内の国有林を厚生省に所管換え
したのである。昭和24年（1949）に集団施設地区計画が決定されてから４年後、
ようやく集団施設地区における公共施設整備の基盤となる公園専用用地が確保さ
れたのである。
　しかし、所管換えは思惑通りには進まなかった。「国民休暇村」計画が発表さ
れた昭和35年（1960）には64の集団施設地区が計画されていたが、このうち所管
換えが行われた集団施設地区は17に過ぎなかった。また、依然として国の施設整
備予算も少なく、少ない予算を如何に効果的に活用するか、それが当面の課題で
あった。こうした状況の中で、厚生省は昭和30年（1955）に、昭和31年（1956）
を初年度とする「国立公園施設整備五ヶ年計画」を策定し、日光国立公園の光徳
や富士箱根伊豆国立公園の仙石原など地方自治体が所有する未開発の土地で、高
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い利用が見込まれる場所を「モデル集団施設地区」として重点的に整備する方針
を定め、集団施設地区の拡充・整備を目指したのである。
　一方、昭和30年（1955）代になると、わが国では都市化、工業化が進み、経済
的発展に支えられて国民の所得は増え、余暇時間の増大もあって観光の大衆化が
起き、近代的な大型スキー場や観光道路の建設による民間の新しい観光レクリ
エーション施設が次々と生まれた。厚生省も国民の健康とレクリエーションの増
進を図るため、地方自治体を指導し国民宿舎を自然公園等に建設することを奨励
するが、国民宿舎は単独の宿泊施設であり、多数の公園利用者を受け入れる利用
の拠点とはなり得なかった。
　観光の大衆化、自然志向の高まりによる自然公園利用の増大に対し、主要な受
け入れ施設である集団施設地区の整備は整備予算の低迷もあって一向に進展しな
かった。こうした背景の中で、厚生省は従来の集団施設地区の整備に課題となっ
ていた土地や運営管理等の諸問題を解決する新しい形態の集団施設地区：国民休
暇村の建設を構想したのである。
　厚生省は国民休暇村事業団を設立し、政府の財政投融資金を活用して休暇村を
全国の国立・国定公園に建設しようとした。しかし、事業団の設立は認められ
ず、厚生省は、急遽、事業団に代わって財団法人国民休暇村協会を設立し、（財）
国民休暇村協会が宿舎、スキー場等の有料施設を、園地、駐車場等の公共施設は
国、地方自治体が整備し、それらの施設は一括して（財）国民休暇村協会が運営
管理する休暇村制度を創設したのである。有料施設の全てを特定の団体が整備す
ることは従来の集団施設地区では見られなかった。休暇村は、（財）休暇村協会
が主体となって施設を整備し、運営管理する集団施設地区なのである。
　休暇村の成立は、集団施設地区制度が誕生して以来課題となっていた公園専用
用地の碓保、低廉な宿泊施設の整備等の諸問題を解決し、理想的な集団施設地区
を確立したことに意義がある。
２．休暇村利用の特徴
　①　快適で低廉な宿舎の維持と利用
　昭和30年代に始まる観光の大衆化や旅行ブームの影響を受けて、自然公園内の
旅館、ホテルは高級化、高料金化が進み、一般の庶民には親しみがたい存在と
なっていた。こうした状況の中で設立された（財）国民休暇村協会は、設立趣意
書に「勤労少年、学生生徒、家庭の主婦等の国民大衆が最も熱望する快適にして
低廉な宿泊施設を整備する」ことを明記し、誰もが気軽に、しかも安全で安心し
て利用できる近代的な宿泊施設の建設を目指したのである。
　宿舎の建設にあたっては、当時、既に全国各地に建設され好評を得ていた公営
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の「国民宿舎」の規模、構造等を参考に休暇村にふさわしい宿舎を設計するとと
もに、長期で低利な融資、助成金等を受け、快適で低廉な宿泊施設の実現を図っ
たのである。しかし、国民宿舎を基準として整備した宿舎は、当時の一般旅館の
施設水準に比較して客室は狭隘で設備は不十分、しかも厳しい環境に立地した宿
舎は風雪や潮風等によって老朽化は早く、様々な問題が発生した。そのため（財）
休暇村協会は宿泊者のニーズに対応したきめの細かい施設の改良や大規模なリ
ニューアルを継続的に行い、快適で低廉な宿舎の維持に努めてきた。この持続的
な努力は、バブル崩壊後景気が低迷し一般の旅館・ホテルの利用が減少する中で
休暇村宿舎の安定的利用をもたらした。同時に、一般の旅館・ホテルではあまり
見られない自然観察や体験など、自然との触れ合い活動の提供が宿泊利用を促進
する要因となったのである。
　②　休暇村における自然との触れ合い活動
　休暇村は、昭和37年（1962）の開設から昭和40年（1965）代の前半までは有名
観光地への中継地に過ぎなかった。しかし、昭和40年後半になって休暇村では一
体何ができるのか、という利用者の問いかけがきっかけとなり、休暇村協会は利
用客に対するサービスのあり方を模索し、利用客のニーズが高い自然との触れ合
い活動を手助けすることにしたのである。まず、職員をレクリエーションリー
ダーとして養成し、スライドショー、ネイチャーゲーム、自然観察会等を企画
し、案内や解説する休暇村独自の自然との触れあい活動を構築した。今日、全国
各地の自然公園等において国の省庁が主導する「自然とのふれあい事業」が実施
されているが、これらの活動内容の大半は既に休暇村において長年実施してきた
活動と同様である。このことは休暇村の自然との触れ合い活動は、国の施策であ
る「自然とのふれあい事業」の先駆をなすものであったことを示している。
　また、地域の小・中学生のための自然環境学習の実施、地域住民への天文台の
開放など、休暇村は地域の自然教育や環境教育に寄与している。
３．地域への影響と貢献
　①休暇村の建設に伴う地方自治体の支援
　昭和35年（1960）に公表された「国民休暇村」計画では休暇村の土地は厚生省
の所管地か、所管換えの予定のある土地とした。しかし、それらの土地条件を満
たす候補地は少なく、実際に所管換えが行われた休暇村は全休暇村の半数以下で
あった。一方、地方自治体は休暇村を地域観光開発の拠点として誘致する絶好な
機会と捉え、積極的な誘致運動を展開した。その誘致条件の一つとして地方自治
体の所有地を休暇村の施設用地として提供することにしたのである。提供された
土地は地方自治体の所有地、買収した土地及び賃貸借による土地であった。こう
した土地提供の動向から、厚生省は、当初休暇村の土地は厚生省所管地又は所管
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予定地とする条件を変更し、土地は原則として国有地又は地方自治体所有地とし
たのである。しかし、提供された地方自治体の土地の大半は集落地等から遠距離
の僻地にあった。そのため休暇村を誘致した地方自治体は、休暇村への取り付け
道路、電気、給排水施設等の基盤施設を同時に整備しなければならなかった。休
暇村の建設は、地方自治体の支援と協力なくして成しえなかったと言っても過言
ではない。
　②休暇村の立地が地域に与えた影響と貢献
　休暇村の立地は地域の社会、経済、文化に様々な影響を与えた。その第１は、
休暇村の立地が地域の観光資源の開発を誘発したことである。例えば、休暇村陸
中宮古では休暇村に隣接する漁村において海水浴客を対象とする民宿の建設を促
し、休暇村裏磐梯では周辺部にペンションを発達させた。いずれも休暇村の建設
に伴う道路、給排水施設等の整備によって誘発された開発である。第２は、休暇
村宿舎への地域住民の雇用、生鮮食料品・特産品の調達等、地域の経済に少なか
らず貢献していることである。第３は、休暇村宿舎は地域の伝統行事、集会、婚
礼等に利用され、地域のコミュニティセンターとしての役割を果たしてきた。茶
臼山高原、帝釈峡等では宿舎の広間の一部に結婚式場を設け地域の婚礼を受け入
れた。休暇村での婚礼は地域の慣習を変えたとも言われている。第４は、地域住
民による園地の利用である。園地は地域の小・中学生等による自然学習フィール
ドとして、また、ゲートボールやグランドゴルフなど地域住民のスポーツ、運動
の場としても利用されている。一方、能登千里浜や館山の天文台は地域の天文愛
好者や児童生徒に開放され、地域の環境教育に貢献している。
引用・参考文献
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終　章　結論と課題
１．持続的利用の要因
　昭和37年（1962）に休暇村近江八幡を開設し、以来、約20年を経た昭和56年
（1981）には休暇村は32ヵ所となり、年間の全休暇村における利用者（宿泊客及
び日帰り客）は約357万人となった。この年、休暇村が属する自然公園（国立公
園及び国定公園）の総利用者数は約3億8,800万人であり、休暇村の利用者数が自
然公園利用者数に占める割合は0.92％である。さらに20年後の平成13年（2001）
では休暇村は36ヵ所となり利用者は約440万人、自然公園の利用者数は4億2,400
万人で休暇村利用者数の占める割合は1.05％と僅かに増えているがほぼ同様であ
る。すなわち、休暇村は開設以来40年間、国立・国定公園利用者数の約1％の利
用者を受け入れ、持続的、安定的な公園利用に効果を挙げてきたのである。
　休暇村の持続的な利用の要因の第1は、既存の観光地を避け、未開発地のすぐ
れた自然環境の中に立地したことである。第2は、広大な更地に、ほぼ計画通り
に施設を整備し、快適なリゾート空間を造成したこと、第3は、宿舎の施設や設
備のリユーアルを継続的に行い施設水準の向上に努めてきたことである。当初、
宿舎は一般の旅館に比べ客室は狭隘で設備も不十分であった。この施設水準の低
さは宿泊者の不評を招き、開設から20年後、宿泊客の前年度伸び率はマイナスに
転じた。この衝撃的な事実に対し、（財）休暇村協会は利用者のニーズに対応し
た大規模な増改築を行なったのである。同時に、協会は公益法人の施設助成金を
得て多目的ホール、温泉館、プール等の施設を整備し、宿泊・休憩利用を充実し
た。第4は、休暇村独自の自然との触れ合い活動を展開してきたことである。多
様な自然との触れ合い活動は、自然公園における利用拠点としての魅力を一層高
めることに成功した。
２．新たな整備手法と利用形態の創出
　休暇村の整備は、従来の自然公園における集団施設地区の整備では見られな
かった新たな整備手法や利用形態を生み出した。
　①　地方自治体所有地の公園専用用地化
　休暇村の土地は、当初、厚生省（現環境省）の所管地又は所管予定地とした。
しかし、所管換えは予定通り進展せず、代わって、地方自治体が休暇村の誘致条
件の一つとして提供した地方自治体所有地が施設用地の大半を占めるに至った。
この地方自治体所有地の公園専用用地化は、休暇村整備後の自然公園施設整備に
おける施設用地確保の手法として定着した。
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　②　多様な園地と利用
　休暇村の園地は各休暇村の地形や地被を活かし環境に配慮して造成された。そ
の結果、園地は樹林地、草原、芝生地及び裸地の４つの園地形態となった。これ
らの園地は地被状況によって散策、休憩、自然観察、運動、スポーツ等、多様な
利用が行なわれている。中でも芝生地は地域住民の運動、スポーツ等が日常的に
利用されるなど、園地は地域社会と密接に結びついて利用されている。
　③　自然との触れ合い活動の構築
　休暇村の宿泊・日帰り客や地域の小・中学生を対象に、職員が企画し、案内、
解説、指導する自然観察や体験の方法を構築し実践した。この休暇村独自の自然
との触れ合い活動は、国の施策である「自然とのふれあい事業」の先駆的役割を
果たした。
３．休暇村の課題
　平成12年（2000）に休暇村富士が開設され、沖縄を除く北海道、本州、四国、
九州の国立・国定公園内に整備された休暇村は36となり、全国各地に休暇村を設
置するという所期の目的はほぼ達成している。しかし、36の休暇村の全てが安定
的な経営を維持しているとは言い難い。山間僻地にある休暇村は恒常的に利用は
低迷し、早期に経営を改善する必要に迫られている。例えばスキー利用の減少に
対応して冬季の営業を休止するなど、利用の動向に合わせた運営方針の変更が必
要となっている。
　重要な課題としては、現行の財団法人は法律に基づいて公益法人としてのあり
方を平成23年（2011）までに定めることになっている。休暇村の整備・運営に携
わっている（財）休暇村協会も一般財団法人又は公益財団法人のいずれかに移行
しなければならない。一般財団法人は事業の拡大や新たな事業の展開も可能であ
るが、公益財団法人はより高いの公益性が求められる。いずれにせよ（財）休暇
村協会は、休暇村開設50周年を迎える平成23年から新たな組織体制で運営される
ことになる。
　第２章で述べたように、フランスにはわが国の休暇村と類似する施設：VVF（家
族バカンス村）がある。1959年に第１号のVVFが建設されたが、その３年後に
休暇村第1号の近江八幡が誕生している。VVFの事業主体であるVVF vacations
は、開設から47年を経た2006年に民営化を行なった。VVF vacations から非営利
団体のVal VVFを分離し、2007年に現代感覚の施設を備えた新しいサイトをも
つ民間企業のBallanbra VVFを設立した。VVFは公的施設から民間施設への民
営化を図ったのである。VVFと休暇村は同時代に生まれた新しいタイプのリゾー
トと言っていい。そして、二つのリゾートはほぼ同じ時期に運営組織の内容が変
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わる。このVVFと休暇村との歴史的なめぐりあわせと変化は、偶然でなく世界
的な潮流に影響されたものと看做すことができよう。
　最後に、今後の研究課題について言及したい。本研究は、休暇村の立地、施設
整備の発展過程と公園利用への効果について研究したものである。したがって、
今後の研究課題は、休暇村の発達過程を経営経済面から研究し、休暇村の存在意
義を総合的に考察する必要があると考える。
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Summary
Study on the significance of the establishment of the National Park Resort 
Villages and effectiveness of usage of the Natural Park in Japan
　NationalParkResortVillage（NPRVs）wasestablishedasanewformofa
developedareainanaturalparkformin1961.Developedareameansfacilities
thataremaintainedsuitablytouseasnaturalparks.
　Regardingthepublicfacilitiessuchaspicnicsites,campingsitesandsoon,
among the NPRVs, they are arranged by the government（Ministry of
Environment）or the local government concerned. On the other hand, as to
thechargedfacilitiessuchashotels,ski-liftandsoon,theyareoperatedbythe
National Park Resort Village Association which is the Kukamura of Japan
foundation.
　It has been 40 years since the first NPRV（the developed area） was
introduced in Oumi Hachiman in 1962, and in 2006 there were 36 NPRVs
NationalParksandQuasi-NationalParksinnationwide.Thenumberofvisitors
totheNPRVsisincreasingrapidlyeveryayear,weregistered4,019,000inall
areasincluding1,458,000lodgingusersin2007.
　ThelegalbasisofNaturalParksistheNaturalParksLaw.TheLawaimsto
conserve scenic area, to promote their utilization, and to contribute to the
health,recreationandcultureofthepeople.
　Various facilitiesarenecessarytoachievehealthrecuperation.Particularly,
thedevelopedareahastohavevariousfacilitiessuchasaccommodationareas
andcampingsites.Allplayimportantrolesasthebaseofnaturalparks.The
NPRVs applied the systemof developed area in thenatural park andgot it
readyideally.ThereforeitiscalledNationalParkResortVillages.
　Thisarticlecomprises8chapters,andfollowingsaresummaryofthearticle.
Beginning 　Purpose and method of study
　ThepurposeofthisstudyistoconsiderNPRV’sfoundation,valueandeffect
ofNPRVsontheNaturalParkutilizationaswellastoclarifythebackground
ofNPRVs foundation such asNational Parks facility and utilization situation
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afterthePacificWars.　Themethodofstudyisthatweconductedfieldworks,
dataanalysisandhearinginvestigationssubjecttoallNPRVs.
Chapter 1　 Change and a characteristic of natural park facilities Maintenance 
after the Pacific Wars
　ThischapterexplainsaboutfacilitiesmaintenancesituationinNaturalParks
and how our government handled the rapid increase ofNatural Parks right
afterthePacificWars.
　Since Ise Shimawas designated as a first National Park after thewar in
1946,thereare13NaturalParksinourcountry.Howeverthosefacilitieswere
very poor and unattractive as sightseeing sites due to low budget.  NPRVs
werebuilttoaccommodatethisproblemofalowbudgetyetarapidincrease
of recreational facilities. In this chapter, we discuss background and origin
NPRVplanningidea.
Chapter 2　Foundation and the land formation of the NPRVs
　Europe in 1950, social tourism became very popular, and leisure trip also
became popularized in our country due to nationwide income increase,
therefore facilitiessuchas“kokumin-shukusha”（thepublic lodgingswhicha
local government runs），and Youth hostel have developed.  Utilization of
naturalparks increasedbecauseofpopularityofnatureappreciation,andthe
MinistryofHealthandWelfareplannedtobuildNPRVstoaccommodatewith
userincrease.
　In this chapter,we discuss and explain the background and foundation of
NPRVs and its characteristic under Natural Park planning as well as
backgroundofthedesignatedfacilitysiteandtheprocessoftheacquisitionof
theexclusivelandfortheinstitutionmaintenanceofNPRVs
Chapter 3　Change of facility maintenance cost and process
　TherearetwotypesofNPRVsfacilities.Publicfacilitiesmaintainedbythe
Ministry ofEnvironment or relatedLocalGovernment support andCharged
facilitiesmaintainedby theNationalParkResortVillageAssociation suchas
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hotels,skilift.
　First,wecomparedNPRV’splanandcurrentscale,andstudythedegreeof
attainment.Next,westudiedhowfundswentintopublicandchargedfacilities.
　Additionally, after taking general survey on public and charged facilities
from1962to2003,wefoundtrendchangesineverytenyears.Thistrendcan
be classified into established period（1961−1970），expansion period（1971−
1980），regenerationperiod（1981−1993），andtransformationperiod（1994−
present）．Wealsostudiedthemaintenancesituationanditscharacteristicson
eachperiod.  Inaddition,weanalyzedandevaluated theachievementof the
NPRVsfacilityplan.
Chapter 4　Maintenance of Rikuchu Miyako and contribution for the region
　TheNPRVswerebuiltinconsiderationfordevelopingthelocalcommunity.
We considered what kind of influence and effect the consideration of the
RikuchuMiyakohadonthelocalcommunity.
　Weinvestigatedthesituation,whetherandhowlocalpeoplewereemployed
among the employees who worked in Rikuchu Miyako and how local
perishablesandproductsweredeliveredtoRikuchuMiyako.
　We considered the influence that the construction of the RikuchuMiyako
hadonthemanagementandthedevelopmentoftheMinshuku（privatehome
providing meals and lodging）．In addition, we investigated the quality of
environmental education conducted by Rikuchu Miyako for the junior high
schoolstudentandpeopleinthelocalcommunity.
Chapter 5　Form and trend of usage of the NPRVs
　Usage of the NPRVs is various. There are nature observation, scenic
appreciation/admiration,outdoorrecreationalactivities,andhotspringsand
soon.WeclarifiedthecharacteristicoftheusageofNPRVsandconsideredthe
effectthatthefacilitieshadonthenaturalparks.
　TheutilizationoftheNPRVsisdividedintotwoformsof“theutilizationof
thefacilities”and“theactivitythatcomesindirectcontactwithnature”．The
characteristicandtrendoftheutilizationoffacilitiesareanalyzedfrom1972to
2001and theactivity thatcomes indirectcontactwithnatureconsidered in
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thesingleyearof2001.
Chapter 6　General consideration
　From Chapter 1 to Chapter 7, we enunciated about background of the
NPRVsformation,themaintenanceprocessofthefacilities,theutilization,the
evaluationofthesceneandcontributionof/onthelocalcommunity.
　In this chapter,wesummarized thecontentof eachchapter innext three
itemsandconsidereditgenerally.
⑴　The significance of the NPRVs formation and development of the
maintenanceoffacilities
⑵　The effect that the facilities of NPRVs had on the natural park
utilization.
⑶　ThecontributionofthelocalgovernmentandtheinfluencethatNPRVs
broughttothelocalcommunity.
Last Chapter　Conclusion and future problems
１．The factor of sustained use
　NationalParkResortVillages（NPRVs）wasestablishedin1962,andithas
beenadministeredpersistentlyfor40years,and4.4millionvisitorsusedit in
2001.NPRVsholdabout1%ofthevisitorstotheNaturalParkareasincluding
theNPRVs.Thisratiohasbeenmaintainedformorethan40yearsuntilnow.
　ThefirstfactorofthissustaineduseisthatNPRVsarelocatedinmountain
areasorseasidesinundevelopedgoodnaturalenvironments.Thesecondfactor
isthatlargevacantlandmustbeabletogetaninstitutionreadyasplanned.
Thethirdfactoristohaveperformedacontinuousrenewalincorrespondence
withtheneedsofthepotentialuser,anditmustincludeimprovementtothe
quality of the facilities.NPRVs should offer various services such as natural
observationandanoutdoorexperienceforpotentialusers.
２．New maintenance techniques and the creation of the insitution 
①　The maintenance of the NPRVs will be conducted on the land of Local 
Government
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　TheNPRVsprovidesasiteonNational landforexclusiveuseof thepark.
However,thereareafewadditionalpointstoconsider.NPRVswillbemadeup
mostlyoflocalgovernmentlandandthelocalGovernmentwillbeusedasan
institutionsiteofthenaturalparksystemafterwards.
　②　The picnic site maintenance of various forms
　ThepicnicsiteoftheNPRVshasfourareatypes :forest,agrassyplain,a
lawnareaandsandybeacharea.Thepicnicsitehasvariousfunctionssuchas
walking, takingabreak,naturalobservation, exercise, sports, and isusedby
lodgingusersandlocalpeople.
　③　Creation of the contact activity with nature
　NPRVsperformobservationsofwildlife,constellationobservation,experience
activitiesandagricultureforlodgingusersandlocalstudents.TheNPRVsplan
these activities.NPRVsgoals include activities that come into direct contact
withnature.Theseactivitiespioneered“thecontactactivitywithnature”that
thegovernmenttookupasanimportantmeasure.
３．The problem of the NPRVs
　Thereare36NPRVs.Of these, theNPRVs inmountainareasarescarcely
used, and themanagement is in a severe state. Newmanagement in these
areasisnecessary,andshouldbeincludedinadministrationpolicy.
　From2011,theNPRVsassociationstartsbasedonlawasanewfoundation.
TheNPRVsassociationmustdecidewhether toremaina foundation（where
the development of the expansion of business is possible） or as a nonprofit
foundation. NPRVs could also perform as a business concerned with public
interest.
　The NPRV association begins a new administrative policy on its 50th
anniversary.
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資料−１
集団施設地区と休暇村
国立公園
公園名
集団施設地区（平成17年３月現在） 休暇村（平成13年４月現在）
地区名 区　域（ha） 村　名 区　域（ha）
知　床 羅臼温泉 31.1 ・ ・
阿　寒
川　湯 39.1 ・ ・
和　琴 51.2 ・ ・
阿寒湖畔 81.0 ・ ・
大雪山
層雲峡 59.9 ・ ・
勇駒別 94.6 ・ ・
十勝三俣 262.8 ・ ・
糠　平 31.5 ・ ・
支笏洞爺
支笏湖 53.0 支笏湖 10.4
登　別 71.0 ・ ・
洞爺湖 102.1 ・ ・
財　田 61.6 ・ ・
昭和新山 12.8 ・ ・
十和田八幡平
酸ヶ湯 38.7 ・ ・
休　屋 42.4 ・ ・
岩手山麓 74.1 岩手網張温泉 73.8
藤七温泉 35.1 ・ ・
松川温泉 − ・ ・
蒸ノ湯 − ・ ・
後生掛 50.1 ・ ・
生　出 18.7 ・ ・
玉川温泉 − ・ ・
田沢湖高原 152.0 田沢湖高原 152.0
陸中海岸
宮古国民休暇村 30.6 陸中宮古 27.6
浄土が浜 64.2 ・ ・
碁石海岸 95.3 ・ ・
田　老 104.0 ・ ・
普　代 54.8 ・ ・
気仙沼大島 46.2 気仙沼大島 55.0
唐桑御崎 35.1 ・ ・
磐梯朝日
羽　黒 71.9 羽　黒 70.7
浄土平 38.0 ・ ・
裏磐梯 171.7 裏磐梯 93.8
翁　島 − ・ ・
鷹ノ巣 20.9 ・ ・
日　光
尾瀬沼 5.7 ・ ・
尾瀬温泉 − ・ ・
ぶな平 − ・ ・
光　徳 100.9 ・ ・
湯　元 120.2 日光湯元 0.6
中宮祠 91.2 ・ ・
鬼怒川 136.4 ・ ・
那須高原 151.6 那　須 25.2
山ノ鼻 − ・ ・
上信越高原
四万温泉 − ・ ・
万　座 73.8 ・ ・
鹿沢国民休暇村 60.7 鹿沢高原 59.1
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公園名
集団施設地区（平成17年３月現在） 休暇村（平成13年４月現在）
地区名 区　域（ha） 村　名 区　域（ha）
上信越高原
草　津 − ・ ・
谷川岳 − ・ ・
笹ヶ峰 86.3
妙　高 93.3
五最杉 16.6
小　瀬 38.6 ・ ・
菅　平 − ・ ・
小谷温泉 275.0 ・ ・
志賀高原 1474.6 ・ ・
秩父多摩甲斐
三　峰 34.1 ・ ・
奥多摩湖岫沢 35.0 ・ ・
富士箱根伊豆
大　島 372.2 ・ ・
多幸湾 29.5 ・ ・
湖　尻 117.7 ・ ・
畑引山 44.4 ・ ・
本　栖 129.5 ・ ・
田貫湖 194.3 富　士 194.3
湊 14.5 南伊豆 2.1
中部山岳
室　道 69.1 ・ ・
扇　沢 21.7 ・ ・
上高地 80.2 ・ ・
乗鞍高原 531.0 乗鞍高原 60.9
乗鞍鶴ヶ池 36.7 ・ ・
平　湯 170.7 ・ ・
白　山
中宮温泉 160.1 ・ ・
市ノ瀬 17.2 ・ ・
南アルプス
野呂川広河原 − ・ ・
小渋川広河原 − ・ ・
伊勢志摩 登茂山 111.0 ・ ・
吉野熊野
大台ケ原 24.1 ・ ・
・ ・ （＊）南紀勝浦 0.7
山陰海岸
竹　野 34.9 竹野海岸 18.8
今子浦 45.9 ・ ・
鳥取砂丘 114.6 ・ ・
浦　富 93.4 ・ ・
瀬戸内海
赤穂御崎 50.0 ・ ・
由　良 69.9 ・ ・
南淡路 26.7 南淡路 11.2
加　太 159.5 紀州加太 49.2
王子ヶ岳渋川 235.2 ・ ・
大久野島 71.2 大久野島 71.0
仙酔島 93.6 ・ ・
包ヶ浦 15.5 ・ ・
野呂山 62.4 ・ ・
鳴　門 38.9 ・ ・
屋　島 43.6 ・ ・
五色台 39.8 讃岐五色台 36.8
東　予 43.3 瀬戸内東予 19.7
近見山 246.0 ・ ・
姫　原 49.9 ・ ・
大山隠岐
大山寺 105.8 ・ ・
鏡ヶ成 105.0 大山鏡ヶ成 107.8
桝水原 69.1 ・ ・
三瓶山北の原 134.3 ・ ・
日御碕 29.3 ・ ・
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公園名
集団施設地区（平成17年３月現在） 休暇村（平成13年４月現在）
地区名 区　域（ha） 村　名 区　域（ha）
大山隠岐
西郷岬 80.2 ・ ・
都　万 50.0 ・ ・
蒜　山 67.8 蒜山高原 62.7
足摺宇和海
須の川 20.3 ・ ・
竜　串 42.3 ・ ・
足摺岬 48.6 ・ ・
西　海
鹿子前 28.4 ・ ・
北九十九島 33.9 ・ ・
雲仙天草
雲仙温泉 86.8 ・ ・
雲仙諏訪ノ池 70.1 雲　仙 44.4
阿蘇くじゅう
瀬の本 76.6 ・ ・
南阿蘇 72.3 南阿蘇 40.9
地獄垂玉 31.6 ・ ・
久住高原 43.0 ・ ・
長者原 186.6 ・ ・
霧島屋久
えびの 52.7 ・ ・
指　宿 81.2 指　宿 43.8
高千穂河原 71.5 ・ ・
尾之間 32.7 ・ ・
計 119地区 25＋南紀勝浦=26地区
（＊）南紀勝浦は単独施設地区
国定公園
公園名
集団施設地区（平成17年3月現在） 休暇村（平成13年4月現在）
地区名 区　域（ha） 村　名 区　域（ha）
網　走 女満別 8.2 ・ ・
ニセコ積丹小樽海岸
祝　津 21.9 ・ ・
湯本温泉 214.4 ・ ・
大　沼 南大沼 22.4 ・ ・
下北半島 薬研温泉 − ・ ・
栗　駒
夏油温泉 − ・ ・
須川温泉 50.9 ・ ・
鳥　海
鉾　立 − ・ ・
善神池 − ・ ・
湯の台 − ・ ・
吹　浦 − ・ ・
南三陸金華山
神割崎 34.1 ・ ・
山鳥渡 87.5 ・ ・
蔵　王
聖山平 − ・ ・
硯石・長老湖 − ・ ・
蔵王高原 34.7 ・ ・
佐渡弥彦米山
外海府 − ・ ・
ドンデン山 − ・ ・
加茂湖 − ・ ・
小　木 − ・ ・
角田浜 − ・ ・
弥　彦 − ・ ・
関　岬 20.0 佐　渡 20.0
越後三山只見 銀山平 − ・ ・
水郷筑波
浮　島 12.0 ・ ・
筑　波 − ・ ・
南房総
大房岬 47.5 ・ ・
館　山 13.1 館　山 14.0
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公園名
集団施設地区（平成17年3月現在） 休暇村（平成13年4月現在）
地区名 区　域（ha） 村　名 区　域（ha）
能登半島
能登木の浦 129.0 ・ ・
能登千里浜 24.0 能登千里浜 24.7
越前加賀海岸
東尋坊 96.0 ・ ・
越前三国 96.0 越前三国 30.1
八ヶ岳中信高原 立　科 − ・ ・
八ヶ岳中信高原
八千穂 − ・ ・
霧ヶ峰 − ・ ・
塩　嶺 − ・ ・
天竜奥三河
茶臼山 132.5 茶臼山高原 33.5
湯　谷 15.1 ・ ・
飛騨木曽川
犬　山 − ・ ・
鬼　岩 − ・ ・
三河湾 伊良湖 34.3 伊良湖 70.1
若狭湾
天の橋立 − ・ ・
食　見 19.2 ・ ・
鈴　鹿 永源寺 115.0 ・ ・
琵琶湖
四明岳 30.0 ・ ・
近江舞子 48.1 ・ ・
近江八幡 14.4 近江八幡 14.4
金剛生駒紀泉 室　池 115.0 ・ ・
氷ノ山後山那岐山
神鍋高原 30.2 ・ ・
上山高原 218 ・ ・
比婆道後帝釈
道後山 156.3 ・ ・
六の原 105.3 ・ ・
帝釈峡 68.8 帝釈峡 71.6
吾妻山 56.5 吾妻山 56.5
西中国山地
聖湖八幡原 112.0 ・ ・
牛小屋高原 146.4 ・ ・
北長門海岸
青海島 97.2 ・ ・
須佐湾 47.0 ・ ・
秋吉台 広　谷 − ・ ・
剣　山
見ノ越 − ・ ・
松尾川ダム − ・ ・
石　鎚 面　河 − ・ ・
玄　海
志賀島国民休暇村 49.8 志賀島 46.4
渡半島 6.5 ・ ・
満　越 110.0 ・ ・
波戸岬 52.0 ・ ・
鏡　山 − ・ ・
耶馬日田彦山
英彦山 156.0 ・ ・
競秀峰 − ・ ・
阿蘇釣 − ・ ・
日豊海岸
波当津 − ・ ・
美々津 11.0 ・ ・
祖母傾
神　原 − ・ ・
藤河内 − ・ ・
高千穂峡 − ・ ・
上祝子 − ・ ・
日南海岸 青　島 48.0 ・ ・
奄美群島 与論島 − ・ ・
沖縄海岸 太田・瀬良垣 25.4 ・ ・
計 82地区 10地区
注１．集団施設地区については環境省自然環境局の資料「平成17年（2005）度」から作成。
　２．休暇村の区域面積は（財）休暇村協会施設部の資料「平成13年（2001）度」から作成。
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資料−２
休暇村の眺望景観
１．はじめに
　休暇村の利用形態の一つに「見る」がある。「見る」とは、利用者が休暇村か
ら周辺の景観を眺望し観賞することである。利用者はすぐれた自然風景に触れる
ことによって日常生活において経験することの無い感動を得て心身が癒される。
風景観賞は休暇村における重要な利用なのである。
　休暇村からの眺望対象は大別して山及び海である。休暇村は国立公園及び国定
公園のすぐれた自然風景地に立地しているが、その地形的、地理的条件によって
各休暇村からの眺望景観は多様である。
　本資料は、全36の休暇村における眺望景観の実態を把握するために、平成13年
（2001）及び平成14年（2002）に各休暇村から眺望できる山岳、湖沼、島嶼など
主要な眺望対象について調査を行い、その結果を取りまとめたものである。
２．主要眺望対象の状況
⑴　主要眺望対象の選定方法と選定数
　眺望対象を選定するにあったては、現地の休暇村職員、宿泊者等から、宿舎（視
点場）から眺望できる山岳、島嶼、海（湖）等を挙げてもらい、そのうちの頻度
が高かった上位１～２地点を「主要眺望対象」として選定した。この主要眺望対
象地点を５万分の１地形図に記録し、宿舎を視点場とし、そこから眺望対象まで
の視距離、視点場と眺望対象の標高差（比高）を計測し、視角（俯角及び仰角）
を算定した。なお、眺望対象が海又は湖の場合、視距離は視点場から最も近い海
（湖）岸までの距離とした。
　主要眺望対象は、表−１に示したように36ヵ所の休暇村で合計53の眺望対象が
選定された。このうち俯角で見える眺望対象は島嶼、橋、海、湖等で26あり、仰
角で見える眺望対象は山岳等27である。
⑵　主要眺望対象の見え方の特徴
　１）俯角で見える眺望対象
　俯瞰で見る眺望対象は、図−１に示したとおり26の眺望対象があり、このうち
５対象は島嶼、橋などで他の21対象は海または湖である。各眺望対象の俯角は０°
から30°の間に分布している。これらの眺望対象を比高、視距離によって区分す
ると、次の三つのグループに分けることができる。
　Ａグループ（図−１の中のＡ）の眺望対象は、比高が50ｍを超え、眺望対象ま
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標高区分 休暇村
視点場標高
（m）
眺望対象
山岳等／海（湖）
視距離
（km）／（ｍ）
比　高
（m）
視　角
俯角（度）仰角（度）
1000m以上
乗鞍高原 1,595 乗鞍岳 5.4km 1,431 ・ 14.9
日光湯元 1,484 湖 48m 3  3.1 ・
鹿沢高原 1,376 新鹿沢温泉 2.0km 136  3.6 ・
茶臼山高原 1,240 茶臼山 0.6km 175 ・ 16.7
那　須 1,217 朝日岳 2.7km 679 ・ 14.4
1000m　　
　～500m
吾妻山  999 吾妻山 0.7km 239 ・ 19.6
大山鏡ヶ成  915 烏ヶ山 2.3km 533 ・ 13.2
裏磐梯  826 磐梯山 8.5km 993 ・  6.8
妙高（五最杉）  786 妙高山 5.5km 1,661 ・ 17.3
田沢湖高原  785 乳頭山 4.2km 692 ・  9.4
岩手網張温泉  773 高倉山 5.5km 636 ・  8.5
富　士  679 富士山 16.3km 3,097 ・ 10.9
南阿蘇  643 高岳 6.1km 949 ・  8.9
蒜山高原  535 上蒜山 4.6km 585 ・  7.3
500m　　
　～100m
帝釈峡  490 御神山 9.3km 339 ・  2.1
讃岐五色台  375
①海 5km 70  4.3 ・
②瀬戸大橋（島） 9.3km 356  2.2 ・
羽　黒  312 標高356m高地 0.7km 44 ・  3.6
支笏湖  286
①湖 170m 38 12.9 ・
②恵庭岳 10.2km 1,033 ・  5.9
雲　仙
 260
（諏訪湖）220
①海 5.2km 260  2.9 ・
②雲仙岳 12.3km 1,139 ・  5.3
佐　渡  120
①海 250m 120 27.4 ・
②鰐峰 1.0km 36  2.1 ・
紀州加太  106
①海 350ｍ 106 17.3 ・
②沖ノ島 6.2km 13 ・  0.1
100m　　
　～50m　
近江八幡
90.0（東館） ①湖 92m 5  3.1 ・
86.5（西館） ②沖島 2.5km 134 ・  3.1
陸中宮古   74
①海 197m 74 21.4 ・
②日出島 1.7km 18  0.6 ・
瀬戸内東予   70
①海 354m 70 11.3 ・
②石鎚山 23.5km 1,850 ・  4.5
竹野海岸   67
①海 240m 67 15.9 ・
②猫崎 1.6km 75 ・  2.7
南淡路   59
①海 299m 59 11.3 ・
②鳴門大橋 5.0km 1  0.1 ・
南紀勝浦   52 海 100m 52 29.6 ・
50m　　
　～0m
越前三国   30 海 246m 30  7.0 ・
気仙沼大島   25
①海 96m 25 14.2 ・
②小前見島 2.0km 20 ・  0.6
志賀島   11
①海 84m 11  7.5 ・
②玄海島 5.5km 207 ・  2.2
能登千里浜   10 海 263m 10  2.2 ・
大久野島    7
①海 200m 7  1.9 ・
②小久野島 1.1km 77 ・  4.0
南伊豆    6
①海 92m 6  3.7 ・
②弁財天岬 1.0km 46 ・  2.6
伊良湖    3
①海 335m 3  0.5 ・
②宮山原始林 2.4km 137 ・  3.3
指　宿    3
①海 48m 3  3.6 ・
②知林ヶ島 2.6km 87 ・  1.9
館　山    2
①海 83m 2  1.6 ・
②大房岬 7.5km 77 ・  0.6
摘　　要 53対象 26対象 27対象
注１．視点場標高は宿舎の位置の標高を示す。
　２．佐渡の視点場はキャンプセンターの位置。
表−１　休暇村における主要眺望対象の視距離、比高、視角
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での距離が600ｍまでの近景から中景域にあり、大半の眺望対象の俯角は10°を超
えている。視点と眺望対象との標高差が大きく、眺望対象までの距離が近い関係
で、俯角が大きいことが特徴である。こうした眺望対象は陸中宮古、佐渡、南淡
路、竹野海岸、南紀勝浦、瀬戸内東予の海が該当する。これらの休暇村は高い位
置から海を見下ろせ、眼下に海の景観が眺望できる魅力を備えている。
　Ｂグループ（図−１の中のＢ）の眺望対象は、視点との比高が50ｍを超え、眺
望対象までの距離が５km以上の遠景域であり、眺望対象の見えの角度は俯角５°
以下である。この眺望対象の見え方は遠景で俯角が小さいことから対象の細部が
視認しにくい。この眺望対象のある休暇村は讃岐五色台、雲仙が該当する。海岸
図−１　「俯角」で見える眺望対象
注　本図には26対象の内、近江八幡の（湖）と南淡路の（鳴門大橋）は含まれていない。
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から数 km離れた内陸に位置し、遠景に海を眺望することができることが特徴で
ある。
　Ｃグループ（図−１の中のＣ）の眺望対象は、視点との比高が50ｍ以下で、眺
望対象までの距離は２km以内の近景から中景域の範囲にあり、俯角は５°以下
である｡ 視点と眺望対象との標高差が小さく、視距離が短いことから眺望対象の
海（湖）は近景、中景を形成し、景観の細部が良く見える状況である。波のうね
りや海上（湖上）を航行する船などの動きのある景観を眺めることが可能であ
る。眺望の視線が水平に近い状態で見える休暇村は支笏湖、気仙沼大島、日光湯
元、館山、南伊豆、伊良湖、越前三国、大久野島、志賀島、指宿である。全36カ
所の休暇村のうち３分の１に近い11カ所の休暇村の主要眺望対象がこの区分に
入っている。このことを踏まえると、俯角５°以下の俯景観は休暇村を代表する
の眺望景観の一つに挙げることができる。
　この他に陸中宮古の日出島、鹿沢高原の新鹿沢温泉（集落）、佐渡の鰐崎の３
眺望対象が含まれるが、陸中宮古の日出島は海の中の添景として、鹿沢高原の新
鹿沢温泉と佐渡の鰐崎は、中景にある眺望対象として重要な景観要素として存在
している。
　２）仰角で見える眺望対象
　仰瞰で見る眺望対象は図−２に示したとおり27あり、このうち19対象は山岳、
５対象は島嶼、３対象は岬である。各眺望対象の仰角は０°から20°の間に分布し
ている｡ これらの眺望対象は三つのグループに区分することができる。
　Ａグループ（図−２の中のＡ）の眺望対象は比高が大きく100ｍを超え、視距
離は700ｍ以上の中景から遠景域にあり、仰角は５°から20°の間にある。この眺
望対象は、全てが山岳で支笏湖の恵庭岳、岩手網張温泉の高倉山、裏磐梯の磐梯
山、那須の朝日岳、妙高の妙高山、乗鞍高原の乗鞍岳、大山鏡ケ成の烏ヶ山、南
阿蘇の高岳（阿蘇山を形成する五岳の一つ）など14を数え、全体の半数以上が該
当している。これらの山々は、いずれも地域における著名な山岳であり、磐梯
山、妙高山、乗鞍岳などは深田久弥が選定した「日本百名山」に入る山々である。
日本の名山と呼ばれている山岳の眺望は、仰角が５°から10°程度が多いと指摘さ
れているが１）、この角度の中に支笏湖の恵庭岳5.9°、岩手網張温泉の高倉山8.5°、
田沢湖高原の乳頭山9.4°、裏磐梯の磐梯山6.8°、蒜山高原の上蒜山7.3°、雲仙の
雲仙岳5.3°、南阿蘇の高岳8.9°の7座がある。これらの著名な山岳や名山を中景、
遠景で、しかも眺望しやすい仰角で眺望できることが特徴である。
　Ｂグループ（図−２の中のＢ）の眺望対象は、視点との比高が100ｍを超え、
視距離が2.4km以上の遠景域で、仰角は５°以下で水平の視線よりやや上向きで
眺める状態のものである。この仰角は自然な眼球運動の範囲であり、遠景をゆっ
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たりと眺めることができる。眺望対象への仰角が小さいため、視野には前景や背
後に空が広く占める眺望景観となる。眺望対象は伊良湖の宮山原始林、近江八幡
の沖島、帝釈峡の御神山、瀬戸内東予の石鎚山、志賀島の玄海島の５対象である。
　Ｃグループ（図−２の中のＣ）の眺望対象は、視点との比高が100ｍ以下で、
視距離が700ｍ～7.5㎞の中景から遠景域にあり、仰角は５°から10°である。この
区分に入る眺望対象としては、気仙沼大島の小前見島、羽黒の高地（標高365
ｍ）、館山の大房岬、南伊豆の弁財天岬、竹野海岸の猫崎、紀州加太の沖ノ島、
大久野島の小久野島、指宿の知林ヶ島の８対象が該当する｡ これらの眺望対象の
視距離についてみると、館山の大房岬は7.5km、紀州加太の沖ノ島は6.2km、指
図−２　「仰角」で見える眺望対象
162─ 　 ─
資　料　休暇村の眺望景観
宿の知林ケ島は2.6kmで、この３対象はいずれも洋上の遠景にある。その他の5
対象は700ｍ～2.0kmの範囲にあり中景を構成している。仰角が５°以下で視線が
水平に近く、視距離が眺望対象を良く視認できる距離にあることから、これらの
眺望対象は、対象の細部にも興味をもって眺めることが可能であり、またランド
マークとして重要な役割を果たしている｡
３．主要眺望対象と自然公園との関連
　主要眺望対象が国立・国定公園の区域に含まれ、かつ、公園計画上においてど
のように位置づけられているか調査した。その結果は次のとおりである。
　53の主要眺望対象のうち、約90％の主要眺望対象は国立公園又は国定公園の区
域内にある。また、国立公園又は国定公園の公園計画との関係を照合すると、大
半の主要眺望対象は国立・国定公園の保護のために設けられた保護規制計画補注）
における特別保護地区、特別地域（第１種、第２種及び第３種特別地域）に指定
されている。その地域指定との関連は表−２に示したとおりである。
　特別保護地区に指定されている眺望対象は、乗鞍岳（乗鞍高原）、朝日岳（那
須）、烏ヶ山（大山鏡ヶ成）、磐梯山（裏磐梯）、妙高山（妙高）、富士山（富士）、
高岳（南阿蘇）の山岳と日出島（陸中宮古）、猫崎（竹野海岸）の９対象である。
　特別保護地区に準ずる景観を有する第１種特別地域は、乳頭山（田沢湖高原）、
吾妻山（吾妻山）等の８対象があり、第２種特別地域は上蒜山（蒜山高原）、茶
臼山（茶臼山高原）等15対象である。第３種特別地域に該当する対象は無い。特
別保護地区及び第１種と第２種特別地域にある眺望対象は23で、全体の６割を占
める。なお、普通地域に該当する眺望対象は15対象あり、これは全て海又は湖で
ある。海は公園計画で通常普通地域に指定されるためである。
　以上、主要眺望対象53対象のうち約90％に当たる47対象が国立公園及び国定公
園の区域内にあり、公園計画の保護規制計画上約60％の対象が特別保護地区又は
特別地域に指定され、公園区域外はわずか６対象である。この調査から休暇村の
眺望対象はすぐれた自然景観であることが実証された。
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標高区分 休暇村
眺望対象
山岳等／海（湖）
国立・国定公園
公園外特　　別
保護地区
第 １ 種
特別地域
第 ２ 種
特別地域
第 ３ 種
特別地域
普通地域
1000m以上
乗鞍高原 乗鞍岳 ▲
日光湯元 湖 □
鹿沢高原 新鹿沢温泉 ●
茶臼山高原 茶臼山 ▲
那　須 朝日岳 ▲
1000m　　
　～500m
吾妻山 吾妻山 ▲
大山鏡ヶ成 烏ヶ山 ▲
裏磐梯 磐梯山 ▲
妙高（五最杉）妙高山 ▲
田沢湖高原 乳頭山 ▲
岩手網張温泉 高倉山 ▲
富　士 富士山 ▲
南阿蘇 高岳 ▲
蒜山高原 上蒜山 ▲
500m　　
　～100m
帝釈峡 御神山 ▲
讃岐五色台
①海 □
②瀬戸大橋（島） ▲
羽　黒 標高356m高地 ▲
支笏湖
①湖 □
②恵庭岳 ▲
雲　仙
①海 □
②雲仙岳 ▲
佐　渡
①海 □
②鰐峰 ▲
紀州加太
①海 □
②沖ノ島 ●
100m　　
　～50m　
近江八幡
①湖 □
②沖島 ●
陸中宮古
①海 □
②日出島 ●
瀬戸内東予
①海 □
②石鎚山 ▲
竹野海岸
①海 □
②猫崎 ●
南淡路
①海 □
②鳴門大橋 ●
南紀勝浦 海 □
50m　　
　～0m
越前三国 海 □
気仙沼大島
①海 □
②小前見島 ●
志賀島
①海 □
②玄海島 ●
能登千里浜 海 □
大久野島
①海 □
②小久野島 ●
南伊豆
①海 □
②弁財天岬 ●
伊良湖
①海 □
②宮山原始林 ●
指　宿
①海 □
②知林ヶ島 ●
館　山
①海 □
②大房岬 ●
53対象
凡　　例
▲　：　山岳 ●　：　島嶼等 □　：　海（湖）
表−２　主要眺望対象と国立・国定公園の地域指定との関連
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引用・参考文献
１）樋口忠彦（1975）：景観の構造、56
補　注
補注）　国立公園および国定公園の特別地域、普通地域について
　　　　　「環境庁通知（昭和55年4月1日環自計第64号）：国立公園の公園計画作成要
領、第４計画事項、Ⅱ保護計画、１．保護規制計画」
 　　　国立公園および国定公園の保護規制計画は、一定の公用制限のもとで風致景観
の維持を図るため、その特性に応じ次のように公園の区域を区分するものとする。
 　　　「特別地域」
　　　　　・特別地域の区分
　　　　　　特別地域は、特別保護地区及びその他の特別地域（第１種、第２種及び第
３種）に区分する。
　　　　　・特別保護地区は、特別地域内で特に厳重に景観の維持を図る必要のある地
区。
　　　　　・特別地域の地種区分
　　　　　　特別地域から特別保護地区を除いた部分は、自然公園法施行規則第9条の2
の規定に基づき第1種、第2種および3種に区分する。
 　　　「普通地域」
　　　　　普通地域は、公園区域のうち特別地域に以外の区域をいう。
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あとがき
　筆者がはじめて「国民休暇村」を知ったのは厚生省に入省した昭和35年（1960）
８月であった。当時、厚生省国立公園部は「国民休暇村」計画を策定し、その整
備費を昭和36年度予算要求に組み込む作業を終え、計画の概要を発表する準備を
進めていたのである。発表直前になって、計画内容を一般の人々に容易に理解し
てもらうために計画概要に休暇村の構想図を添付することになった。その構想図
の作成を入省間もない筆者に命ぜられたのである。当時、上司で管理課課長補佐
の田中順三氏（後に国民休暇村準備室長となる）から口頭で休暇村の概要を聞
き、それをたよりに構想図を描き提出した。翌日、新聞に掲載された記事と筆者
の拙い構想図を見て、はじめて「国民休暇村」の全貌を知ったのである。
　この「国民休暇村」計画の発表は全国的な反響を呼び、国立公園や国定公園を
もつ地方自治体は官民合同の誘致団体を組織し、積極的な休暇村誘致運動を展開
した。この運動は自然公園施設がいかに不足しているかを示すものであり、ま
た、休暇村を誘致して地域振興を図りたいという強い意志の表れでもあった。こ
の誘致運動は、休暇村整備に強力な支援をもたらす結果となったのである。
　論文の作成にあたって36ヵ所の全ての休暇村を１回以上の訪れた。その折、地
元の市町村役場や自治会を訪ね、関係者から当時の建設経緯やかつての休暇村へ
の期待などを聞いた。休暇村では周辺に住む人々が早朝の温泉利用やゲートボー
ルなど日常生活の中で休暇村を利用する光景を見て、休暇村は地域社会にとって
かけがえのない存在であることを痛感したのである。
　筆者の拙い論稿をこうした形で完成することができたことは、多くの方々のご
支援とご協力によるものである。現地の休暇村支配人や職員から利用や運営の実
態について詳細な説明を受けたこと、地元市町村から休暇村立地当時の事情、土
地確保の経緯等についてご教示をいただいたこと、（財）休暇村協会からは貴重
な資料の提供やご示唆をいただいたことに対し、この機会にあらためて感謝を申
し上げたい。
　最後に、私事になるが学位論文執筆に気力を与えてくれた幼い孫の林遼太郎、
加治明良大に感謝するとともに、彼らが成人し休暇村を満喫できるよう休暇村が
持続して存在することを切に願うものである。
 2009年８月　　
 加治　隆
加治　隆プロフィール
昭和11年（1936）１月　　埼玉県生
昭和35年（1960）３月　　千葉大学園芸学部卒業
昭和35年（1960）４月　　厚生省入省
昭和47年（1972）４月　　滋賀県企画部自然保護課専門員
昭和54年（1979）４月　　香川県自然保護課長
昭和55年（1980）１月　　一級建築士
昭和56年（1981）１月　　技術士（都市および地方計画）
昭和58年（1983）７月　　環境庁企画調整局環境影響審査課長
昭和60年（1985）８月　　環境庁自然保護局計画課長
昭和63年（1988）６月　　環境庁審議官
平成２年（1990）３月　　環境庁環境研修センター所長
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